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第 1章

序論

核融合発電は、発電の過程で二酸化炭素及び高レベル放射性廃棄物を排出しないなど、
現行の発電方式が抱える問題点を解決できる可能性を持っているため、発電実証に向けて
盛んに研究開発が行われている。核融合発電を実現するための主な課題の一つに、プラズ
マの温度、密度及び閉じ込め時間を高く定常的に維持することがある。磁場に荷電粒子を
拘束することでプラズマを閉じ込める磁場閉じ込め方式はその手法の一つとして長年研究
されてきた。1997年時点で、欧州トーラス共同研究施設 (JET)において入力エネルギ―
に対して 0.67倍の核融合出力が得られており、現在建造中の ITERは、 JET をモデル
として、入力エネルギー 50MW に対して 10 倍である 500MW の核融合出力を長時間
維持することを目標に設計されている [5]。
閉じ込めの良いプラズマを長時間維持するためには、熱や粒子の損失 (輸送)の機構を

解明することが非常に重要な課題である。磁場閉じ込め方式では、荷電粒子が磁力線に拘
束されるも、荷電粒子間の衝突によって外側へ熱や粒子が輸送される。これを古典及び新
古典輸送と呼ぶ。しかし、それだけでは説明のつかない輸送 (異常輸送) の存在とその原
因がこれまで盛んに議論され続けてきた。異常輸送を支配する輸送として近年注目されて
いるのがプラズマの乱流による輸送である。中心温度・密度が非常に高いために急峻な勾
配ができる核融合プラズマでは、温度や密度、電位の揺動がプラズマの圧力勾配や電流な
どをエネルギー源として不安定化し、成長することが分かっている。その非線形飽和過程
で異なる波数の揺動が結合して乱流渦を形成し、径方向に長い距離で熱輸送や粒子輸送を
引き起こすと考えられている。
新古典輸送が小さくなるよう最適化された大型のステラレータ装置である Wendelstein

7-X では、パワーバランス解析によって大局的な性能限界を乱流輸送が担っていること
が分かった。ミクロスケールの不安定性を乱流源とする乱流がイオン閉じ込め性能の
限界に主要な役割を担っており、乱流を抑制するようないくつかの放電条件を除いて、
イオン温度は 1.7 keV という低い温度でクランピングされた [6]。その他にも、JET、
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ASDEX-Upgrade、DIII-D、LHDなどの主要な装置でも新古典輸送を超えた異常輸送が
存在し、乱流現象がその一部を担うことが明らかにされてきた [7–10]。
従来の乱流研究では主にイオンラーマ半径程度のスケールの乱流である、イオンスケー
ル乱流 (例えば、第 2.1節にて後述する ITG 乱流や TEM 乱流に代表される)を主たる乱
流輸送の原因として扱ってきた。一方で近年、より微細な電子ラーマ半径程度のスケール
の乱流である電子スケール乱流 (第 2.1節にて後述する ETG 乱流に代表される)が、輸
送に無視できない影響を与えることがシミュレーション及び実験の双方から指摘されてき
ている [11]。近年のマルチスケール性を取り入れたシミュレーション研究及び電子熱輸送
の解析によって、電子スケール乱流が、より大きなイオンスケールの乱流や、ストリーマ
などのメゾスケール構造との相互作用を介して、電子熱輸送に重大な影響を及ぼし得るこ
とが指摘されており [12, 13]、電子スケール乱流は近年重要視されてきている。
本研究の目的は、磁場閉じ込め高温プラズマにおける電子スケール乱流がどのような
傾向で変化するか、どのような物理機構によって支配されているかを明らかにすること
である。特に、電子温度 Te の分布が変化した際の電子スケール乱流の物理機構の変化に
ついて明らかにする。これは、将来の核燃焼プラズマにおいて、α 粒子による電子加熱
が支配的になることによって Te が大きく変化すると考えられているためである。ITER

Baseline シナリオでは、エネルギー閉じ込め時間が ∼ 3.7 s と推定されているが [14]、文
献 [15] で推定されている中心電子温度、中心電子密度及び安全係数から求められるバル
ク電子とバルクイオン間の減速時間も 1 - 3 sであり、同程度のオーダーである。したがっ
て、電子温度/イオン温度比 Te/Ti ≈ 1に収束せず、Te/Ti > 1となる可能性がある。Te

分布が大きくなることによって Te/Ti だけでなく、規格化電子温度勾配 Rax/LTe が大き
く、電子・イオン間の実効的な規格化衝突周波数 ν∗ei が小さくなることが予想される。後
の第 2.1節で説明するようにこれらのパラメータは、電子・イオンスケール乱流を駆動す
る主要な不安定性の成長に寄与し、結果として電子スケール乱流に強く影響すると考えら
れる。特に、電子温度勾配はそれ自身をエネルギ―源として電子スケールに ETG 乱流を
駆動する。そこで本研究ではこれら 3つのパラメータに対する電子スケール乱流の依存性
に着目した。この目的の達成により、電子スケール乱流の物理機構について理解が得られ
るとともに、将来の核燃焼プラズマにおける電子スケール乱流の影響の予測に貢献するこ
とが期待される。
電子スケール乱流は、そのスケールが微細であることから揺動のイメージング計測は困
難である。そこで、電子密度揺動による電子の協同散乱が引き起こすブラグ散乱を応用し
た、散乱計による電子スケール乱流の直接計測手法がこれまで開発されてきた。遠赤外線
(FIR) や CO2 レーザーを用いた ∼ 100GHz のプローブビームによる前方散乱を観測す
るシステムが今に至るまで、PLT、NSTX、NSTX-Upgrade、EAST、HL-2Aなどの実
験装置で導入されてきた [16–21]。一方で、比較的低い周波数帯のミリ波を用いて後方散
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乱を観測する手法も存在し、FT-2、DIII-D、MASTなどで導入されてきた [22–27]。過
去には、このミリ波後方散乱計が DIII-D装置に導入され、電子加熱のパワーを増加した
際に、FIR 散乱計で測定された低波数及び中間波数の揺動強度が変化しない一方で、ミ
リ波後方散乱計で測定された高波数乱流のみが電子熱流束と同様の傾向で増加することか
ら、高波数に独立した駆動機構を持つ乱流が存在し、それによる電子熱流束への影響を確
かめた研究が存在する [26]。FT-2 トカマクでは 高域混成共鳴によって増強されたミリ波
帯域の後方散乱波を受信することで電子スケール乱流信号を測定し、プラズマ電流の変化
に伴う電子温度勾配の変化によって乱流強度が増加することが発見された [24]。このよう
にミリ波後方散乱計は、電子スケール乱流信号の直接の測定及び それによる ETG 乱流
の同定に、一定の成果を収めてきた。
しかしながら、これらの先行研究にはいくつかの課題が存在する。1つ目にミリ波後方

散乱計は、電子サイクロトロン放射を背景ノイズとして含むために正しい強度を推定す
る必要がある点である。電子加熱のパワー増加に伴う電子スケール乱流強度の増加 (例え
ば [26])は、特にこうした背景ノイズの影響を含む可能性があるため、正確な乱流強度の
変化を推定する必要がある。また、2つ目に、先行研究はほとんど全てがトカマクで行わ
れてきたことから単一のパラメータスキャンが難しく、磁場配位が変化するなどの複数の
パラメータの変化が同時に得られている点がある。例えば文献 [24, 28]では、電子温度勾
配の変化はプラズマ電流及び安全係数の変化を伴うものであった。
そこで研究目的を達成し、磁場閉じ込め高温プラズマにおける電子スケール乱流がどの

ような傾向で変化するか及びどのような物理機構によって支配されているかを明らかにす
るため、本論文では以下の研究課題に取り組む。大きく分けて計測システムの開発に関す
る 3つの課題と物理研究に関する 2つの課題に取り組んだ。

• 計測システムの開発 (第 2.4節)

– ミリ波後方散乱計の背景ノイズ推定手法の開発 (第 2.4.1節)

– 電子スケール乱流の非等方性検証を目的としたミリ波後方散乱計の開発 (第
2.4.2節)

– 空間多点同時測定のためのドップラー反射計の多チャンネル化に向けた開発
(第 2.4.3節)

• プラズマ物理実験の結果 (第 3章)

– 電子スケール乱流の特性の調査
– 電子温度勾配依存性 (Rax/LTe

依存性、第 3.1節)

– 電子温度/イオン温度比依存性 (Te/Ti 依存性、第 3.2節)

– 電子・イオン間の衝突周波数依存性 (ν∗ei 依存性、第 3.3節)

– マルチスケール乱流間相互作用の実験的検証 (第 3.4節)
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まず、ミリ波後方散乱計の背景ノイズ推定手法の開発により、正確な電子スケール乱流
強度の推定を可能にした。特にミリ波後方散乱計の背景ノイズは電子サイクロトロン放
射が支配すると考えられ、Te を変化させる実験においては背景ノイズも時間変化するた
め、この推定手法の開発が必要である。次に、マルチスケール乱流間相互作用が起こる際
に重要な指標となりうる電子スケール乱流の非等方性の観測を可能にするための計測シス
テム開発を行った。また本研究では、マルチスケール乱流間相互作用の検証のためのイオ
ンスケール乱流信号の測定には、多くの実験装置で導入されてきたドップラー反射計を用
いた [29–40]。空間多点同時測定のためのドップラー反射計の多チャンネル化に向けた開
発では、イオンスケール乱流強度及び E× Bフロー速度の径方向分布をより高空間分解
かつ空間範囲を広く測定することを可能にするためにモノリシックマイクロ波集積回路
(MMIC) を用いた信号処理回路を開発し、導入した。これらで開発した計測システムを
応用して、物理研究を行った。電子スケール乱流の特性として、核燃焼プラズマで電子加
熱が支配的になった際に特に重要となる Rax/LTe

、Te/Ti 及び ν∗ei への依存性を調査し、
電子スケール乱流の特性を整理した。さらに電子スケール乱流がどのように成長・飽和す
るのかの物理機構を調べるため、マルチスケール乱流間相互作用の実験的検証を行った。
他方、磁場配位に関するパラメータ (安全係数、磁気シアなど)への依存性は、ETG不
安定性の理論 [41]及び実験研究 [28]の両側面から電子スケール乱流に関与すると考えら
れているものの、本研究では Te に関与するパラメータの独立したスキャンを対象とする
ため、磁場配位の影響は対象外とする。また本論文では、プラズマ圧力と磁気圧力の比 β

が高い条件で支配的になると考えられている電磁的不安定性を乱流源とする乱流現象につ
いても対象外とし、プラズマ電流が小さく、磁場配位が安定な大型ヘリカル装置 (LHD)

における低 β のプラズマを対象とする。
本研究では、磁場配位を安定に維持することができ、プラズマ電流がほとんど発生しな
い LHD での実験を行うことで、電磁的な不安定性や磁場配位の変化を考慮せずにパラ
メータスキャンが行える。さらに、フィードバック制御を活用した温度・密度のパラメー
タ制御を行うことによって、比較的長時間のパラメータ制御を行い、既存研究では困難で
あった電子スケール乱流の飽和レベルのパラメータ依存性の調査を本研究で達成すること
ができる。主にトカマクを中心とした従来研究では複数の平衡パラメータが同時に変化し
てしまうため、それらの寄与を分解することは困難であった。本研究では、このような課
題を LHD でミリ波後方散乱計を用いて電子スケール乱流信号を局所的に測定することに
よって克服し、背景ノイズを差し引いた純粋な乱流強度のパラメータ依存性を議論するこ
とを可能とした。
本論文の構成は以下の通りである。第 2 章では本研究の議論に必要な、微視的不安定
性の理論、電子・イオンスケール乱流の計測手法について説明したのち、プラズマ実験
を行った大型ヘリカル装置 (LHD)について説明し、本研究で用いた加熱装置と平衡パラ
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メータの計測手法について説明する。実験結果の考察のために行った GKV コードを用
いた線形シミュレーションの手法についても説明する。また、特に第 2.4節では、電子ス
ケール乱流の特性及びマルチスケール乱流間相互作用の研究を進展させるために必要な本
研究で取り組んだ計測システムの開発について述べる。第 3章では、LHD実験の結果か
ら、Rax/LTe

、Te/Ti 及び ν∗ei に対する電子スケール乱流の特性を整理し、その背景の物
理機構についての考察を行う。また、電子・イオンスケール乱流間相互作用に関する実験
の結果を述べ背景の物理機構に関する考察を行う。第 4章では、第 3章で得られた結果群
から電子スケール乱流の特性とマルチスケール乱流間相互作用について統合的な理解を得
るために全体を考察する。第 5章にて、本研究で得られた成果をまとめ、今後の課題を述
べて結論とする。
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第 2章

理論と手法

本章では、本研究で前提とする理論や手法について概観する。第 2.1節にて電子・イオ
ンスケール乱流の乱流源として代表的な微視的不安定性であるイオン温度勾配不安定性
(ITG不安定性)、捕捉電子不安定性 (TEM不安定性)及び電子温度勾配不安定性 (ETG

不安定性)の理論とそのパラメータ依存性について説明し、本研究で対象とするパラメー
タの重要性について述べる。第 2.2節では、電子・イオンスケール乱流の計測手法である
ミリ波後方散乱計及びドップラー反射計の計測手法及び解析手法の説明に加え、本研究
でプラズマ実験を行った大型ヘリカル装置 (LHD) の説明と、本研究で用いた加熱装置及
び平衡パラメータの計測手法について説明する。第 2.3節では、実験結果の考察のために
行った GKV コードを用いた線形シミュレーションの手法について説明する。最後に第
2.4節にて、電子スケール乱流の特性及びマルチスケール乱流間相互作用の研究で必要と
なる本研究で取り組んだ計測システムの開発について説明する。
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2.1 微視的不安定性
温度・密度勾配の存在する磁場閉じ込めプラズマ中では、電子及びイオンのドリフト運
動が不均一になることによって微視的不安定性 (ドリフト波不安定性) が成長し、その非
線形飽和過程においてミクロスケール乱流が発生する。本節では代表的なドリフト波不安
定性であるイオン温度勾配不安定性 (ITG不安定性) 、捕捉電子不安定性 (TEM不安定
性) 及び電子温度勾配不安定性 (ETG不安定性) の成長過程について概説する。

2.1.1 イオン温度勾配不安定性 (ITG不安定性)

図 2.1に示すように、磁気面に直交する方向にイオン温度勾配が存在し、ランダムな揺
動によって Ti が揺動成分 T̃i を持っている状態を考える。 このとき磁気面内で磁力線方
向に垂直な向きに沿ってイオン温度の高い領域と低い領域が存在する。イオンの磁場勾配
ドリフト v⃗∇⃗B,i 及び曲率ドリフト v⃗κ⃗,i はそれぞれ式 2.1及び式 2.2で粒子種 σ = i とし
た場合の式で表される。

v⃗∇⃗B,σ =
ˆ⃗
b× (

v2⊥,σ/2

Ωc,σ
∇⃗B) (2.1)

v⃗κ⃗,σ =
ˆ⃗
b× (

v2∥,σ

Ωc,σ
κ⃗) (2.2)

ここで、ˆ⃗
b、∇⃗B 及び κ⃗はそれぞれ磁力線方向の単位ベクトル、磁場の大きさの勾配ベク

トル及び磁力線の曲率ベクトルであり、v⊥,σ、v∥,σ 及び Ωc,σ はそれぞれ粒子種 σ の磁力
線に垂直方向の速度、平行方向の速度及びサイクロトロン周波数を表す。イオン温度が高
くなるほど平均的な v2⊥,i 及び v2∥,i が大きくなることから磁場勾配ドリフト速度及び曲率
ドリフト速度が大きくなる。イオン温度に波が生じるとドリフト速度にも波が発生し、そ
れと 90度ズレた位相でイオン密度の波及びポテンシャルの波が発生する。その結果、ポ
テンシャルの勾配によってさらに 90度ずれて電場の波が発生し、イオン温度揺動と同相
の E× Bドリフト速度の波が発生する。この E× Bドリフトがイオン温度の波をさらに
増加させ、不安定化させる。イオン温度勾配を駆動源として成長するためこのような揺動
の成長機構はイオン温度勾配不安定性 (ITG不安定性)と呼ばれている。ITG不安定性を
乱流源とする乱流を ITG乱流と呼ぶ。ITG不安定性によって励起される揺動は、この成
長機構からイオン反磁性方向に伝搬する。イオン熱輸送に大きく寄与すると考えられてい
ることから、TEM及び ETGに先駆けて長らく研究されてきた。イオン温度のスケール
長 LTi

とイオン密度のスケール長 Lni
の比 ηi に閾値 ηi,crit が存在し、それを超えると急

激に ITG 不安定性の成長率が増大するモデルが考えられている。文献 [42]では式 2.3の
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ような表式でその閾値がモデル化されており、Te/Ti が ITG不安定性に重要な影響を及
ぼすことが分かる。

ηi,crit =

(
Lni

LTi

)
crit

=
4Lni

3Rax

(
1 +

1

Te/Ti

)(
1 +

k2⊥v
2
th,i

2Ω2
c,i

)
(2.3)

2.1.2 捕捉電子不安定性 (TEM不安定性)

トカマクやヘリカルなどのトロイダル型の磁場閉じ込め装置では、トーラス内側ほど磁
場強度が増加するため、磁力線上に沿って磁場の強弱が存在する。このとき、磁力線に
沿った方向の速度 v∥ が大きい粒子 (通過粒子)はプラズマ中を周回するが、v∥ が小さい粒
子 (捕捉粒子)は磁場の弱いトーラス外側に捕捉され、バナナ運動をする。このとき、捕捉
粒子はバナナ運動をしながら少しずつトロイダル方向にドリフトしていく歳差ドリフトを
する。図 2.2に示すように、密度の波がプラズマ中に存在する場合、捕捉された電子の歳
差ドリフトによって電子密度とイオン密度の波に位相差が発生し分極する。その結果、ポ
テンシャルの波が発生し、電子密度揺動が不安定化する向きに E× Bドリフトが発生す
る。このようにして起きる捕捉電子による不安定性を捕捉電子不安定性 (TEM不安定性)

と呼ぶ。TEM不安定性が成長し、その非線形飽和過程で発生する乱流を特に TEM乱流
と呼ぶ。TEM 不安定性によって励起される揺動は、電子反磁性方向に伝搬する。TEM

不安定性の分散関係には様々なモデルが提案されているが、近年では電子温度の規格化逆
スケール長の増大に対して成長率が大きく増大するようになる閾値が存在するモデルが提
案されている。トカマクでは、式 2.4に示すような閾値モデルが提案されており、これを
元に電子熱輸送の解析が行われた [43]。ここで、Rax/LTe

、ϵt、Rax/Lne
、ŝ、νeff はそれ

ぞれ、電子温度の規格化逆スケール長、アスペクト比 ϵt = a99/Rax、密度の規格化逆ス
ケール長、磁気シアー、電子・イオン間の実効衝突周波数 νeff = νei/ϵt であり、Rax は磁
気軸中心位置を表す。TEM不安定性では式 2.4より、電子温度勾配が大きく、実効衝突
周波数が小さい (高温・低密度である) ほど成長率が高くなる傾向がある。

(
Rax

LTe

)
crit

=
0.357

√
ϵt + 0.271
√
ϵt

(
4.90− 1.31

Rax

Lne

+ 2.68ŝ+ ln (1 + 20νeff)

)
(2.4)

2.1.3 電子温度勾配不安定性 (ETG不安定性)

電子温度勾配が存在する場合に電子温度にランダムな揺動が発生した場合、ITG 不安
定性と同様の機構で揺動が不安定化する。図 2.3にその成長機構の概略図を示す。イオン
と電子では曲率ドリフト及び磁場勾配ドリフトの向きが逆になるが、それによって形成さ
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図 2.1 ITG不安定性の成長機構の概略図。(a) Ti 分布の概略図で、黒もしくはグレー
の曲線は Ti の等高線である。ここで、Ti は平衡成分 Ti,eq と揺動成分 T̃i に分離でき
るとする。青の領域が平衡イオン温度 Ti,eq に比べて Ti が低い領域 (T̃i < 0)、赤色の
領域が Ti,eq に比べて Ti が高い領域 (T̃i > 0) をそれぞれ表す。紙面奥向きが磁力線
方向を表し、紙面奥向きと水平方向とで張る平面を磁気面とする。水平方向が磁力線
に垂直かつ磁気面に平行な方向の座標 y0 を表す。磁気面に直交する方向に ∇⃗Ti,eq 及
び ∇⃗B が存在するとする。紫矢印は、イオンの磁場勾配ドリフト速度 v⃗∇⃗B,i 及び曲率
ドリフト速度 v⃗κ⃗,i を表す。黄色矢印は、E× B ドリフト速度 v⃗E×B を表す。(b) イオ
ン密度揺動 ñi 及び ポテンシャル揺動 ϕ̃ の概略。青の領域がイオンが比較的疎で負に
帯電する領域 (ñi < 0, ϕ̃ < 0) で、赤の領域がイオンが比較的密で正に帯電する領域
(ñi > 0, ϕ̃ > 0)である。水平方向の黄矢印が ϕ̃が発生した結果生じる電場 E⃗ を表す。
鉛直方向の黄矢印が E⃗ によって発生する E× Bドリフト速度 v⃗E×B を表す。

れる電子密度揺動とポテンシャル揺動は逆位相となるため、結果的に ITG不安定性と同
様、電子温度揺動が不安定化する方向に E× Bドリフトが起こる。このような過程で発生
する不安定性を電子温度勾配不安定性 (ETG不安定性)と呼ぶ。ETG不安定性によって
励起された乱流を ETG乱流と呼ぶ。ETG不安定性によって励起される揺動は、電子反
磁性方向に伝搬する。ETG不安定性についても TEM不安定性と同様に閾値を持つモデ
ル (例えば式 2.5) がトカマクのシミュレーションによって提案されている [41]。ここで、
Zeff はプラズマの実効電荷、qは安全係数である。Te 分布の変化に関しては、Rax/LTe

が
大きく Te/Ti が低い場合に ETG不安定性が成長しやすい。

(
Rax

LTe

)
crit

= max

[
(1 + ZeffTe/Ti)

(
1.33 + 1.91

|ŝ|
q

)
(1− 1.5ϵt) , 0.8

Rax

Ln

]
(2.5)
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図 2.2 TEM不安定性の成長機構の概略図。(a) n 分布の概略図で、黒もしくはグレー
の曲線は n の等高線である。ここで、nは平衡成分 neq と揺動成分 ñとに分離できる
とする。青の領域が平衡電子密度 neq に比べて n が低い領域 (ñ < 0)、赤色の領域が
neq に比べて nが高い領域 (ñ > 0)をそれぞれ表す。紙面奥向きが磁力線方向を表し、
紙面奥向きと水平方向とで張る平面を磁気面とする。水平方向が磁力線に垂直かつ磁
気面に平行な方向の座標 y0 を表す。磁気面に垂直に、∇⃗Teq, ∇⃗neq 及び ∇⃗B が存在
するとする。黄色矢印は、E× B ドリフト速度 v⃗E×B を表す。緑矢印は、電子の磁場
勾配ドリフト速度 v⃗∇⃗B,i 及び曲率ドリフト速度 v⃗κ⃗,i のバナナ運動に関するバウンス平
均を表す。(b) ñe の概略。青の領域が電子が比較的疎の領域 (ñe < 0)で、赤の領域が
電子が比較的密な領域 (ñe > 0)である。(c) ñi の概略。青の領域がイオンが比較的疎
の領域 (ñi < 0)で、赤の領域がイオンが比較的密な領域 (ñi > 0)である。(d) ϕ̃ の概
略。青の領域が負に帯電した領域 (ϕ̃ < 0) で、赤の領域が正に帯電した領域 (ϕ̃ > 0)

である。水平方向の黄矢印がポテンシャル揺動が発生した結果生じる電場 E⃗ を表す。
鉛直方向の黄矢印が E⃗ によって発生する E× Bドリフト速度 v⃗E×B を表す。
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図 2.3 ETG 不安定性の成長機構の概略図。(a) Te 分布の概略図で、黒もしくはグ
レーの曲線は Te の等高線である。ここで、Te は平衡成分 Te,eq と揺動成分 T̃e とに分
離できるとする。青の領域が平衡電子温度 Te,eq に比べて Te が低い領域 (T̃e < 0)、赤
色の領域が Te,eq に比べて Te が高い領域 (T̃e > 0) をそれぞれ表す。紙面奥向きが磁
力線方向を表し、紙面奥向きと水平方向とで張る平面を磁気面とする。水平方向が磁
力線に垂直かつ磁気面に平行な方向の座標 y0 を表す。磁気面に垂直に、∇⃗Te,eq 及び
∇⃗B が存在するとする。緑矢印は、電子の磁場勾配ドリフト速度 v⃗∇⃗B,e 及び曲率ドリ
フト速度 v⃗κ⃗,e を表す。黄色矢印は、E× B ドリフト速度 v⃗E×B を表す。(b) ñi の概
略。青の領域が電子が比較的疎の領域 (ñe < 0)で、赤の領域が電子が比較的密の領域
(ñe > 0) である。(c) ϕ̃ の概略。青の領域が負に帯電する領域 (ϕ̃ < 0) で、赤の領域
が正に帯電する領域 (ϕ̃ > 0) である。水平方向の黄矢印がポテンシャル揺動が発生し
た結果生じる電場 E⃗ を表す。鉛直方向の黄矢印が E⃗ によって発生する E× B ドリフ
ト速度 v⃗E×B を表す。
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2.2 計測手法
本節では、本研究で用いた様々な計測システムとプラズマ実験装置について説明する。

第 2.2.1節では、電子スケール乱流の特性研究の要となるミリ波後方散乱計の原理と LHD

における計測システムの構成について説明する。また、第 2.2.2節では、さらに電子・イ
オンスケール乱流間相互作用を研究するために用いたイオンスケール乱流の計測手法であ
るドップラー反射計の原理と計測システムについて説明する。第 2.2.3節では、それらミ
リ波後方散乱計及びドップラー反射計における計測システムの、主に受信回路の基本的な
技術と信号処理手法について説明し、第 2.4節及び第 3章の説明に必要な前提知識を共有
する。続けて第 2.2.4節では、これらの計測システムで観測する揺動の波数と位置を推定
するために用いた光線追跡の理論について説明する。第 2.2.5節では、本研究で用いた大
型ヘリカル装置 (LHD)の仕様について簡単に説明し、本研究で用いた加熱装置である中
性粒子ビーム入射加熱 (NBI) 及び電子サイクロトロン共鳴加熱 (ECH) について説明す
る。最後に、第 2.2.6節で、本研究で用いたプラズマの熱力学的な平衡パラメータの計測
手法を説明する。



14 第 2章 理論と手法

2.2.1 ミリ波後方散乱計測
本研究では、電子スケール乱流信号の測定にミリ波後方散乱計を用いた。過去にもいく
つかの磁場閉じ込め装置に導入されてきた実績のある計測システムである [24,25,44,45]。
核融合プラズマ中に ∼ 100GHzのミリ波ビームを入射し、その協同的な散乱波信号を測
定することで電子密度揺動に比例する信号を測定する。電磁波の運動量保存から、観測す
る揺動の波数ベクトル k⃗⊥、受信する散乱波の波数ベクトル k⃗sc 及びプローブビームの波
数ベクトル k⃗in に対して、k⃗⊥ = k⃗sc − k⃗in が成立する。これをブラグ条件と呼び、この原
理によって特定の波数の揺動を選択的に観測することができる。ミリ波後方散乱計の観測
位置は、プローブビームと受信する散乱波の軌道が交差する領域にあり、このため観測位
置の径方向分解も可能である。観測位置における、プローブビームの波数ベクトルと受信
する散乱波の波数ベクトルのなす角を散乱角 θsc と定義すると、観測波数の大きさ k⊥ は
ブラグ条件から k⊥ = 2kin sin(θsc/2)である。受信する散乱波のパワー Psc は式 2.6に示
すように電子密度揺動強度 |ñe,⃗k|の 2乗に比例するため、これらの原理からミリ波後方散
乱計によって特定の波数の乱流強度を特定の径方向位置において測定することが可能であ
る [45]。

Psc =
1

4
re

2|ñe,⃗k|
2λin

2L2Pin (2.6)

ここで、re = e2/(4πϵ0mec
2)、λin、L及び Pin はそれぞれ、古典電子半径、プローブビー

ムの波長、散乱長及びプローブビームのパワーを表す。電子密度揺動自身がある速度 v⃗⊥

を持って伝搬するとき、2πfd = k⃗⊥ · v⃗⊥ だけ受信する散乱波の周波数にシフトが発生す
る。プラズマ中の観測領域で揺動の伝搬速度は通常一様ではないため、単色のプローブ
ビームに対して受信する散乱波は広がりを持った周波数スペクトルとなる。
本研究で用いた、LHDに導入されているミリ波後方散乱計のプローブ周波数は 90GHz

である。これは、LHD で生成されるプラズマのコア領域での電子プラズマ周波数、電
子サイクロトロン運動の基本周波数とその 2 次高調波の周波数、高域混成周波数及び右
回り・左回りカットオフ周波数を避けて設定されている [45]。観測位置におけるビーム
全幅は ≈ 4 cm、散乱角 θsc ≈ 160◦ であり、径方向分解能は ∆R ∼ 0.1m である。詳
細には、トーラス内側に行くほど径方向分解能は落ちるため、R = 3.6m の配位におい
て磁気軸位置で ∆R = 0.135m、周辺部 (reff/a99 ≈ 1.0) で ∆R = 0.105m である。電
子スケール乱流信号のパラメータ依存性について議論する際には、この大半径方向の幅
∆R で各種パラメータを平均して取り扱った。この視線で観測される波数の向きはポロ
イダル方向の波数と径方向の波数の比にして kpol/kr ≈ 0.2 である。屈折率の変化を考
慮するため、LHDGauss コードによる光線追跡により、観測波数、観測位置及び散乱
角を計算した。観測波数は k⊥ ≈ 35 cm−1 であり、例えば電子温度 2 keV かつ磁場強度
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図 2.4 LHD で導入されているミリ波後方散乱計の概略図。

2T において k⊥ρth,e ≈ 0.2 であるため、この波数は電子スケールに相当する。ここで、
ρth,e = vth,e/Ωc,e =

√
meTe/eB2、vth,e =

√
eTe/me 及び Ωc,e = eB/me であり、それ

ぞれ熱電子ジャイロ半径、電子熱速度及び電子サイクロトロン周波数を表す。me、e及び
B はそれぞれ電子質量、電気素量及び磁場を表す。
ミリ波後方散乱計の回路図を図 2.4に示す。第 2.4.1節でも説明するが、ミリ波後方散

乱計ではプローブビームを間欠的に止めることで背景ノイズを測定できる。回路図中の
SPST (単極単投スイッチ) によって、プローブビームの ON/OFF を制御することでこ
れを実現している。プローブ周波数の 90GHzは、15.00GHzの発振器を周波数逓倍器に
よって 6倍にして生成している。また、IQ 検出 された散乱信号を、2.5MHz でサンプリ
ングしている。
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2.2.2 ドップラー反射計
ドップラー反射計は、磁場閉じ込め高温プラズマ中の電子密度揺動 ñe,⃗k 及び径電場 Er

を局所的に同時に測定することができる乱流計測である。磁力線に垂直な方向への波数分
解能が高く、特にミクロスケール乱流への感度が高いことから、乱流強度の評価を目的と
してこれまでに多くの磁場閉じ込め装置に導入されてきた [29–40]。また、乱流強度を評
価する時間分解能で径電場 Er の時間変化を評価することができ、新古典的に形成された
径電場、メゾスケールのゾーナル流及び測地線音波 (GAM) とミクロスケール乱流との
間の相互作用を評価する良いツールとして用いられてきた。本研究においても、イオンス
ケール乱流強度及び伝搬速度の測定のために用いた。
ドップラー反射計の原理は以下の通りである。第 2.2.1節で説明したミリ波後方散乱計
と同様にドップラー反射計も、ブラグ散乱を応用して高い波数分解能でミクロスケール乱
流を観測している。ミリ波後方散乱計との違いはプローブ周波数である。ミリ波後方散乱
計においては、プラズマ内のカットオフ層における反射波の混在を避けるため、カットオ
フ周波数を超えた比較的に高い周波数を選択する。一方で、ドップラー反射計では積極的
にカットオフ層における反射を利用するため、カットオフ周波数に近い周波数を選択す
る。したがって、ミリ波後方散乱計に比べて周波数が低く観測波数も低いため、より大き
なイオンスケールの揺動を選択的に観測することができる。磁気面に垂直にプローブビー
ムを入射するようなドップラー反射計でない通常の反射計では、プラズマのコアに近づき
電子密度が増加するにつれてプローブビームの波数が低下し、カットオフ層において 0に
なるため。そのため 0次の反射波が支配的になることで波数分解能が低くなり、プローブ
周波数成分には位相変調されたプローブビームの 0次の反射波が受信されるのに加えて、
比較的大きなスケールの揺動がドップラー広がりとして観測される。ドップラー反射計で
はこれを避けるため、プローブビームを磁気面に対して斜めに入射することで 0 次の反
射波が受信アンテナに帰らないようにし、−1次の後方散乱波のみを選択的に受信するこ
とでブラグ散乱を応用してミクロスケールの乱流を選択的に観測することができる。ここ
で、斜め入射による影響で、プローブビームはプラズマ中で屈折を受ける。このため、最
も散乱強度が高くなるカットオフ層付近においてプローブビーム及び −1次の後方散乱波
の波数ベクトルは磁気面と平行方向を向く。したがって、観測波数 k⊥ はカットオフ層に
おいてブラグ条件 k⊥ = −2kin で求められる。ミリ波後方散乱計と同様に、IQ検出を行
うことによってドップラーシフト fd を測定することができ、v⊥ = 2πfd/k⊥ の関係式か
ら揺動の実験室系における伝搬速度を測定することができる。
LHD においては 26 - 40GHz (Ka 帯) のマイクロ波を用いた。O モード入射時に
は電子プラズマ周波数 fpe (式 2.7) がカットオフ周波数であるため、 Ka 帯は ne =
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1× 1019 − 2× 1019 m−3 に相当し、本研究で対象とする低 β 値のプラズマに適している。

fpe =
1

2π

√
e2ne

ϵ0me
(2.7)

ここで、ϵ0 は真空の誘電率を表す。第 2.4.3節で後述するように、複数の高次高調波成分
を含む非正弦波をプローブビームにすることで複数のカットオフ位置での同時測定が可能
な周波数コムドップラー反射計を用いている。また、送受信のアンテナを分けるバイスタ
ティック配置を採用している。



18 第 2章 理論と手法

2.2.3 信号処理手法
本節では、第 2.4節の計測システム開発について説明する上で必要な語句であるヘテロ
ダイン検出及び IQ検出について説明し、受信信号の処理回路上での信号の呼び方を定義
する。また、ドップラーシフトを推定する信号処理の手法についてもここで説明する。

ヘテロダイン検出
ミリ波後方散乱計やドップラー反射計において、プラズマ中に入射するプローブビーム
及びその後方散乱波は ∼ 10 − 100GHz (RF周波数)のマイクロ波/ミリ波信号 (RF信
号)であり、この受信 RF信号を直接データ収集しようとするとサンプリング周波数が非
常に高くなるため適切ではない。そこで、RF周波数と異なるが近い周波数 (LO周波数)

の信号 (LO 信号) をローカル発振器で生成し、これを受信 RF 信号とミキシングしてか
らローパスフィルタに通すことで、RF周波数と LO周波数の差である IF周波数帯域の
IF 信号を得ることができる。このようにして周波数帯域を下げた (ダウンコンバートし
た)信号を検出する手法をヘテロダイン検出という。一方で、LO周波数が RF周波数と
同じ場合、これをホモダイン検出という。

IQ検出
ヘテロダイン検出して得られた受信 IF 信号を、それと同じキャリア周波数の LO

信号 (IF-LO 信号) によってさらにダウンコンバートすることで、最終的に揺動の
周波数帯域までサンプリング周波数を下げることができる。しかしながら、そのま
までは位相の進行方向の情報が失われることで、揺動の伝搬方向の情報が同時に失
われてしまう。そこで、IF-LO 信号 sIF,LO,I(t) = AIF,LO cosωIFt に加えて、その位
相を 90◦ 遅らせた信号 sIF,LO,Q(t) = AIF,LO sinωIFt を生成して、それぞれによって
受信 IF 信号 sIF(t) = AIF(t)[cosωIFt + Φ(t)] をダウンコンバートする。その結果、
sI(t) = (AIF,LOAIF(t)/2) cosΦ(t)及び sQ(t) = −(AIF,LOAIF(t)/2) sinΦ(t)がそれぞれ
生成される。sI 及び sQ をそれぞれ 同相信号 (I 信号) 及び 直交信号 (Q 信号) と呼ぶ。
生成した I 信号と Q 信号を 式 2.8のように結合することで位相の進行方向の情報が維持
された IQ 信号 sIQ が検出できる。

sIQ = sI − isQ =
AIF,LOAIF(t)

2
[cosΦ(t) + i sinΦ(t)] =

AIF,LOAIF(t)

2
eiΦ(t) (2.8)

このような手法を IQ 検出とよび、この処理を行うミキサを特に IQ ミキサと呼ぶ。
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乱流強度とドップラーシフトの計算
測定した散乱信号を高速フーリエ変換によって周波数スペクトル Sk⃗(f) に変換する。

ドップラー反射計及びミリ波後方散乱計においては、周波数パワースペクトル密度は電子
密度揺動強度の二乗 |ñe,⃗k(f)|

2 に比例する。ボルツマンの関係式 (式 2.9) で表されるよ
うに電子密度揺動とポテンシャル揺動が同期する場合を考えると、電子密度揺動強度はポ
テンシャル揺動強度に比例すると考えることができる。

ñe,⃗k

ne
=

ϕ̃

Te
(2.9)

ここで、ϕ̃及び kB は、ポテンシャル揺動及びボルツマン定数を表す。磁場に垂直な平面
上にポテンシャル揺動が存在するとき、その周りに放射状の電場ができるため E× Bドリ
フトが渦状に発生する。したがって、ポテンシャル揺動強度ないしは電子密度揺動強度が
乱流渦の強度に対応すると考えられ、ドップラー反射計及びミリ波後方散乱計の受信信号
の強度を乱流強度とみなすことができる。乱流強度は受信信号の周波数スペクトルの積分
によって求めることができる。図 2.5に概念的な複素周波数スペクトルを示した。複素周
波数スペクトルとは、IQ 検出を行うことによって得られる 0に関して正負に非対称な形
のスペクトルである。このスペクトルの低周波成分にはマクロスケールの揺動が存在する
場合の 0次反射成分や単純な 0次反射光の装置壁での反射光などが検出されることで、本
来対象とするスケール以外の揺動成分が含まれる可能性がある。そこで、式 2.10のよう
にフィルターのカットオフ周波数 fcutoff より高い周波数成分での積分を行うことで乱流
強度 Iturb を求めた。図 2.5中の緑色で示した領域の面積がその積分値に相当する。カッ
トオフ周波数は各実験条件によって異なる値を与えているため、各節にて具体的な数値を
述べる。

Iturb =

√∫
|f |>fcutoff

Sk⃗(f) df (2.10)

電子密度揺動が、観測している波数ベクトルの向き (またはその逆向き) に平均的に伝
搬しているとき、受信する散乱信号がドップラーシフトを受け、図 2.5に示すように周波
数スペクトルが平均的にシフトする。ドップラーシフトは、実験で測定された周波数パ
ワースペクトル密度 Sk⃗ に対してガウス関数 (式 2.11)によるフィッティングを行って得
られる推定値 f̂d を用いた。ただし、∼ 0Hz の成分では、前述したとおり乱流以外の成分
が含まれる場合がある。0Hzから離れた明らかなドップラーシフトが存在する場合には、
|f | < fcutoff 成分をカットオフしたスペクトルに対して単項ガウス関数 (式 2.11)による
フィッティングを行って f̂d を求め、これを用いた。しかし、シフトが弱く乱流以外の成
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分と重なってしまうと考えられるようなケースでは、両方の成分を模擬した二項ガウス
関数 (式 2.12)によるフィッティングを行って、より中心から離れた成分のドップラーシ
フト f̂d,2 の推定値を用いた。さらに、信号の S/N比が良くかつ明らかなドップラーシフ
トが観測される場合や高速なドップラーシフトの時間変化を追いたいときには重心法 (式
2.13)と呼ばれる、周波数パワースペクトルを重み関数として周波数の平均値を取る非パ
ラメトリックな手法を用いることもできる [30]。どの手法を使ったかは、各実験によって
異なるためその都度記述する。

Ŝk⃗(f) = Â exp

(
− (f − f̂d)

2

σ̂2
d

)
, |f | ≥ fcutoff (2.11)

Ŝk⃗(f) = Â1 exp

(
− (f − f̂d,1)

2

σ̂2
d,1

)
+ Â2 exp

(
− (f − f̂d,2)

2

σ̂2
d,2

)
(2.12)

fd =

∑
fSk⃗(f)∑
Sk⃗(f)

(2.13)

ドップラーシフト fd は、観測している揺動の波数 k⃗⊥ 及び揺動の実験室系における伝
搬速度 v⃗⊥ との間に、k⃗⊥ · v⃗⊥ = 2πfd と表される関係を持つ。ドップラー反射計はプラ
ズマ中で強い屈折を受け、屈折率が最大となる観測位置においては，径方向の波数はほと
んどなくポロイダル方向の波数を観測しているとみなすことができる。したがって、ドッ
プラー反射計で測定されるイオンスケール乱流のポロイダル方向の伝搬速度は、後述する
手法で計算された観測波数 k⊥ を用いて、vpol = 2πfd/k⊥ によって求めた。一方で、ミ
リ波後方散乱計で観測される電子スケール乱流は、径方向とポロイダル方向の両方向に成
分を持つため、k⃗⊥ · v⃗⊥ = krvr + kpolvpol = 2πfd である。ポロイダル方向にはドリフト
速度程度で伝搬されると考えられる一方で、径方向には磁気面に拘束されて対流速度程度
で伝搬すると考えられることから、本研究では vpol ≫ vr と近似した。この近似の下で、
vpol = 2πfd/kpol = 2πfd/(k⊥ cos(θsc/2)) によって、後述の手法で計算された観測波数
k⊥ 及び散乱角 θsc を用いてポロイダル方向の伝搬速度を計算した。乱流の位相速度は、
第 2.2.6節にて説明する荷電交換分光計測によって測定する E× Bフロー速度 vE×B を差
し引き、vphase = vpol − vE×B によって求めた。

2.2.4 光線追跡法による観測位置及び波数推定 [1–4]

プラズマ中を伝搬する電磁波は、プラズマの電子密度、電子温度及び磁場に依存する屈
折率 N に従う屈折を受ける。このとき、ビーム軌道上で波数が変化する上、ビームの群
速度ベクトルが波数ベクトルとずれ、屈折することで、観測波数、観測位置及び散乱角が
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図 2.5 散乱計で得られる受信信号の概念的な複素周波数スペクトル。

真空中と比べて変化する。そこで本研究では、トムソン散乱計測で測定した電子密度分布
及び電子温度分布、またそれらを用いて VMECコード [46, 47]で計算された平衡磁場配
位を用いて LHDGaussコード [3]による 3次元の光線追跡を行い、観測位置、観測波数
及び散乱角を推定した。また、 LHDGaussコードは 第 2.2.5節で説明する電子サイクロ
トロン共鳴加熱 (ECH) の吸収プロファイルの計算にも用いた。
LHDGauss コードは、空間中を伝搬するビームの軌道及びその位相変化を、WKB

(Wentzel-Kramers-Brioullin)近似に基づく 3次元の eikonal 方程式を解くことで求める
手法である。WKB 近似は、密度などのプラズマパラメータの空間的な変化が無視できな
い非一様なプラズマ中を伝搬する電磁波に対して用いられる近似手法である。平衡磁場、
平衡温度及び平衡密度の非一様性を前提とするが、核融合プラズマにおいては平衡磁場の
空間変化は比較的小さく、平衡温度の非一様性は非常に高い温度における Oモード及び
Xモードに対してさえもわずかな影響しか与えないため、電子密度の非一様性が特に重要
である。電磁波ビームの波数 k 及び密度のスケール長 Ln = −n/∇nに対して kLn ≫ 1

であれば、一様なプラズマの下での電磁波の伝搬を近似的に用いることができるが、マイ
クロ波においてはその限りではない。WKB 近似はこのような非一様性を含むプラズマに
対して用いることができ、非一様性がなだらかであるという近似の下、位相項を形式的
に一般化することで波動方程式の近似解を求める手法である。非一様性によって空間中
を伝搬する波の波数が変化することを考慮して一般化した空間中の位相変化 (eikonal)を
k0S(r⃗) と定義する。ここで、k0 は真空中の波数である。このとき、電場の空間依存成分
E⃗(r⃗)の表式は E⃗(r⃗) = E⃗0(r⃗)e

ik0S(r⃗) のようになる。この波がヘルムホルツ方程式に従う
ことから、式 2.14で表される eikonal 方程式が導かれる。

|∇S(r⃗)|2 = N2(r⃗) (2.14)

この eikonal方程式を解くことで、プローブビームのプラズマ中での波数を、非一様なプラ
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ズマの下で向きも含めて求めることができる。屈折率 N の計算においては、LHDGauss

コードでは冷たいプラズマ近似の分散関係を用いている。また、eikonal 方程式の導出の
過程では、プラズマパラメータが空間的になだらかに変化することから、位相の空間 2階
微分が波数の 2乗に比べて十分小さいことを仮定している (∇2[k0S(r⃗)] ≪ k2(r⃗))。これ
によって、WKB近似の条件式 2.15が得られ、これは前述した条件式 kLn ≫ 1の、WKB

近似における表現である。
1

k2
∇k ≪ 1 (2.15)
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2.2.5 プラズマ実験装置
本節では、本研究におけるプラズマ実験に用いた 大型ヘリカル装置 (LHD) について説

明するとともに本研究で用いた加熱装置である中性粒子ビーム入射加熱 (NBI)及び電子
サイクロトロン共鳴加熱 (ECH)についてそのレイアウトを説明する。また、ミリ波後方
散乱計及びドップラー反射計のレイアウトについても説明する。

磁場閉じ込め方式の種類
磁場閉じ込め方式では、プラズマを閉じ込めるために磁気面をトーラス状にした磁場配

位を用いることが主流である。しかし、そのままの単純トーラスでは粒子の曲率ドリフト
及び磁場勾配ドリフトによって電子とイオンが上下に分離して電場を発生させ、E× Bド
リフトによって大半径方向外側に逃げ出し、プラズマが消失する。そこで、ポロイダル
方向に磁力線を捻ることでプラズマを短絡させて鉛直方向に電場を発生させないように
する。ポロイダル方向の磁力線生成方式には、大きく分けてトカマクとヘリカル (ステラ
レータ) とがある。トカマクは中心ソレノイドコイルによる電磁誘導によって、トロイダ
ル方向に大電流を駆動させてポロイダル磁場を生成する方式、ヘリカルは磁場コイルその
ものを 3次元的な構造にすることで、ポロイダル磁場とトロイダル磁場のどちらもを磁場
コイルによって生成する方式である。一般に、トカマクは 2次元軸対称形状であるため磁
場のリップルにとらわれる粒子の輸送が少なく、閉じ込め性能が比較的良い反面、トロイ
ダル電流を流し続けるために現状では中心ソレノイドコイルの作る磁場を変化させ続けな
ければならないため、定常運転に不向きである。反して、ヘリカルは原理的にプラズマを
定常維持することが比較的容易であるが、磁場にリップルが多く発生するため閉じ込め性
能は劣る。

大型ヘリカル装置 (LHD)、加熱装置及び乱流計測のレイアウト
本研究の高温プラズマ生成には、核融合科学研究所 (NIFS)で稼働している大型ヘリカ

ル装置 (LHD)を用いた [48]。特に、主半径 Rax = 3.6m、a99 = 0.6m、磁気軸上の磁場
強度 Bax = 2.75T の標準配位を用いて実験を行った。LHD は世界最大級のヘリカル装
置で、中心温度 ≲ 10 keV、中心密度 ≲ 1× 1020 m−3 の高温プラズマを生成することがで
きる。2対のヘリカルコイルによってメインの閉じ込め磁場配位が形成され、それぞれ 5

回巻のヘリカルコイルであるため、水平方向に伸びた楕円上のトロイダル断面 (横長断面)

と鉛直方向に伸びた楕円状のトロイダル断面 (縦長断面)が 10周期繰り返されるらせん型
のプラズマが生成される。ヘリカル装置であることからポロイダル磁場をヘリカルコイル
によって安定的に生成できるため、プラズマ電流を小さく抑えるオペレーションが可能で
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あり、電流駆動の乱流を安定化させることができる。本研究では、低 β 値の実験を行っ
てさらに電磁的乱流を安定化させることで、静電的乱流に研究対象を絞った。すなわち、
ITG、TEM及び ETG不安定性を乱流源とする乱流が支配的になりやすいプラズマを対
象とした。ここで、β = p/(B2/2µ0)はプラズマ圧力 pと磁気圧力の比を表す。µ0 は真
空の透磁率である。
本研究では、高速の中性粒子を入射することでプラズマ加熱を行うための中性粒子ビー
ム入射加熱 (NBI)及び電子のサイクロトロン運動に共鳴する周波数のマイクロ波を入射
することで電子を選択的に加熱する電子サイクロトロン共鳴加熱 (ECH)を用いた。LHD

プラズマの概形及び NBIのレイアウトを図 2.6に示す。1号機 (BL1)から 3号機 (BL3)

はトーラスプラズマの接線方向に入射する NBIで、磁場のリップルにとらわれない高速
の通過粒子を主に生成する。BL1及び BL3は反時計回りに、BL2は時計回りに入射して
いる。4号機 (BL4)及び 5号機 (BL5)は磁力線と直交する方向に入射する NBIである。
軽水素を入射する場合、BL1から BL3は ≈ 180 keV、BL4及び BL5は ≈ 40 keVのエネ
ルギーを持つビームを生成できる。BL1から BL3は負イオン源を用いている一方、BL4、
BL5 は正イオン源を用いている。重水素ビームの場合は BL4 及び BL5 では軽水素ビー
ムの場合よりも高いエネルギーを持たせることができる。
ECHでは、ジャイロトロンによって 77 GHz及び 154 GHzのマイクロ波を生成し、導
波管で真空容器まで導引したのち、LHD プラズマに入射している。これらの周波数は、
標準磁場配位の磁気軸における磁場 2.75Tの電子サイクロトロン周波数の基本周波数と
2次高調波の周波数に相当する。図 2.7に URと書かれた紫線で描かれた視線が 77 GHz

マイクロ波で、その他 3 つの視線が 154 GHz のマイクロ波である [49, 50]。加えて他の
ポートに 77 GHzのマイクロ波を導入しており、計 5台のジャイロトロンを本研究では用
いた。各 ECHはミラーの角度調整によって入射位置を変更し、磁気軸から離れた位置で
の加熱 (off-axis)加熱を行うことが可能である。
LHD では、ミリ波後方散乱計及びドップラー反射計を用いて、局所的に同時に電子・
イオンスケールの乱流信号を測定可能なシステムが先行研究によって整備されてきた。こ
れらのレイアウトを図 2.8に示す。図 2.8 (a)の上部から、トーラス外側のポートに時計
回りに番号が振られており、3番目の 3-Oポートにミリ波後方散乱計とドップラー反射計
の両方を導入している。図 2.8 (b)に示したドップラー反射計では、第 2.2.2節で説明し
たように空間多点で同時にイオンスケール乱流を測定することができる [39]。図 2.8 (c)

に示したミリ波後方散乱計は、第 2.2.1節で説明したように径方向の観測位置をショット
毎に変えることができる [45]。これらの機能により、電子・イオンスケール乱流信号を同
じ位置で同時に測定することができる。
また、本研究では後の第 2.4節で説明するように、ミリ波後方散乱計とドップラー反射
計のそれぞれに計測システム開発を行った。ミリ波散乱計の新たなシステムは、図 2.8 (c)
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図 2.6 LHDにおける NBIのレイアウト。文献 [51]より引用。

に示すように、90度方向の後方散乱波の受信を可能にした。ドップラー反射計の新たな
システムは、図 2.8 (a)に示すように、トロイダル方向に離れた 9-Oポートに導入され、
3-Oポートのドップラー反射計と同じプローブ周波数を使って、同じアンテナ角でプロー
ブビームを送信することでトロイダル相関の計測を可能にした。
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図 2.7 LHDにおける ECHの入射視線とアンテナレイアウト。文献 [52] より引用。

図 2.8 (a) LHD プラズマと概略的なミリ波後方散乱計 (BS) 及びドップラー反射計
(DBS)の視線の上面図。New DBS は本研究で開発した新たなドップラー反射計の視
線を示す。(b) 3-Oポートにおけるドップラー反射計の入射ビームの軌道 (赤) と受信
する散乱波の軌道 (紫)。(c) 3-Oポートにおけるミリ波後方散乱計 (BS)の入射ビーム
の軌道 (水色) と受信する散乱波の軌道 (紫) 。New BS antenna で受信する散乱角 90

度方向の視線は本研究で新たに導入した。
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2.2.6 プラズマの平衡パラメータの計測手法
本研究では磁場配位を維持し、プラズマの温度及び密度をスキャンする手法を取るた

め、熱力学的な平衡パラメータの測定が重要となる。本節では、熱力学的なパラメータと
してプラズマの蓄積エネルギーWp、電子密度 ne、電子温度 Te 及びイオン温度 Ti を測定
する手法として、反磁性ループ、遠赤外線干渉計、トムソン散乱計測、電子サイクロトロ
ン放射ラジオメータ及び荷電交換分光計測について説明する。また、荷電交換分光計測で
はプラズマの E× Bフロー速度 vE×B も測定することができる。

反磁性ループ [53, 54]

磁気プローブは一般的に、コイルもしくはループ状の導線を用いる。ファラデーの電磁
誘導の法則では、磁束の時間変化率がループ両端に発生する誘導起電力と釣り合う。した
がって、ループ両端に RC 回路のような積分回路を接続することで、その出力電圧から
ループを貫く磁束の変化量∆Φを測定することができる。反磁性ループでは、プラズマの
トロイダル断面を取り囲むように導線のループを配置するため、トロイダル方向の磁場の
変化によって磁束が変化する。プラズマがMHD平衡にあれば、∇P = ȷ⃗× B⃗ からプラズ
マ圧力の変化に伴って磁場が変化する。ここで、P、ȷ⃗及び B⃗ はプラズマ圧力、プラズマ
電流及び磁場である。これを利用して、磁束変化からプラズマ圧力の変化を測定するのが
反磁性ループの原理である。プラズマの反磁性を利用していることから、反磁性ループと
呼ばれている。トロイダル方向への磁場変化が磁力線方向へは小さく ((B⃗ · ∇)B⃗ ≃ 0)か
つプラズマ圧力が磁気圧力に比べて小さい (P ≪ B2/2µ0)とすれば、式 2.16で表される
ように磁束変化と平均圧力 P̄ が比例する。

∆Φ =
µ0πrp
B

P̄ (2.16)

ここで、rp はプラズマ半径を表す。プラズマ蓄積エネルギーWp は式 2.17に示すように
平均圧力の体積積分に相当するため反磁性ループによってWp を測定することができる。

Wp =

∫
Vp

pdV = P̄ Vp = P̄2π2Raxrp (2.17)

ここで、Vp はプラズマの体積を表す。

遠赤外線 (FIR)干渉計 [54–56]

LHDではコアプラズマの線平均電子密度 n̄e の測定を目的として、ミリ波干渉計、遠赤
外線 (FIR)干渉計及び CO2 干渉計の波長の異なる 3種類の干渉計が、対象とする密度領
域によって使い分けられている。本研究では、対象とする n̄e = 1× 1019 − 4× 1019 m−3
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の密度領域を測定可能な FIR 干渉計を用いた。FIR 干渉計では LHD の縦長断面を鉛直
方向に貫く FIRビームを発振する 13 chのレーザー (8.5-U/L ポート)が、≈ 90mm の
間隔でトロイダル断面を覆うように配置されているため、プラズマ全体の密度の時間変化
の傾向を把握するために頻繁に用いられている。
干渉計では、密度測定時に外部磁場による影響を受けないようにプローブビーム
を O モードで入射する。O モード入射されたプラズマ内を伝搬する電磁波の屈折率
NO = c/λf (c: 真空中の光速、λ: 電磁波の波長、f : 電磁波の周波数)は式 2.18で表さ
れるように電子密度 ne によって変化する。

NO =

√
1− fpe

2

f2
=

√
1− ne

ncutoff
(2.18)

ここで、ncutoff = 4π2ϵ0mef
2/e2 は周波数 f の電磁波に対するカットオフ密度を表す。

プラズマ内を伝搬する FIRビームの波数が変化するため、プラズマ入射前に分岐して導
波管中を伝搬した電磁波との位相差 ϕが変化する。式 2.19で表されるこの位相差を測定
することによって、プローブビームの視線 l上の電子密度の積分値を測定するのが干渉計
の原理である。

ϕ =
2π

λ

∫
(1−NO)dl = reλ

∫
nedl (2.19)

原理的に位相測定であることから急な密度の変動によって 2π を超える位相変化がサンプ
リング間隔内で発生するとフリンジジャンプと呼ばれる測定誤差が発生し、正確な密度測
定が行えなくなる。LHD に導入されている FIR 干渉計では、CH3OHを媒質とする波長
119 µmの FIRビームを用いており、1フリンジ (2π)が 1.87 × 1019 m−2 かつ時間分解
能は 10 µs である。中心視線のプラズマ中の光路長が 1.86m であることから、線平均密
度で 1× 1019 m−3 が 1 フリンジに相当する。これによって、対象とする n̄e ∼ 1019m−3

の測定が可能になる。また、密度のフィードバック制御における制御量としても FIR干
渉計信号を用いた。

トムソン散乱計測 [1, 54,57,58]

トムソン散乱計測は、電子温度 Te 及び電子密度 ne またその積である電子圧力 pe =

eTene の分布を測定するために多くの磁場閉じ込め高温プラズマにおいて用いられている
計測システムである。
散乱パラメータ αsc = kλD ≪ 1 (k: 電磁波の波数、λD =

√
ϵ0Te/ene: デバイ長) で

ある場合に電子の運動が無相関的であり協同散乱が無視できる。このとき散乱波は電子そ
れぞれからの散乱波の独立な重ね合わせ (非協同散乱) であると仮定することができる。
YAG レーザー光の波長は ∼ 1000 nm であり波数は k = 2π/λ ∼ 1 µm−1、デバイ長は
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Te = 3keV及び ne = 2× 1019 m−3 のとき、∼ 100 µmであるためこの条件を満たす。ブ
ラグ条件 k⃗ = k⃗sc − k⃗in で定まる向きの波数の電子密度揺動を実質的には観測しているた
め、トムソン散乱計測において受信する散乱波の周波数 fsc は k⃗ 方向の電子の運動によっ
てドップラーシフトを受け、fsc = fin + k⃗ · v⃗e/2π のように表される。散乱体積内の電子
が熱力学的平衡状態にあると仮定すると、観測波数の向きの 1次元の速度分布関数は、観
測波数ベクトルに対して垂直な方向への速度 v⊥ に対するマクスウェル・ボルツマン分布
の 2次元の積分によって求められるため、式 2.20のように表される。

fk(vk) =

∫
f(v⊥, vk)d

2v⊥ = ne

√
me

2πeTe
exp

(
−mevk

2

2eTe

)
(2.20)

したがって、観測した信号の周波数スペクトルをこの分布でフィッティングすることに
よって電子温度を測定することができ、また、この周波数スペクトルの積分によって電子
密度を測定することができる。しかしながら、実際のところ温度 ∼ 1 keV の熱速度に対
応する周波数は ∼ 10THzであり、この分解能の信号を測定してフーリエ変換することは
困難である。そこで、ポリクロメータを用いて通過帯域の異なるフィルタを通った信号の
強度を測定することで速度分布関数の区分された領域の積分値を測定し、元の速度分布関
数を復元する手法を取る。また、電子密度は速度分布関数の積分値から求めるが、信号強
度には絶対値較正が必要なため、レイリー散乱を利用した手法によって電子密度の較正を
行っている。
LHDにおいては、横長断面 (4-O/I ポート)で 144 の空間点を観測している。システ

ムは、4 つの YAG (イットリウム・アルミニウム・ガーネット) レーザー、集光光学系、
144の光ファイバー及び 144のポリクロメータから構成される。ポリクロメータはトムソ
ン散乱計測用に 5つの波長チャンネルを持ち、さらにレイリー散乱を利用した絶対密度較
正用にレイリー散乱波長チャンネルも持つ。時間分解能は 30Hz もしくは 60Hz で運用
した。測定可能な Te 領域は 5 - 20 000 eV、ne 領域は ≳ 1018m−3 である。空間分解能は
散乱角によって異なり、トーラス外側から内側に向けて散乱角が 161 - 171◦ の範囲で変化
する間、空間分解能は 11.6 - 25.4mmとなる。電子温度及び電子密度の値とそれらの勾配
は、トムソン散乱で測定された温度及び密度分布に対して、14次多項式及び 10次多項式
による線形最小二乗フィッティングを行うことで求めた。

電子サイクロトロン放射 (ECE)ラジオメータ [54, 59,60]

磁場閉じ込めプラズマ中の電子は、自身の運動と磁場により発生するローレンツ力に
よって磁場に巻き付くようにらせん運動する。これをサイクロトロン運動と呼び、その周
波数は電子サイクロトロン周波数 Ωc,e = eB/me であり、磁場強度によって一意に定ま
る。この運動の加速度によって電子サイクロトロン周波数の電磁波が放射され、これを
電子サイクロトロン放射 (ECE)と呼ぶ。磁場強度によって周波数が一意に定まることか
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ら、観測視線上で磁場強度が単調に変化する場合、周波数を分解することで局所的な電子
温度測定が可能である。ある単位角周波数・単位面積・単位立体角当たりの、周波数 f の
ECE の放射強度 IEC の光線軌道上での強度変化は、レイリー・ジーンズ近似された黒体
放射強度を用いて、式 2.21のように表される。

IEC =
f2eTe

2πc2
(1− e−τopt) (2.21)

ここで、τopt はプラズマの光学的厚さを表しており、光線視線上の吸収率の積分であ
る。τopt ≪ 1 のとき、放射光の再吸収効果が無視できるためプラズマは光学的に薄く、
τopt ≫ 1 のとき放射強度が電子温度に比例し、プラズマは光学的に厚い。これを利用し
て、光学的厚さが十分厚いとき、周波数ごとにフィルタされた ECE の強度を検出するこ
とで電子温度を計測する計測システムを、ECE ラジオメータと呼ぶ。
LHD では 8-O ポートの横長断面での赤道面上の視線において ECE ラジオメータを導
入している。LHD の標準的な強磁場条件の中心磁場は ∼ 2.75T、中磁場条件の中心磁場
は ∼ 1.5Tであり、対応する電子サイクロトロン周波数は、77GHz及び 42GHzである。
そこで、強磁場条件で主として 2次高調波の Xモードでの運転を行う 106 - 156GHzのシ
ステム、中磁場条件で主として 2次高調波の Xモードでの運転を目的とした 53 - 84GHz

のシステム及び周辺領域の測定を目的としたその中間周波数のシステムの 3つのシステム
が備わっている。また、ECH による損傷からシステムを保護するために 77GHz周辺の
ノッチフィルタを導入している。

荷電交換分光計測 (CXS) [61,62]

荷電交換分光計測 (CXS)は、イオンの温度及びポロイダル・トロイダル速度と、不純
物 (炭素もしくはヘリウム) 密度の径方向分布を、NBI と不純物との間の荷電交換を利
用して測定する手法である。NBI で中性の水素を入射した際に起こる荷電交換 C6+ +

H −−→ C5+ +H+ で、C5+ の電子が脱励起する過程の発光線 CVI (529.05 nm)を観測す
る。CVIのドップラーシフト、ドップラー広がり及び線強度から C6+ の速度、温度及び
不純物密度を測定することができる。不純物イオン C6+ とバルクの水素イオンが熱平衡
状態にあると仮定すれば、バルクの水素イオン温度を推定することが可能である。LHD

に導入されている CXS では、トロイダル方向及びポロイダル方向の速度を測定するため
の光学システムが備わっている。トロイダル方向用の光ファイバーは 7-T、6-O及び 9-O

ポートに、ポロイダル方向用の光ファイバーは 7-T、6-O、5-O (BL4を用いる)及び 9-O

ポート (BL5を用いる)に導入されている。プラズマのポロイダルフロー速度 vpol 及びト
ロイダルフロー速度 vtor の測定により、式 2.22を用いて径電場 Er 及び E× Bフロー速
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度 vE×B を測定することが可能である。

Er =
1

eZimpnimp
∇rpimp − (vpolBtor − vtorBpol) (2.22)

ここで、Zimp、nimp 及び pimp はそれぞれ荷電交換する不純物の電荷、密度及び圧力を表
し、Btor 及び Bpol はトロイダル磁場及びポロイダル磁場を表す。CCD (電荷結合素子)

カメラによる可視光分光によって各チャンネルの信号を測定し、ドップラーシフト、ドッ
プラー広がり及び線強度を測定する。プラズマ周辺部における完全電離イオンと熱中性粒
子間の荷電交換に起因する背景放射を差し引くため、NBIには ON/OFF 変調が必要で
ある。典型的には 10Hz で ON時間 80ms、OFF時間 20msのオペレーションが行われ
る。本研究でも第 3.2節、第 3.3節及び第 3.4節において同様のオペレーションを行った。
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2.3 シミュレーション手法
実験結果で得られた乱流の特性から背景の物理機構を考察するために GKV コー
ド [63, 64] によるジャイロ運動論ブラゾフシミュレーションを行った。GKV コードは、
次のジャイロ運動論オーダリング (式 2.23)に基づいたジャイロ運動論方程式を解き、速
度分布関数を平衡成分と揺動成分に分離した (F = F + f̃)、δf 運動論に従う [65]。

f̃

F
∼ ϕ̃

T
∼ B̃

B
∼

k∥

k⊥
∼ ω

Ωc
≡ δ ≪ 1 (2.23)

また、以下の前提が考慮されている。

• 平衡及び揺動のスケール長を分離し (|∇⃗F |/F ≪ |∇f̃ |/|f̃ |)、新古典的な物理を乱
流の動力学と分離すると共にフルート型の揺動を取り扱う。

• 低 β 値により圧縮性の磁気音波 B̃∥ 及び β に関する高次補正項を無視する。ただ
し、磁場のシアアルヴェン力学 Ã∥ は考慮する。

• 平衡流は小さく、veq ≪ vth である。
• 平衡速度分布関数は局所的なマクスウェル分布であるとする (F = FM =

n( m
2πT )

3
2 e−

mv∥
2

2T −µB
T )。

• 平衡磁場はMHD平衡 (∇⃗p = J⃗ × B⃗) を満たす。

これらの前提から、δf 運動論においてブラゾフ・ポアソン・アンペール方程式はそれぞ
れ式 2.24、式 2.25及び式 2.26のように導かれる。

∂f̃σ
∂t

+

(
v∥

B⃗ +
˜⃗
B⊥

B
+ ˜⃗vE×B + v⃗∇⃗B,σ + v⃗κ⃗,σ

)
· ∇⃗
(
f̃σ +

FM,σ

Tσ
J0,σϕ̃

)

−
µ∇∥B

mσ

∂

∂v∥

(
f̃σ +

FM,σ

Tσ
J0,σϕ̃

)
+

FM,σ

Tσ

[
v∥

∂J0,σÃ∥

∂t
− v⃗∗σ · ∇⃗J0,σ

(
ϕ̃− v∥Ã∥

)]
= Cσ

(2.24)[
∇2

⊥ − 1

ϵ0

∑
σ

Zσenσ

Tσ
(1− Γ0,σ)

]
ϕ̃ = − 1

ϵ0

∑
s

Zσe

∫
dv3J0,σ f̃σ (2.25)

∇2
⊥Ã∥ = −µ0

∑
s

Zσe

∫
dv3J0,σv∥f̃σ (2.26)

ここでは、ジャイロ位相平均演算子 J0,σ =
∮
(dξ/2π)eρ⃗σ·∇ =

∮
(dξ/2π)e−ρ⃗σ·∇ 及び

Γ0,σ =
∫
dv3(FM,σ/nσ)J

2
0,σ によって、場の揺動の影響のジャイロ運動に伴う平均化が
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表されている。ρ⃗σ =
ˆ⃗
b×mσ v⃗/(ZσeB)はジャイロ半径ベクトルを表す。電場、磁場及び

E× Bドリフト速度の揺動は、 ˜⃗
E = −∇(J0,σϕ̃) −

ˆ⃗
b ∂Ã∥

/
∂t、 ˜⃗

B⊥ = ∇(J0,σÃ∥) ×
ˆ⃗
b及

び ˜⃗vE×B =
ˆ⃗
b×∇(J0,σϕ̃)で表される。v⃗∇⃗B,σ 及び v⃗κ⃗,σ は第 2.1節ですでに与えた通りで

ある。また、反磁性ドリフト速度は v⃗∗σ = Tσ/(ZσB)
ˆ⃗
b × ∇ lnFM,σ =

ˆ⃗
b × [Tσ∇ lnnσ +

(mσv∥
2/2 + µB − 3Tσ/2)∇ lnTσ]/(ZσB) で表される。Cσ は線形化された粒子種 s の

衝突項を表しており、本研究では Lenard-Bernstein 衝突項を用いた。ブラゾフ方程式
(式 2.24)における非線形項は特に f̃ の、E× B及び v∥

˜⃗
B⊥/B 移流項及び平衡分布 F の

˜⃗
E · ˜⃗

B⊥ 加速項から発生する。本研究においては線形計算のみを行ったため、これらの非
線形項は無視した。
線形計算では、ポテンシャル揺動 ϕ̃の時間発展の成長率及び実周波数の波数スペクトル

(ωr(kx, ky)及び γ(kx, ky))を出力する。ここで kx は磁気面法線ベクトル方向の波数、ky
は磁束面法線ベクトル及び磁力線双方に垂直な方向の波数を表す。本研究では、ドリフト
波不安定性について議論するため kx = 0における成長率及び実周波数の波数スペクトル
(ωr(ky)及び γ(ky))を用いた。位相速度は vphase = ωr/ky で求めた。vphase の正の方向
は電子反磁性方向を示す。
低 β 値のプラズマを前提にしていることから、シャフラノフシフトなどによる平衡磁

場配位の変化は小さいと仮定して、真空磁場配位におけるシミュレーションを行った。真
空磁場配位データは、LHDにおける基本的な磁場配位の特性パラメータ磁気軸位置 Rax、
中心磁場強度 Bax、コイルピッチパラメータ γ 及び四重極磁場成分 Bq から VMECコー
ドによって作成したデータを GKVコードの座標系に変換して用いた。GKVコードによ
る線形計算では、計算する粒子種 σ それぞれに対して、温度 Tσ、密度 nσ、温度の規格化
逆スケール長 Rax/LTσ 及び密度の規格化逆スケール長 Rax/Lnσ をインプットとして与
える必要がある。実験はほとんどピュアな軽水素プラズマもしくは重水素プラズマで行っ
たため、粒子種は σ = (e, i)の 2種類とした。このとき、イオン密度 ni 及びその規格化
逆スケール長 Rax/Lni

は実験で測定することが困難なため、平衡成分に対する準中性条
件∑σ ̸=e nσZσ/ne = 1 を仮定して、ne = Zini 及び Rax/Lni = Rax/Lne とした。GKV

コードのインプットとして与える β 値は β = µ0neTi/B
2
ax で求めた。また、対象とする

磁気面の規格化された径方向座標として reff/a99 を与える。reff 及び a99 はそれぞれ、実
効小半径及びプラズマ蓄積エネルギーの 99%が内包される磁気面の位置の実効小半径に
相当し、reff/a99 は規格化された実効小半径を示す。
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2.4 計測システム開発
本節では、電子スケール乱流の特性とマルチスケール乱流間相互作用の研究のために本
研究で行ってきた計測システムの開発について述べる。第 2.4.1節では、ミリ波後方散乱
計における正確な電子スケール乱流強度の推定のための背景ノイズ推定手法の開発につい
て述べる。第 2.4.2節では、マルチスケール乱流間相互作用が起こる際に重要な指標とな
りうる電子スケール乱流の非等方性の観測を可能にするための計測システム開発について
述べる。最後に、第 2.4.3節では、空間多点同時測定のためのドップラー反射計の多チャ
ンネル化に向けた開発について述べる。

2.4.1 ミリ波後方散乱計の背景ノイズ推定手法の開発
第 2.2.1節で説明したように、ミリ波後方散乱計は局所的な電子スケール乱流を観測す
るために有用な計測システムである。しかしながら、ミリ波後方散乱計が利用する周波数
帯域は、電子サイクロトロン放射 (ECE) の周波数帯域と近いため、ミリ波後方散乱計の
信号には無視できない強度の背景ノイズが含まれる。ここで、ミリ波後方散乱計で測定す
る信号強度を IBS、背景ノイズを nBS とする。観測する電子密度揺動からの散乱波強度に
比例する信号強度 (乱流強度)を Iturb と表現すると、IBS = Iturb + nBS と表される。し
たがって、Iturb の推定には nBS を推定し、その成分を差し引く必要がある。
背景ノイズの測定のため、 LHD のミリ波後方散乱計では間欠的にプローブビームを止
める運転を行っている。これによって Iturb = 0とすることで、IBS = nBS となるため、
背景ノイズの測定が可能である。図 2.9は、背景ノイズを超えた強度の電子スケール乱流
の周波数スペクトルを実際に測定していることを示している。しかしながら、プローブ
ビームを入射している時間の背景ノイズを推定する手法は現在確立されていない。そこで
本研究では、背景ノイズは、熱ノイズなどに伴う定常的なノイズと ECE 強度に比例する
ノイズが支配的であると考えて、連続的に測定された ECE ラジオメータの信号から、プ
ローブビームを入射している時間のミリ波後方散乱計の背景ノイズ nBS を推定する手法
を開発し、検証した。本節では、その推定手法と実際の実験で得られた信号による検証結
果について報告する。
プローブビームを止めた時間の IBS を特に IBS,off、その時刻を tBS,off と表記する。

Iturb を推定するためには、プローブビームを入射している時間の nBS を推定する必要が
ある。nBS は、ECEによるノイズ nEC とミリ波後方散乱計の回路上で発生する熱ノイズ
などの定常ノイズ nth から構成されると仮定する。すなわち、nBS(t) = nEC(t) + nth と
仮定する。nEC を、ECE ラジオメータ [60]から得られた ECE 強度 IEC を用いて比例
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関係 n̂EC(t) = α̂IEC(t) によって推定する。ここで、α̂ は IEC から nEC への較正係数
の推定値である。したがって、nBS の推定値 n̂BS は、n̂BS(t) = α̂IEC(t) + n̂th によって
推定できる。電子温度揺動 T̃e の IBS への寄与については、Iturb と nEC が同程度のオー
ダーであり、|T̃e|が通常、平衡電子温度 Te の数 %程度であることから合理的に無視する
ことができる。
したがって、IBS は式 2.27で記述される。ECE ラジオメータの信号強度 Iradio は、式

2.28 に示すように計測システムの回路由来の定常ノイズ Ioffset によってオフセットされ
るため、それを補正した IEC を用いる。Ioffset は、プラズマ発生前の Iradio の平均値から
求める。

IBS(t) = Îturb(t) + n̂BS(t)

= Îturb(t) + α̂IEC(t) + n̂th

= Îturb(t) + α̂IEC(t) + n̂th (2.27)

IEC(t) = Iradio(t)− Ioffset (2.28)

プローブビームを止めると、Iturb = 0 となるため、式 2.27 から IBS,off =

α̂IEC(tBS,off) + n̂th となる。したがって、解析時間内の IBS,off と IEC(tBS,off) との間の
線形回帰により α̂及び n̂th を推定することで n̂BS を求める。
IBS,off を測定するため、本検証実験では 100ms ごとに 2ms 間プローブビームをオフ

にした。標準磁場配位 (Rax = 3.6m、Bax = 2.75T)での LHD実験から、前述の背景ノ
イズ推定手法を検証した。図 2.10 (a) は、対象とした実験の加熱パターンを示す。3.3 s

に ECH でプラズマを生成し、その後 ECH と NBI の両方によって加熱した。4.2 sから
ECH パワーをスキャンして、ECE 強度を変化させた。ここで、 IEC には 86.5GHz の
チャンネルを選択した。これはミリ波後方散乱計のプローブ周波数である 90GHz に最
も近い周波数チャンネルである。両システムとも Oモードで運転している。ミリ波後方
散乱計ではジャイロトロンノイズの低減のためにノッチフィルタを導入している。このよ
うな加熱の結果測定された IEC は ECH パワー及び NBI 加熱パワーの変化に応じて変動
した。図 2.10 (b) には、この放電においてミリ波後方散乱計で測定された信号強度及び
各種の推定値を示す。ここでは、IBS は fc=150 kHzのハイパスフィルタでカットオフさ
れたミリ波後方散乱計の揺動信号の包絡線と定義している。IBS,off は IBS とは異なる傾
向で変化しており、独立した背景ノイズが測定されていることが分かる。一方で、IBS,off

は IEC とよく似た傾向で変化しており、同一の信号源からの信号を観測していると考え
られる。≈ 90GHzの ECEが放射される領域は reff/a99 ≈ 1であり、この領域の光学的
厚さは 0.03と 1未満であるため、光学的に薄い。したがって、ミリ波後方散乱計の背景
ノイズ及び ECE ラジオメータはどちらも、reff/a99 ≈ 1の周辺部で発生してプラズマに
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図 2.9 ミリ波後方散乱計で測定された、プローブビームを入射した時間の周波数パ
ワースペクトル密度 (青実線)とプローブビームを止めた時間の周波数パワースペクト
ル密度 (赤破線)。

再吸収されずに真空容器内で反射を繰り返した ECE を観測していると考えられる。プラ
ズマが生成される前の時間では、IBS,off 及び IEC から推定された背景ノイズ n̂BS、推定
された定常ノイズ n̂th とが一致しており、この手法によってプラズマに依らない回路由来
のノイズ成分も同時に推定されたことが分かる。その結果、IEC から推定された背景ノイ
ズ n̂BS と IBS,off が全時間を通して非常によく一致した。図 2.11 のように散布図で示し
ても、推定された n̂BS(tBS,off) と測定された背景ノイズである IBS,off とが非常によく一
致し、相関係数は 0.99と極めて高い。以上より、ECE ラジオメータの信号を用いること
で、n̂BS の正確な推定及び IBS − n̂BS から求められる Îturb の正確な推定に成功した。本
手法により、ミリ波後方散乱計を用いた、より正確な電子スケール乱流強度 Iturb の測定
が可能となった。本節の内容は、文献 [66]にて発表した。
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図 2.10 (a) ECH パワー (緑実線)、 NBI 加熱パワー (グレー破線) 及び ECE ラジ
オメータで測定された ECE 強度 IEC (赤実線)の時間変化を示す。(b)プローブビー
ムが入射された時間の散乱信号強度 IBS (青実線)、プローブビームが止められた時間
の散乱信号強度 IBS,off (青三角点)、 ECE 強度から推定された連続な背景ノイズ n̂BS

(赤実線)、n̂BS の内の定常成分 n̂th (グレー破線)及び IBS と n̂BS の差から推定された
乱流強度 Îturb (紫実線) のそれぞれの時間変化。
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図 2.11 tBS,off において実測された IBS,off と、推定された n̂BS(tBS,off)との間の相関
図。赤線は回帰直線を表しており、相関係数 R = 0.99である。
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2.4.2 電子スケール乱流の非等方性検証を目的とした
ミリ波後方散乱計の開発

背景と目的
電子スケール乱流の非等方性は、マルチスケール乱流間相互作用の過程において重要
な特性である。例えば、電子・イオンスケールの両方を含むマルチスケールでの非線形シ
ミュレーションによって、ITG乱流の駆動する乱流渦が、ETG乱流をせん断して抑制す
る相互作用が報告されている [67]。このせん断によって電子スケール乱流の非等方性に変
化が生まれると予想され、このような非等方性を検証することでマルチスケール乱流間
相互作用を検証できる可能性がある。しかし、従来的にミリ波後方散乱計では、観測し
ている乱流は十分に発達すればポロイダル方向と径方向に等方的になると仮定しており、
非等方性の検証は行われてこなかった。LHDにおいてはこれまで、横長断面上を赤道面
に沿って入射しているプローブビームに対して ≈ 160◦ 方向の後方散乱波を利用してきた
が、この視線は径方向成分が支配的であり、ポロイダル方向の成分を多く含む揺動を径方
向の波数を持つ乱流と同じ位置で観測する設備は整っていなかった。そこで、ミクロス
ケール乱流の非等方性検証を目指して、新たに 90度方向の散乱波を受信できるようにア
ンテナと集光ミラーを新規に設計及び製作し、導入した。

集光ミラーの設計
90度方向の散乱波を伝送する導波管には電子密度分布測定用マイクロ波反射計 [68]に
過去に用いていた導波管を利用した。この導波管は LHDプラズマの横長断面上部にマイ
クロ波を伝送するようなレイアウトになっていた (図 2.8 (c))。しかし、導波管の先端に
取り付けられたミラーが平板ミラーであったため、そのままでは観測位置が適当でなく、
空間分解能が低いことが課題であった。そこで、任意の集光位置に集光するための軸外し
放物面ミラーを設計・製作し、置き換えることで 90度方向の散乱波の受信を狙った。
設計した集光ミラーのトロイダル断面図及びその光線軌道を図 2.12に示す。多くの局
所的な乱流のシミュレーション研究では径方向位置 reff/a99 ∼ 0.5を参照していることが
多いため、̄ne = 2×1019 m−3の下で、Rax = 3.55mで reff/a99 ≈ 0.5またはRax = 3.6m

で reff/a99 ≈ 0.6を観測できるように、ターゲットを R = 4.0m とした。これまでの 160

度散乱では kpol/kr ≈ 0.2 であったところ、90 度散乱では新たに kpol/kr ≈ 1 の方向の
波数の揺動を観測することが可能になる。集光位置が R = 4.0m (z = 0m) かつ、すで
に取り付けられている平板ミラーを置き換えることを条件にして、図 2.12 (a) の紫点線
に示すような放物面を計算した。これにより、幾何光学的な計算によって求められた光線
軌道 (青線)に示すように、R = 4.0mへ集光されていることが確認できる。加えて、図
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2.12 (b) の拡大図より、接続部品 (赤線)に触れずに導波管内径を通る光線を全て活かし
た設計ができていることも確認した。

集光ミラーのテスト
核融合科学研究所の工作室のマシニングセンタによって鏡面を切削し、図 2.13に示す

ような放物面ミラーを製造した。集光ミラーの性能試験を図 2.14に示すテストベンチで
行った。赤破線はレイアウトに使用したレーザ墨出し器の光線を示しており、赤破線と R

軸の交点が設計上の集光位置になるように、実際の LHD内のトロイダル断面を模擬して
レイアウトした。実際に使用するプローブ周波数と同じ 90GHzのミリ波を発振器で生成
して導波管に入射した。集光ミラーでミリ波ビームを反射させ、R軸に沿って受信アンテ
ナを動かすことで強度をスキャンすることで、目的の集光位置に集光されているか及び空
間分解能が改善しているかを検証した。
径方向の観測点を増やす目的で R = 3.75m及び R = 3.9mを指向する集光ミラーも設

計・製造した。合わせて 3枚の集光ミラーと平板ミラーで試験を行い、測定した強度分布
を図 2.15 に示す。集光幅の比較のためにどの分布にもガウスフィットをかけて中心が 0

になるように座標を変換し、縦軸は最大値が 1になるように信号強度を規格化してプロッ
トした。ここで、緑で示した R = 4.0m を指向するミラーに干渉パターンができている
が、測定するのは散乱波強度の空間分布の積分値であるため、このような成分はキャンセ
ルされて無視できる。黒で示した平板ミラーに比べて赤・青・緑で示した集光ミラーの分
布の幅が狭くなっており、集光されて空間分解能が改善していることが分かった。半値全
幅は平板ミラーで 102 mm、R = 3.9m を指向するミラーで 84 mm、R = 3.75m を指
向するミラーで 86 mm、R = 4.0m を指向するミラーで 69 mm であったため、最大で
68% まで半値全幅を絞って空間分解能を向上させることに成功した。規格化小半径に換
算すると、集光位置によって大半径 R と規格化小半径 reff/a99 の対応関係が異なるもの
のRax = 3.6m、n̄e ≈ 2×1019 m−3のプラズマで reff/a99 = 0.5を観測する場合、規格化
小半径の分解能 ∆reff/a99 = 0.07から ∆reff/a99 = 0.05に改善した。集光面積に換算す
ると最大で 50%まで低減させることができた。また、集光位置からのズレは R = 3.9m

を指向するミラーで 2 mm、R = 3.75mを指向するミラーで 5 mm、R = 4.0mを指向
するミラーで 0 mmであったため、ビーム幅に比べて十分小さく、正確な位置に集光させ
るミラーを製作することができた。

実験結果
製作したミラーを LHDに導入した。ミリ波後方散乱計による電子スケール乱流強度の
測定結果の例を図 2.16に示す。接線 NBI及び垂直 NBIを入射している間に炭素ペレッ
トを入射して 4.16 s で昇華・電離させたのち、4.2s から垂直 NBI を入射して、高 Ti の
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プラズマを生成した。中心イオン温度 Ti0 が垂直 NBI のパワー増加後から増大し続け、
4.45 sまでの ≈ 0.2 sの間、高 Ti を維持しながらイオン温度が上昇し、5.5 keVへ到達し
た。この条件下で、緑と紫で示した線が、それぞれ 160度方向及び 90度方向のチャンネ
ルで測定した乱流強度である。注意点として、それぞれの乱流強度は、電子密度揺動の
振幅の絶対値ではない。チャンネル間でも受信回路がそれぞれ独立であり強度の相対的
な比較は難しいため、乱流強度の時間変化を比較することで非等方性を議論する。4.16 s

の Cペレットの昇華・電離に伴ってどちらの乱流強度も急激に増大し、その後減衰した。
4.2 s以降、垂直 NBIのパワー増加後からどちらのチャンネルの乱流強度もゆっくりと増
大したが、4.25 s で 160 度方向の乱流強度がピークとなり、その後減衰に転じた。一方
で、90度方向の乱流強度は増大し続けた。したがって、Cペレットを用いた接線 NBIと
垂直 NBIによる高 Ti 放電において、電子スケール乱流に非等方性が現れることが分かっ
た。新しく開発したシステムによって、散乱方向で異なる傾向の乱流強度の変化が得られ
たことから、非等方性の検証が可能な計測システムの開発に成功したことが示された。本
研究で開発されたシステムを用いた研究では、イオンスケール乱流が抑制された際に電子
スケール乱流強度が増加し、このとき異方性が弱まり乱流渦が等方的になる過程が示され
た [69]。イオンスケール乱流によって電子スケール乱流渦がせん断されて抑制される効果
が磁場閉じ込め高温プラズマにおいて観測された初めての結果であり、本研究での計測シ
ステム開発がマルチスケール乱流間相互作用の研究の進展に貢献した事例である。

図 2.12 設計した放物面をトロイダル断面で切断したときの放物線と幾何光線の軌道。
(a) 導波管と集光位置を含めた全体図と (b) 集光ミラー部分の拡大図。紫点線が放物線
全体を示し、紫実線が実際のミラー面を示す。青太線が光線中心の軌道で青細線が導波
管内径で決まる光線端の軌道を示す。赤線は導波管接続部品の一部を表している。横
軸はトーラス中心からの距離 Rで縦軸はトーラス平面を 0とする鉛直座標 z。
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図 2.13 製造した集光ミラー

図 2.14 集光ミラー性能試験のテストベンチ。赤破線が光軸合わせに使用したレーザ
墨出し器の光線である。受信アンテナは、集光面での強度スキャンのために R 軸方向
に動かした。
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図 2.15 R = 3.9mを指向する集光ミラー (赤) 、R = 3.75mを指向する集光ミラー
(青) 及び R = 4.0mを指向する集光ミラー (緑) 及び平板ミラー (黒) の強度分布。
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図 2.16 ミリ波後方散乱計で測定された電子スケール乱流強度の時間変化の例
(#181953) 。接線 NBI (黒線)及び垂直 NBI (赤線)を入射している間に Cペレット
を入射して 4.16 s で昇華・電離させたのち、4.2 s から垂直 NBIのパワーを増加させて
高 Ti のプラズマを生成した。緑線及び紫線がそれぞれ、160度方向の乱流強度、90度
方向の乱流強度の時間変化を表す。青線は中心イオン温度を表す。
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2.4.3 空間多点同時測定のためのドップラー反射計の多チャンネル化に向
けた開発

背景及び目的
核融合科学研究所で過去に稼働していたコンパクトヘリカルシステム (CHS)では重粒
子イオンビームプローブ (HIBP)を用いて低周波ゾーナル流を観測した [70]。このとき、
トロイダル方向に離れ、ポロイダル・径方向には同位置の 2 点で HIBP によってポテン
シャル揺動を観測したところ、低周波 (∼ 1 kHz) の揺動が同じ位相で同期した。その観
測点を含む径方向のポテンシャル分布が波長 2 cmの波形となり、分布全体がトロイダル
2点で同期していたこと、イオン輸送障壁形成とポテンシャル揺動の同期が同じ時間に起
きていたことから、CHSではゾーナル流の存在が確かめられた。しかしながら、中心磁
場の強い大型の磁場閉じ込め高温プラズマでは CHSの例のように複数の証拠から低周波
ゾーナル流の存在が確かめられていない。例えば欧州トーラス共同研究施設 (JET)では、
ドップラー反射計を用いた径電場測定によって電子輸送障壁が形成したところで径電場シ
アーが大きくなり、その構造が少なくとも 600ms維持されていたことから、低周波ゾー
ナル流の形成を確認していた [71]。しかし、トロイダル相関またはポロイダル相関は測定
しておらず、CHS と比べると証拠は少ない。LHD でも、乱流が励起する低周波ゾーナ
ル流を観測するために、イオンスケール乱流の強度、伝搬速度、背景の径電場 Er 及び背
景の E× Bフロー速度 vE×B を測定することができるドップラー反射計を導入している。
そこで、ゾーナル流の特徴の一つであるトロイダル方向に同期したポテンシャルの低周波
揺動を観測するために、今まで 3-Oポートに取り付けられていたドップラー反射計に加え
て、新たに 9-O ポートにドップラー反射計を導入した。9-O ポートのドップラー反射計
では径方向多点での測定のために、既設の周波数コムドップラー反射計を改良したデュア
ルコムドップラー反射計という方式を用いている [72]。周波数コムドップラー反射計は、
複数の高次高調波成分を含む非正弦波のマイクロ波をプローブビームとして入射すること
で、異なる観測位置で揺動信号を同時に測定することができる仕組みのドップラー反射計
である。プラズマに入射する際の周波数は 26 - 40GHzであることから、そのままでは交
流電圧信号としてサンプリングすることが困難であるため、ヘテロダイン検出によって周
波数帯を落としている。3-Oで導入していた周波数コムドップラー反射計では周波数帯域
を下げていたものの、0 - 12GHzの帯域を観測する必要があったため、40GHz のサンプ
リング周波数を持つオシロスコープが必要であった。メモリサイズが 256 MWords/s に
制限されていたことから、放電時間の内一部の時間幅でしか測定できなかった [73]。そこ
で、ミキサに導入する LO信号も周波数コム信号にすることで、IF周波数の帯域が下が
るように開発されたのがデュアルコムドップラー反射計である。これまでの周波数コム
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ドップラー反射計では、LO信号は単一の周波数成分を持つ正弦波信号であったため、IF

周波数の帯域が広くなってしまっていたが、LO信号が複数の周波数成分を持つ場合、そ
の差が小さく抑えられるため、IF周波数の帯域をより低く抑えられる。これによって使
用帯域を < 400MHzに抑えてサンプリング周波数を低減することで、より長時間のデー
タ収集が行えるようになった。また、受信回路上でフィルタバンクによって各成分を分離
して、チャンネル別に IQ検出してデータ収集を行うことで、さらにサンプリング周波数
を低減して時間的に連続したデータ収集が行えるようになった。帯域が抑えられたことか
ら、モノリシックマイクロ波集積回路 (MMIC)を用いて受信信号の処理回路をプリント
基板上に製作できるようになったため、コストを低く、かつサイズを小さくすることが可
能になった [72]。しかし、周波数コム信号は単一の基本波からコム生成器を通して生成さ
れるため、それぞれの成分の強度を調整することが困難である。したがって、チャンネル
間で受信信号と LO信号の強度バランスが異なり、信号対ノイズ比 (S/N比) の悪いチャ
ンネルと良いチャンネルが混在することがこれまでの課題であった。
本研究では、周波数チャンネル間の信号強度バランスの問題で未完成であったデュアル
コムドップラー反射計を改良、一部を開発し、安定して全チャンネルが有効なデュアルコ
ムドップラー反射計を完成させた。本節では、その改良及び開発の内容として、各周波数
チャンネルごとの信号強度調整のための可変ゲインアンプを搭載した受信回路の開発、IQ
信号の歪み改善のための信号処理手法開発、信号強度の長周期変動改善のための信号伝送
手法変更及びアンプの信号強度増幅による S/N比の改善について述べる。また、それぞ
れの LHD実験においてテストを行った結果についても述べる。本節の内容の一部である
可変ゲインアンプを搭載した受信回路の開発及び IQ信号の歪み改善のための信号処理手
法開発は、文献 [74]にて論文化された成果である。

各周波数チャンネルごとの信号強度調整のための可変ゲインアンプを搭載した受信回路の
開発
受信信号レベルと LO 信号レベルのバランスを各周波数チャンネルごとに調整するこ
とができるのは、図 2.17及び図 2.18に示す現在のデュアルコムドップラー反射計の回路
上で、図 2.18に示すフィルタバンクで分離された各回路上の受信 IF信号 (signal)及び
IF-LO信号 (reference)のみである。そこに可変ゲインアンプ (VGA) を導入することで
各チャンネルの signal 及び reference の強度をそれぞれ調整できるようにした。可変ゲ
インアンプは、バイアス電圧 VGAIN を制御することで ≈ 30 dBの幅でゲインを調整でき
る Analog Devices製の ADL5330を用いた。製作した基板回路の入出力特性の試験結果
を図 2.19に示す。図 2.19は可変ゲインアンプのバイアス電圧を変えた際の入出力特性の
変化を示しており、比較のために可変ゲインアンプを導入していなかった以前の受信回路
の入出力特性を黒線で示した。以前の回路では −105 dBm を下回るか −40 dBm を超え
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た信号は線形応答範囲外であった。一方、新しく製作した回路はバイアス電圧を 0.7V に
設定したとき ∼ −30 dBm まで、バイアス電圧を 1.4V に設定した際には −110 dBm 以
下の信号レベルまで線形応答する範囲が広がった。したがって、実際のプラズマからの
signal レベルに合うよう適切にバイアス電圧を設定することで線形応答の範囲を少なくと
も 15 dB 広げることができるようになった。
実際の signal レベルを推定したものを図 2.20に示す。カラーバーの範囲は信号強度の
変化量を示しているため、この放電では 40 dB 以上の幅で信号レベルが変化したことが
分かる。この変化は図 2.20の右図に示した受信回路の入出力特性の線形範囲に収まった。
さらに、入出力特性から、signal レベルの最大値に比べて、許容されるレベルの最大値は
20 dB上にあり、可変ゲインアンプのゲインを調整することで S/N比の改善が期待され
る結果が得られた。
実際に VGA を用いて S/N 比を改善した例を図 2.21 に示す。磁気軸位置 Rax =

3.55m、磁場強度 Bax = 2.7887Tの軽水素プラズマである。ECHと接線 NBIによって
加熱され、電子密度が n̄e = 3.0× 1019 m−3、プラズマ蓄積エネルギーがWp = 850 kJの
時間に着目している。プラズマの状態がほとんど同じ 2つの条件において、VGAのバイ
アス電圧 VGAIN = 1.04V (青線) 及び VGAIN = 0.93V (赤線) としたときの複素周波数
パワースペクトル密度を比較した。|f | ∼ 0 kHzの低周波成分の強度は 2つのケースでほ
とんど等しい一方で、高周波数側の強度は VGAIN = 1.04Vに比べて VGAIN = 0.93Vで
2 dB低下した。その結果、VGAIN = 1.04Vでは |f | < ±200 kHz でスペクトルの広がり
が見えていたが、VGAIN = 0.93V では |f | < ±500 kHzまでスペクトルの広がりが見え
るようになった。VGAを用いた各周波数チャンネルごとのゲインの最適化によって S/N

比を改善することに成功した。

IQ 信号の歪み改善のための信号処理手法開発
新しく製作した基板の IQ検出の特性を調査したところ、出力される同相信号と直交位
相信号の関係に歪みが生じることがあることが分かった。図 2.22 に reference と signal

の周波数差を 1 kHz にした正弦波のテスト信号を新しく製作した基板に導入した際の出
力 IQ信号の例を示す。IQ信号にオフセットが生じ、振幅が同じではないことから、オフ
セットが無く IQ信号間で振幅が等しい理想的な IQ信号は得られなかったことが分かる。
さらに、2つの信号間の時間差は 0.33 msであるから、周期 1 msの信号の位相に直すと、
≈ 120◦ となり、90◦ を理想とする直交位相にはならなかった。
図 2.22で得られた振幅比、位相差及びオフセットを signal の強度でスキャンしたもの
を図 2.23に示す。オレンジで示した実際の signal 強度を含む範囲で、振幅比、位相差及
びオフセットが一定の値を取ることが分かった。すなわち、プラズマからの信号強度に寄
らず、これらのパラメータは一定値をとる。
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振幅比、位相差及びオフセットが信号強度に対して一定値をとることから、これらのパ
ラメータを用いて IQ信号を補正することができると考えて、式 2.29による信号処理手法
を考案した。

VI,corr(t) = VI(t)− Voffset,I

VQ,corr(t)

=
AI/AQ(VQ(t)− Voffset,Q) + VI,corr(t) sin(∆ΦI−Q − 90◦)

cos(∆ΦI−Q − 90◦)

(2.29)

生の I信号及び Q信号の電圧 VI(t)及び VQ(t)を、それぞれの振幅が AI、AQ、オフセッ
トが Voffset,I、Voffset,Q で、IQ信号間の位相差が ∆ΦI−Q の正弦波だと考えて、振幅比が
1、位相差が 90◦ かつオフセットが 0になるように単純な式変形をすることで式 2.29が得
られる。この式では、I信号についてはそのオフセット Voffset,I のみで、Q信号はそのオ
フセット Voffset,Q と IQ信号の振幅比 AI/AQ 及び位相差 ∆ΦI−Q のみで補正することが
できる。図 2.23の結果から位相差、振幅比及びオフセットは一定であることから、強度
が定まらない実際の signal でも式 2.29を問題なく適用できる。
実際にテスト信号から得られた IQ 信号のフェーザ表示と式 2.29 による補正をかけた

IQ信号のフェーザ表示を図 2.24に、それぞれ青線と赤線で示す。青線で示したフェーザ
表示は理想的な IQ信号でないため偏心し傾いた楕円形状となったが、補正された赤線の
フェーザ表示は理想的な IQ信号である真円となったため、式 2.29が正しく働いているこ
とを確認できた。
ここで、IQ信号に歪みが起きた場合の影響をテスト信号を作ることで調査した。生成

したテスト信号の時間変化を図 2.25に、IQ信号のフェーザ表示を図 2.26に示す。周波
数 1 kHzで振幅 1 Vの理想の I信号 (黒) とその位相を 90◦ 遅らせた Q信号 (赤) に対し
て、位相を 30◦ 遅らせた Q信号 (青) 、振幅を 0.5倍した Q信号 (緑) 、−0.2のオフセッ
トを追加した I信号 (紫) 及び 0.2のオフセットを追加した Q信号 (オレンジ) を用意し
た。どの信号にも標準偏差 0.1の正規分布に従うランダムノイズを付与した。図 2.26か
ら、理想的な IQ信号のフェーザ表示は図 2.24の補正した IQ信号のフェーザ表示と同様
に真円に、位相差を変えると傾いた楕円に、振幅比を変えると潰れた楕円に、オフセット
を加えると中心がずれた図形になることが分かる。
このとき、それぞれ生成したテスト信号の複素周波数スペクトルを図 2.27に示す。理

想的な信号は 1000Hz にピーク (理想波と呼ぶことにする) を持ち、それ以外の周波数成
分は ≈ −65 dB のノイズレベルに落ちた。位相差を変えた場合と振幅比を変えた場合は、
理想波はほとんど変化しないものの、−1000Hz に不要な成分 (不要波と呼ぶ) が発生し
た。理想波と正負が反対の位置に発生する不要波は、ドップラーシフトの推定値を誤って
小さく見積もる原因になるため、振幅比と位相差への対策が重要であることが分かった。
一方で、オフセットを加えた場合は 0 Hzに不要波が発生した。0Hz 付近の成分は乱流強
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度及び伝搬速度の計算に用いないノイズ成分として扱うため、オフセットの発生は比較的
影響が小さい。
振幅比と位相差の誤差の影響を見積もるため、理想波に対する不要波の信号強度の比
を、振幅比と位相差でスキャンした結果をそれぞれ図 2.28 と図 2.29 に示した。図 2.28

の横軸はそのまま振幅比を、図 2.29の横軸は、IQ信号の位相差 90◦ からの誤差を表して
いる。図 2.28より、振幅比が 1から離れると急激に不要波成分が大きくなり、0.8を下回
るか 1.25を上回ったところで不要波の理想波に対する比が −20 dBを超え、無視できな
い値となることが分かった。また、その値は理想波の強度に依らないことが分かった。図
2.29でも同様の傾向があり、位相差の誤差が ±10◦ を超えたところで不要波の理想波に対
する比が-20 dBを超えること、その値が理想波の強度に依らないことが分かった。
新しく製造した受信回路基板でドップラーシフトが測定できるかどうか、補正によって
正しいドップラーシフトが推定できるのかどうかを試験した。テストベンチの模式図を図
2.30 に、写真を図 2.31 に示す。プローブビームには、周波数は 15.86 GHz で、そこか
ら求められる信号の波長 λ = 1.89 cm のマイクロ波ビームを用いた。回転ドラムは直径
50 cmで、154 本の羽が外周上に等間隔に並ぶ設計で作成されており、その間隔 a ≈ 1 cm

である。ここで、反射角 θre を用いてモノスタティックに反射波を観測するときのブラグ
条件を記述すると、任意の整数をmとして 2a sin(θre) = mλと記述できるため、m = 1

でこれを解くと、反射角 θre = 69.2◦ と計算された。半径 r = 0.25m の回転ドラムを回転
数 Nrot = 400 rpmで図に示すように回転させるとき、そこから得られるドップラーシフ
トは fd = k⃗re · v/2π = r

λNrot
2π
60 sin θre で推定することができ、fd = 518Hz である。こ

こで、k⃗re は反射波の波数ベクトルを、v⃗ は回転ドラム表面の羽根の速度ベクトルを表す。
テストベンチを使用して測定した反射波の生信号と式 2.29 によって補正した信号か
ら複素周波数スペクトルを求めた。図 2.32 にそれぞれ青線とオレンジ線で示す。500 -

1000Hz の領域にスペクトルの頂点があることから、推定通りにシフトした複素周波数ス
ペクトルが得られた。ここで、生信号と補正信号の複素周波数スペクトルでは正の周波数
成分には変化がないが、負の周波数成分が補正信号では強度が低くなった。テスト信号で
予想された通り、補正によって位相差及び振幅比が改善したことによって実際には存在し
ない周波数成分の強度が低下したためと考えられる。ドップラーシフトがより正しく測定
され、式 2.29による補正が有効であることが分かった。

LHDで測定した信号に対する信号処理の適用
LHDで実際に測定された信号 (#178529の 4.00 - 4.08 s) の複素周波数スペクトルを図

2.33に示す。このプラズマは、磁気軸位置Rax = 3.6mで磁気軸の磁場強度Bax = 2.75T

で垂直 NBI と接線 NBI によって加熱された線平均電子密度 n̄e = 4 × 1019 m−3 のプラ
ズマである。例として、プローブ周波数 33.4GHz のチャンネルで得られたものを用い
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た。式 2.29を用いて補正された信号の周波数スペクトルは負の領域ではほとんど変化が
なかったものの、正の領域で比較的急峻になった。図 2.32と同様、IQ信号の補正によっ
てスペクトルがより正しく推定された結果と考えられる。特に周波数スペクトルの歪みは
重心法 (式 2.13)に影響すると考えられるため、テストとしてドップラーシフトを重心法
によって求めた。推定されたドップラーシフトには明確な変化が得られた。
生信号と補正信号によるドップラーシフトの推定値のプローブ周波数への依存性を図

2.34 に示す。特に 33.4GHz と 34.8GHz のチャンネルで生信号と補正信号によるドッ
プラーシフト推定値の差が大きくなり、29.1GHz と 30.5GHz では有意な差は見られな
かった。補正した場合のドップラーシフトは生信号によって計算されたドップラーシフト
と比較して、33.4GHzのチャンネルでは 16%、34.8GHzのチャンネルでは 25%大きく
なった。
IQ 信号の歪みの原因と補正計算の有効性を議論する。補足として、29.1GHz、

30.5GHz、33.4GHz及び 34.8GHzのチャンネルの信号は最終的に 80MHz、160MHz、
200MHz及び 240MHzにダウンコンバートされる。図 2.35 (a)にチャンネルごとの IQ

信号の振幅比と位相差、 (b)にオフセットを示す。プローブ周波数が増加すると、位相差
の 90◦ からの誤差が増加し、振幅比は 1からあまり変化せず、オフセットは減少した。ま
た、図 2.23 で述べたように、位相差は他と同じく signal の信号レベルに独立であった。
これは、図 2.18に示した IQミキサ部で IQ信号それぞれの光路長が異なっていたためで
あると考える。信号の周波数が増加すると回路上の波長が短くなるため、パス上の光路長
の差がより大きな位相差となるためである。一般に、200MHz 及び 240MHz の帯域で
は波長が ∼ 1m であるため MMIC の大きさでは位相差はほとんど影響しないと考えら
れているが、設計によっては回路長が大きくなることで位相差が影響することを示した。
今後、設計を修正して IQ信号の光路長の差と集積回路全体のサイズも小さくする必要が
ある。

信号強度の長周期変動改善のための信号伝送手法変更
信号強度が長周期に変動することが新しいデュアルコムドップラー反射計で問題となっ

ていた。図 2.36に、LHDに導入されているデュアルコムドップラー反射計のシステム図
を再度示す。図のMixer 2とMixer 3の IF出力信号はそれぞれアンプで増幅され、ロー
パスフィルタを経て光ケーブルから LHD 本体棟の外にある新しく製作した受信回路へ
導入される。図 2.37 に、reference の光ケーブル後の信号強度の長時間測定の結果を示
す。全帯域の信号強度変化は大きくなく、最大値は 954mV、最小値は 819mVで、予め
測定しておいた強度と出力電圧の対応より、10.7 - 9.5 dBm の変化に収まった。一方で、
20MHz の信号強度は非常に大きく変化し、最大値は 280mV、最小値は 6.6mV で、パ
ワーに直すと −2.3 -−22.3 dBmと 20 dBの幅で変動した。測定時間内ではプラズマ及び
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磁場が生成されていないため、この信号強度の変化はシステムを構成する部品の不良に
よって起こったと考えられる。
どの部品が影響しているかを調べるため、図 2.36の ch 1 — ch 7における信号強度を
長時間測定した。結果を図 2.38に示す。光ケーブル前である ch 5及び ch 6でも信号強
度の変動が見られたため、受信回路側ではなくより上流側の部品が問題であることが分
かった。ここで、これらのチャンネルの変動が ch 1、ch 2、ch 7 における信号強度の変動
と同期していたことが分かった。ch 4も信号強度の変動は小さいものの、一部が同期して
いた。一方で、光ケーブルを用いない信号伝送として、SG 1及び SG 2を直接 BNCケー
ブルで LHD本体棟に伝送し、アンプを使って増幅させた信号の信号強度の変化を図 2.38

の ch 8及び ch 9にそれぞれ示す。BNCを経由した信号は光ケーブルとは異なってほと
んど変動しなかった。これらの結果から、問題であった信号強度の変動は SG 1と SG 2

の信号を伝送している光ケーブルにあると考えた。
図 2.38 の考察を踏まえて、信号強度がほとんど変化しなかった BNC ケーブルを用い
て SG 1及び SG 2に伝送するよう手法を変更した。変更後の reference の信号強度の長
時間測定結果を図 2.39に示す。図 2.37と比較して全帯域の強度は依然として信号強度の
変化が小さいが、20MHzの信号強度も非常に強度変化が小さくなった。3.5時間経過し
た点の急激な変化は、SG 2の信号強度を変化したために起こっているのでそれを省くと、
これまでは 10 dB 以上常に変化していたところ 550 - 700mV の変化幅 (8.8 - 10.0 dBm)

の変化幅に収まった。以上のことから、光ケーブルから BNC ケーブルへの部品変更に
よって信号強度の長周期変動を改善することができた。

アンプの信号強度増幅による S/N比の改善
チャンネルごとの信号強度にばらつきがあり、S/N比が悪いチャンネルでは、電子密度
が低い場合や乱流そのものが弱い場合に信号強度が十分でなく、乱流信号の測定ができな
いチャンネルがあることが課題であった。実際のデュアルコムドップラー反射計の各周波
数チャンネルの強度の例を図 2.40に複素周波数スペクトルの形で示す。この放電は、磁
気軸位置 Rax = 3.6 m、磁気軸の磁場強度 Bax = 2.75 T で ECH によって点火したプ
ラズマを、軽水素 5.2 MW の同方向入射の接線 NBI と軽水素 3.6 MW の逆方向入射の
接線 NBIで加熱し、軽水素ガスパフで n̄e = 2.0 × 1019 m−3 にフィードバック制御した
放電である。プラズマ圧力は 3.91 s で Wp = 558 kJ であった。このとき、中心周波数
27.7GHz、29.1GHz、30.5GHz、32.0GHz、33.4GHz及び 34.8GHzのプローブビーム
に対する受信 IQ信号の S/N比はそれぞれ、23 dB、11 dB、13 dB、9 dB、7 dB及び 4 dB

であり、36.9GHz及び 38.3GHzにおいては受信 IQ信号はノイズレベルを超える強度を
持たず、乱流信号の測定ができなかった。ここで、S/N比は図両端の信号強度に対するス
ペクトルの広がりから推定する分布の頂点の信号強度と、図両端の信号レベルとの比で推
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定している。0 kHz のピーク及びそのサイドのピークはミクロスケールの乱流とは無関係
な成分であると考えられるため、考慮から省いた。周波数チャンネル間の S/N比の関係
はショットによって変化せず、27.7GHz、30.5GHz、29.1GHz、32.0GHz、33.4GHz、
34.8GHz、36.9GHz、38.3GHzの順に S/N比が悪化した。
Mixer 3へインプットされる散乱信号及び signal の周波数スペクトルを図 2.41 (a)及

び (b)にそれぞれ示す。信号強度増幅前の周波数スペクトルを見ると、比較的 S/N比が
良い 27.7GHz及び 30.5GHzに対応するチャンネルではMixer 3へインプットされる散
乱信号及び signal の信号強度も高い。また、S/N比が低下する順番に図中のスペクトル
の信号強度も低下していたことから、最終的な S/N比を高めるにはプローブビームの信
号強度を上げる必要があると考えられる。ここで、伝送線路を光ケーブルから BNCケー
ブルに変更した際の減衰量と増幅量の正味ゲインによって、光ケーブル伝送を用いてい
た際よりも信号強度の増幅効果が得られた。信号の減衰なく伝送できる光ケーブルから、
1 kmあたり 500 dB減衰する BNCケーブル 60 mに取り換えたため、信号が ≈ 30 dB

減衰すると考えられる。それを補うために、BNC ケーブル後にゲイン 38 dB のアンプ
(Mini-Circuits 製の ZHL0812HLN)を導入したため、正味ゲインによって信号強度が増
加した。その結果、図 2.41に示した信号強度増幅後の signal の各周波数コム成分の信号
強度は、20MHz及び 60MHzのチャンネルで低下している一方で、その他のチャンネル
では増加し、チャンネル間の強度バランスが改善した。
伝送方法を変更し、アンプを追加した後のデュアルコムドップラー反射計による全 8 ch

の信号強度を図 2.42 に示す。この放電は、図 2.40 に示した#181120 とほとんど同じ条
件であり、磁気軸位置 Rax = 3.6 m、磁気軸の磁場強度 Bax = 2.75 Tで ECHによって
点火したプラズマを、軽水素 6.9 MWの同方向入射の接線 NBIと軽水素 4.1 MWの逆方
向入射の接線 NBIで加熱し、軽水素ガスパフで n̄e = 2.0 × 1019 m−3 にフィードバック
制御した放電である。プラズマ圧力は 3.91 sでWp = 594 kJであった。このとき、中心
周波数 27.7GHz、29.1GHz、30.5GHz、32.0GHz、33.4GHz、34.8GHz、36.9GHz及
び 38.3GHzのプローブビームに対する受信 IQ信号の S/N比はそれぞれ、28 dB以上、
15 dB、25 dB、13 dB、12 dB、9 dB、7 dB及び 4 dBであった。全てのチャンネルで
S/N比が改善すると共に、36.9GHz及び 38.3GHzのチャンネルではこの改良によって
信号を測定することができるようになった。代表として 36.9GHzのチャンネルのケーブ
ル交換・アンプ追加前及び後の周波数スペクトログラムを図 2.43 (a)及び (b)にそれぞれ
示す。改良前はノイズフロアに埋もれて信号が見えなかったが、改良後はスペクトルの広
がりが測定できていること、またそのドップラーシフトが測定できていることが確認でき
た。プローブビームの信号強度を増幅させたことで全周波数チャンネルで S/N比を改善
させることができたため、全てのチャンネルで信号を得ることに成功した。
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実験結果
前述の改良開発によって 9-O ポートへ導入したデュアルコムドップラー反射計による

8 ch の乱流信号の同時測定及び 3-O ポートのドップラー反射計による乱流信号の同時測
定に成功した。達成した LHD 放電の例を図 2.44 に示す。接線 NBI と垂直 NBI の導入
により ITG乱流を励起し、その上で電子温度勾配を制御してイオンスケール乱流の応答
を観測することを目指した実験である。このショットにおいて、代表的にプローブ周波数
36.9GHzのチャンネルの 3-Oポート、9-Oポートで測定した乱流強度とドップラーシフ
トの時間変化をそれぞれ図 2.44 (b) 及び (c) に示す。乱流強度は中心加熱時に増加して
周辺加熱時に低下する傾向があり、3-Oと 9-Oでその変化の傾向は似通っていた。ドップ
ラーシフトは 9-Oと 3-Oで位相が異なるものの、従属的な変化を見せた。図 2.45に 4.35

s における 3-O ポート及び 9-O ポートそれぞれのドップラーシフトから計算した揺動の
伝搬速度をプロットした。参考に CXS で測定した E× B フロー速度 vE×B もプロット
した。36.9GHzのチャンネルは左から 2点目であり、観測位置は reff/a99 = 0.6である。
ドップラー反射計で測定した揺動の伝搬速度と CXSで測定した E× Bフロー速度がほと
んど同じであることから、この条件ではドップラー反射計は径電場による E× Bフロー
速度を測定できていたと考えられる。したがって、3-Oポートと 9-Oポートのドップラー
シフトの位相差の存在から、径電場がトロイダルモード数 n = 0 ではないモードで揺ら
いでいると推察できる。また図 2.45からは、36.9GHz以外の 7つのチャンネルで、9-O

ドップラー反射計による揺動の伝搬速度が測定できており、3-Oドップラー反射計でドッ
プラーシフトを観測できた 3つのチャンネルと比較すると、36.9GHz以外のチャンネル
でもほとんど同じ伝搬速度が得られた。このように、複数のチャンネルでイオンスケール
乱流のトロイダルモード構造を検証できるようになった。また、9-Oポートでは現在導入
している 8 ch全てでドップラーシフトを測定することができたため、図 2.45のそれぞれ
の点の時間変化が得られていることから、電子密度揺動の伝搬速度の揺動のメゾスケール
の分布を得ることができた。reff/a99 = 0.82, 0.91の点ではドップラー反射計から求めた
伝搬速度が 3.5 km/sイオン反磁性方向にずれていたことから、周辺部では ITG乱流が励
起されていたことも推察される。9-Oポートのドップラー反射計の改良開発を行ったこと
で、電子・イオン・メゾ・マクロスケールに乱流信号を同時に測定し、径電場揺動及び電子
密度揺動のトロイダル・径方向構造を検証することができるシステムの構築に成功した。
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図 2.17 デュアルコムドップラー反射計のマイクロ波回路セクションのシステム図。
SG、BPF、LPFはそれぞれ発振器、バンドパスフィルタ、ローパスフィルタを表す。
reference と signal はそれぞれMixer 2とMixer 3からの出力を表す。

図 2.18 新しく製作した受信回路のシステム図。reference 及び signal は図 2.17 上
の reference 及び signal にそれぞれ対応する。受信回路はフィルタバンク (Filter

Bank)、可変ゲインアンプ (VGA)と IQミキサ (IQ Mixer)からなる。Iと Qはそれ
ぞれ同相と直交位相信号を表している。それぞれのバンドパスフィルタ (BPF)の帯域
は中心周波数の ≈ 10%であり、たとえば、中心周波数 80MHz のバンドパスフィルタ
で帯域は 6 MHz である。
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図 2.19 新しく製作した受信回路の入出力特性。青円、ピンク四角、緑ひし型、オレン
ジ逆三角、紫三角はそれぞれバイアス電圧 VGAIN を 0.7、0.9、1.1、1.2、1.4Vに設定
した際の入出力特性である。黒十字はそれまで導入していた、可変ゲインアンプを持た
ない受信回路の入出力特性を表す。
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図 2.20 LHDで測定された実際の散乱信号の例。IQ信号の時間変化 (左上) 、複素周
波数スペクトログラム (左下) と入出力特性 (右) から signal パワーを推定した。青の
実線とオレンジの破線がそれぞれ I 信号と Q 信号に対する入出力特性を表している。
赤矢印と青矢印は signal パワーの最大値と最小値の推定の流れをそれぞれ表している。



56 第 2章 理論と手法

図 2.21 VGA のゲイン調整による信号 S/N 比の改善例。中心周波数 200MHz の
チャンネルで、青線が LO 信号の VGA のバイアス電圧 VGAIN = 1.04 V、赤線が
VGAのバイアス電圧 VGAIN = 0.93 Vの場合の IQ信号をそれぞれ複素周波数スペク
トルの形にしたもの。
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∆ϕI-Q

offsetI
offsetQ

AIAQ

図 2.22 reference と signal の周波数差を 1kHz とした、それぞれ正弦波のテスト信
号を、新しく製作した基板に入力した際の出力 IQ信号の例。青とオレンジの線がそれ
ぞれ I 信号と Q 信号を示しており、AI と AQ がそれぞれ IQ 信号の振幅を、Voffset,I

と Voffset,Q がそれぞれ IQ 信号のオフセットを、∆ΦI−Q が I 信号の Q 信号からの位
相遅れを表す。

signal power （ｄBm） signal power （ｄBm） signal power （ｄBm）
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∆
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Q
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図 2.23 (a) I 信号振幅の Q 信号振幅に対する振幅比 AI/AQ (赤線) 、 (b) I 信号の
Q 信号に対する位相遅れ ∆ΦI−Q (緑線) 及び (c) I 信号のオフセット (紫) と Q 信号
のオフセット (水色) の signal 強度への依存性。ここで、オレンジの範囲は図 2.20で
示した、プローブ周波数 33.4GHzのチャンネルで実際に LHDでの受信 IQ信号強度
の測定から推定された signal パワーの範囲である。
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図 2.24 IQ信号のフェーザ表示。青が生信号で、赤が信号処理 (式 2.29)によって補
正した信号を表す。



2.4 計測システム開発 59

図 2.25 生成したテスト信号の時間変化。周波数 1 kHzで振幅 1 Vの理想の同相信号
(黒) とその位相を 90◦ 遅らせた Q信号 (赤) に対して、Q信号の位相を 30◦ 遅らせた
信号 (青) 、Q信号の振幅を 0.5倍した信号 (緑) 、I信号に −0.2のオフセットを追加
した信号 (紫) 及び Q信号に 0.2のオフセットを追加した信号 (オレンジ) を用意した。
どの信号にも標準偏差 0.1正規分布に従うランダムノイズを付与した。

図 2.26 生成したテスト IQ 信号のフェーザ表示。(a) 理想の IQ 信号 (赤) 、 (b) Q

信号の位相を 30◦ 遅らせた信号 (青) 、 (c) Q信号の振幅を 0.5にした信号 (緑) 、 (d)

I 信号に −0.2 のオフセットを追加した信号 (紫) 及び (e) Q 信号に 0.2 のオフセット
を追加した信号 (オレンジ) 。
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図 2.27 生成したテスト信号の複素周波数スペクトル。理想の IQ 信号 (赤) 、Q 信
号の位相を 30◦ 遅らせた信号 (青) 、Q 信号の振幅を 0.5 にした信号 (緑) 、I 信号に
−0.2のオフセットを追加した信号 (紫) 及び Q信号に 0.2のオフセットを追加した信
号 (オレンジ) 。
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図 2.28 目的の信号 (1 kHz) のピークレベルに対する不要波 (-1 kHz) のピークレベ
ルを振幅比に対してスキャンした結果。振幅 1 Vの場合 (緑) と振幅 3 Vの場合 (オレ
ンジ) を示した。参考として、不要波のない理想的な信号の振幅 1 Vの場合 (赤) と振
幅 3 Vの場合 (紫) を示した。不要波のない理想的な信号において、不要波のレベルは
ノイズレベルに相当する。
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図 2.29 目的の信号 (1 kHz) のピークレベルに対する不要波 (-1 kHz) のピークレベ
ルを位相差の誤差に対してスキャンした結果。振幅 1 V の場合 (青) と振幅 3 V の場
合 (オレンジ) を示した。参考として、不要波のない理想的な信号の振幅 1 V の場合
(赤) と振幅 3 Vの場合 (紫) を示した。不要波のない理想的な信号において、不要波の
レベルはノイズレベルに相当する。

図 2.30 回転ドラムを用いたドップラーシフト測定テストのテストベンチの模式図。
半径 250mm の回転ドラムの中心に対して 500mm 離れ、175mm 高い位置に送受信
のアンテナを設置した。
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図 2.31 回転ドラムを用いたドップラーシフト測定テストのテストベンチの写真。左
の 2 つのアンテナがマイクロ波の送信及び受信を行うアンテナ、右に示した羽根つき
のドラム形状のものが回転ドラム。

図 2.32 回転ドラムを用いたテストで得られた信号の生信号 (青) と補正した信号 (赤)

の複素周波数スペクトルの例。200MHzのチャンネルを例として示す。
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図 2.33 LHDで実際に測定された、ドップラーシフトした周波数スペクトル。生信号
から計算されたものを青で、補正した信号から計算されたものを赤でしめした。LHD

で測定された#178529の 4 - 4.08 sのプローブ周波数 33.4GHzのチャンネルの信号で
ある。
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図 2.34 生信号 (青) と補正した信号 (赤) から得られた周波数スペクトルから求めた
ドップラーシフト。29.1GHz、32.0GHz、33.4GHz 及び 34.8GHz のチャンネルに
ついてプロットした。

(a) (b)

図 2.35 プローブ周波数に対する (a) IQ信号の振幅比 (赤) と位相差 (緑) 、 (b) I信
号のオフセット (紫) 及び Q信号のオフセット (水色)
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図 2.36 デュアルコムドップラー反射計のシステム図。ch 1 — ch 7 は、後述する信
号強度の長時間測定時の観測位置を表す。

図 2.37 reference の光ケーブル後の強度の長時間測定結果。ch 1 (オレンジ) が全
帯域の信号強度、 ch 2 (青) が 20MHz の成分の信号強度である。ch 1 は hp 製の
8471A、 ch 2は Herotek製の DHM185AAで測定した。
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図 2.38 図 2.36 内の ch 1 — ch 7 における信号強度及び SG 1 と SG 2 の出力を光
ケーブルを通さずに BNCケーブル経由で LHD本体棟に送信し、新たにアンプを用い
て増幅した後の信号強度 (それぞれ ch 8及び ch 9) の長時間測定結果。ch 1及び ch 2

は KRYTAR製の 301A、 ch 3、ch 4、ch 7、ch 8、ch 9は KRYTAR製の 303AK、
ch 5は日本通信機製のMODEL9600、 ch 6は hp製の 8471Aで測定した。
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図 2.39 SG 1 及び SG 2 の信号伝送手法を BNC ケーブルに換えた後の、reference

の光ケーブル後の強度の長時間測定結果。ch 1 (赤) が全帯域の信号強度、 ch 2 (青)

が 20MHz の成分の信号強度である。ch 1 は hp 製の 8471A、 ch 2 は日本通信機製
のMODEL9600で測定した。
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図 2.40 デュアルコムドップラー反射計の全 8ch で測定した信号の複素周波数スペ
クトルの例。(a) に示した青、赤、緑及び黒の実線がそれぞれ、プローブ周波数が
27.7GHz、29.1GHz及び 32.0GHzのチャンネルで、 (b) に示したピンク、オレンジ、
水色及び黄緑の実線がそれぞれ、プローブ周波数が 33.4GHz、34.8GHz、36.9GHz

及び 38.3GHzのチャンネルを表す。

図 2.41 (a) Mixer 3 へインプットされる散乱信号及び (b) signal の周波数スペクト
ル。青線がアンプによる信号強度増幅前、赤線がアンプによる信号強度増幅後の周波
数スペクトルをそれぞれ表す。(a) 及び (b) はどちらも周波数帯域が下げられており、
プローブ周波数 27.7GHz、29.1GHz、30.5GHz、32.0GHz、33.4GHz、34.8GHz、
36.9GHz 及び 38.3GHz に対応する周波数は、 (a) において 1.42GHz、2.84GHz、
4.26GHz、5.68GHz、7.10GHz、8.52GHz、10.65GHz及び 12.07GHz、 (b) にお
いて 40MHz、80MHz、120MHz、160MHz、200MHz、240MHz、300MHz及び
340MHzである。
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図 2.42 LO 信号にアンプを追加した後のデュアルコムドップラー反射計の全 8 ch

で測定した信号の複素周波数スペクトルの例。(a) に示した青、赤、緑及び黒の実線
がそれぞれ、プローブ周波数が 27.7GHz、29.1GHz及び 32.0GHzのチャンネルで、
(b) に示したピンク、オレンジ、水色及び黄緑の実線がそれぞれ、プローブ周波数が
33.4GHz、34.8GHz、36.9GHz及び 38.3GHzのチャンネルを表す。

図 2.43 (a) ケーブル交換・アンプ追加前と (b) 後の周波数スペクトログラムの例
(36.9GHzチャンネル) 。
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図 2.44 9-O及び 3-Oポートに導入されたドップラー反射計による乱流信号の同時測
定の例 (#181898)。加熱パターンを (a) に、3-O 及び 9-O ポートのドップラー反射
計で測定した乱流強度 Iamp の時間変化を (b)に、ドップラーシフト v⊥ の時間変化を
(c)に示した。接線 NBI#2、 #3及び垂直 NBI#4、#5を入射して電子・イオン温度
を共に増加させ、その後 ECH で中心加熱と周辺加熱 (reff/a99 = 0.7) を交互に繰り
返すことで電子温度勾配を制御した。青線が 3-Oポート、赤線が 9-Oポートで測定し
たデータ。(b)及び (c)の黄斜線領域及び緑斜線領域はそれぞれ中心加熱及び周辺加熱
ECHの時間を表す。
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図 2.45 図 2.44 の 4.35 s における、3-O ポートで測定したドップラーシフトから求
めた揺動の伝搬速度 v⊥ (青四角点) 、9-O ポートで測定したドップラーシフトから求
めた揺動の伝搬速度 v⊥ (赤丸点) 及び CXS で測定した E× B フロー速度 vE×B (緑
三角点) 。
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第 3章

プラズマ物理実験の結果

本節では、電子スケール乱流の特性及び電子・イオンスケール乱流間相互作用の研究の
ため、LHDで行った実験の手法、結果を説明し、その考察を行う。電子スケール乱流の
特性として、電子温度勾配依存性 (Rax/LTe

)依存性、電子温度/イオン温度比 (Te/Ti)依
存性及び 電子・イオン間の衝突周波数依存性 (ν∗ei)依存性をそれぞれ第 3.1節、第 3.2節
及び第 3.3節にて述べる。また、電子・イオンスケール乱流間相互作用の検証を目的とし
た電子スケール乱流とイオンスケール乱流の同位置における同時観測実験の結果について
は第 3.4節で述べる。
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3.1 電子温度勾配依存性 (Rax/LTe
依存性)

3.1.1 実験手法
第 2.1 節にて述べたように電子スケール乱流は、電子温度勾配が駆動する ETG 不安
定性が代表的な乱流源であるため、その Rax/LTe

依存性は重要な特性の一つである。一
方で、ETG不安定性の成長率は Te/Ti にも依存することが知られているため、Rax/LTe

依存性の調査においては、Te の変化を抑制することが必要である。そこで、本研究で
は ECH を磁気軸から離れた位置に入射する off-axis ECH を利用した Rax/LTe スキャ
ンを行った [75]。この手法は DIII-D などのトカマクにおける電子温度分布の硬直性の
検証にも用いられてきた手法である [76]。LHD における off-axis ECH では平衡状態
(dWp/dt ≈ 0)において、その加熱位置よりも内側で内向きの熱拡散と外向きの熱対流が
釣り合い、電子温度分布が中空形状になることが知られている [77]。この性質を利用し
て、off-axis ECHを径方向内寄りの位置 (inner ; reff/a99 ≈ 0.2)と径方向外寄りの位置
(outer ; reff/a99 ≈ 0.6)に分配することで、トカマクでは達成できない中空な電子温度分
布を含む多様な電子温度分布を得る実験を行った。outer ECH が電子温度分布に負の勾
配を形成し、inner ECH が正の勾配を形成するため、inner と outer の中間で広い範囲
の電子温度勾配が得られつつ、電子温度が一定になることを期待した。
本実験においては、加熱パワー 0.723MW、0.799MW及び 0.986MW の 3台の ECH

を用いて重水素プラズマを生成し、表 3.1 に示すような inner 及び outer への加熱パ
ワー配分の 6 条件で Rax/LTe

をスキャンした。放電パターンの一例として、表 3.1 の
cond. 2 及び cond. 3 における、加熱パワーの時間変化とそれに伴うWp の時間変化を図
3.1 (a)–(c)に示す。 十分に成長し、飽和状態にある乱流強度を調べるために 600ms以上
の一定の加熱を各条件で行い、dWp/dt ≈ 0となる時間での解析を行った。また、その解
析時間の直後に 20ms 間、磁力線に垂直方向に NBIを入射し、プラズマのイオン温度分
布 Ti(reff/a99)及び E× Bフロー速度分布 vE×B(reff/a99)の測定を行った。NBI加熱パ
ワーが ECH パワーに比べて高く、Wp の時間変化も NBI加熱パワーの変化に伴う影響
が大きいが、パルス幅をできる限り短くとることで、以降の解析時間への影響を抑えた。
また、Rax/LTe

のスキャンに伴う ne 及び Rax/Lne
の変化を抑えるため、重水素ガスパ

フの流量にフィードバック制御をかけることで、図 3.1 (d) に示すように n̄e を一定に維
持した。また、図 3.1 (e) に示すように、LHDGauss コード [78]で計算した inner ECH

の吸収位置は reff/a99 ≈ 0.2、outer ECH の吸収位置は reff/a99 ≈ 0.6 と、計画の通り
ECH の off-axis 入射に成功した。
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3.1.2 実験結果
6 つの条件で得られた電子温度分布、電子密度分布及びイオン温度分布をそれぞれ図

3.2 (a)–(c) に示す。off-axis ECH によって、reff/a99 ≈ 0.5において多様な傾きを持ち
つつも電子温度はほとんど一定な分布となった。そのため、電子ラーマ半径 ρth,e は一定
に保たれ、規格化された観測波数は ρth,ek⊥ ≈ 0.15 で一定であった。電子密度分布につ
いては、 cond. 6 にてコア部での電子密度の上昇が得られており他の条件とは形状が異
なっているものの、観測位置である reff/a99 ≈ 0.5においては、電子密度に顕著な変化は
ない。イオン温度分布は条件に依らず分布全体がほとんど一定になった。勾配の変化を可
視化するため、観測位置での Rax/LTe と Te、Rax/Lne と ne、Rax/LTi と Ti の関係を
それぞれ図 3.3 (a)–(c)に示す。 図 3.2のオレンジ色でハッチングされた観測領域内にお
ける空間平均によって各データ点を求めた。Rax/LTe

に −1 - 12の広い範囲でのスキャン
が得られている一方で、Rax/Lne

は −3 - 2、Rax/LTi
は 4 - 5と比較的狭い範囲に収まっ

た。また、Te、ne 及び Ti に関してもそれぞれ、2.2 - 2.7 keV、1.7× 1019 - 2.0× 1019 m−3

及び 0.95 - 1.05 keVとほとんど一定に維持することができた。
このとき、reff/a99 ≈ 0.5 において電子スケール乱流信号の測定に成功した。電子ス
ケール乱流強度の Rax/LTe

依存性及び電子熱流束の Rax/LTe
依存性を図 3.4 (a) 及び

(b)に示す。電子スケール乱流強度と合わせて、ミリ波後方散乱計のプローブビームを止
めた時間の信号強度を背景ノイズとして図 3.4 (a)に併せてプロットした。電子スケール
乱流強度の計算時にはマクロスケール揺動からのノイズの影響を除去するため、カットオ
フ周波数 fc = 150 kHzのハイパスフィルタをかけた。dWp/dt ≈ 0の時間を解析に用い
ていることから、電子熱流束は平衡状態の局所拡散によって起こると仮定し、 式 3.1 に
よって求めた。

qe =
Pinner

dV /dreff
(3.1)

ここで、qe は電子熱流束 [kW/m2]、dV /dreff [m
2
] は磁気面内の体積の実効小半径方

向への微分で、磁気面の面積を表す。また、qGB
e はジャイロボーム単位であり、qGB

e =

neTecsρ
2
s/R

2
ax で求めた。cs =

√
Te/mi 及び ρs = mics/(eBax)で、慣性ラーマ半径及び

イオン音速を表す [12]。cond. 6 では Pinner = 0であり、dWp/dt ≈ 0の場合 qe ≈ 0と
考えられる。参考文献 [77]で求められた拡散係数と対流係数を用いて文献 [77]の式 (1)

を用いて求めた電子熱流束を cond. 6 の qe に用いたところ実際に誤差の範囲でほとんど
0となった。
電子スケール乱流強度は Rax/LTe の増加に伴って増加し、Rax/LTe ≈ 8 を超えると

急峻に増加する。このとき電子熱流束も電子スケール乱流強度と同様の傾向で急峻に増



76 第 3章 プラズマ物理実験の結果

加することが分かった。このときの電子スケール乱流の位相速度の Rax/LTe
依存性を図

3.4 (c)に示す。ドップラーシフトは二重ガウス (式 2.12)によって求めた。Rax/LTe
⪆ 8

において位相速度は ∼ 1 km/s で電子反磁性方向を向く。これらの観測結果は、ETG 乱
流が閾値を超えて増加することによって電子熱流束を増加させたという予想に矛盾しな
い [26]。一方で、閾値から Rax/LTe

が減少するのに伴って電子スケール乱流強度が減少
するが、Rax/LTe

≈ 0 においてもノイズレベルを超えた強度の電子スケール乱流が存在
することが分かった。Rax/LTe

⪅ 8では位相速度の推定値は 0に近く位相速度の向きは
不確定である。電子温度勾配が存在しないにも関わらず乱流が存在することから、この乱
流が ETG 乱流である可能性は低い。乱流強度及び位相速度の Rax/LTe

依存性には、こ
のように二つの傾向が現れ、支配的な物理機構の違いを反映している可能性がある。

3.1.3 考察
実験で得られた二つの傾向がそれぞれどのような物理機構によって成長し飽和過程に
至るかを考察するために、GKVコードによる線形計算を行った。線形計算のインプット
は表 3.2に示すような、本実験で得られたプラズマのパラメータを用いた。Rax/LTe ≳ 8

の領域で Rax/LTe
をスキャンして線形計算を行った結果、得られた成長率及び位相速

度の波数スペクトルの変化を図 3.5 (a) 及び (c) に示す。観測している揺動の波数領域
0.1 < ρth,ek⊥ < 0.2に着目する。成長率は Rax/LTe

の増加に伴って増加し、位相速度は
≈ 0.7 km/s で電子反磁性方向であった。成長率の Rax/LTe 依存性は実験で得られた乱流
強度の Rax/LTe 依存性と同様であり、位相速度も向きと大きさともにほぼ一致すること
が分かった。これらから高 Rax/LTe

の領域では、ETG 乱流が支配的であると考えられ
る。なお、シミュレーションと実験で観測される波数は完全に同一ではないことに留意す
る。シミュレーションで観測された波数 ky は磁気面と平行で磁力線に垂直であるのに対
し、実験で観測された波数 k⊥ はポロイダル方向と径方向の成分を含む。本考察では、乱
流が十分に発達した際、径方向とポロイダル方向に等方的な乱流渦が電子スケールで形
成されると仮定している。さて、線形計算においてこのとき Te/Ti のスキャンも行った
結果、図 3.5 (b)及び (d)に示すように、Te/Ti が増加すると成長率が減少することが分
かった。この傾向からも、TEM不安定性よりも ETG不安定性が支配的に現れていると
考えられる。次に Rax/LTe ⪅ 8の領域における支配的な物理機構の考察のために、線形
計算による安定性の解析を行った。Rax/LTe

及び Te/Ti のスキャン範囲を広げ、安定で
ある点と不安定である点とに弁別する。その結果を図 3.6に示す。図 3.6には、実際に実
験で測定された Rax/LTe

及び Te/Ti の一部をプロットした。Rax/LTe
≳ 8の条件では、

実験条件は線形計算においても不安定化しうる領域にある。厳密には線形計算における不
安定化の閾値は Rax/LTe

= 8よりもわずかに高い領域にあるため、マージナルな領域で
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線形的には安定であるが非線形的に不安定化する亜臨界不安定性が現れている可能性も
ある。一方で、Rax/LTe

≈ 0 においては線形安定であることが分かった。したがって低
Rax/LTe 領域の乱流は、 ETG 乱流に限らず、電子スケールの線形不安定性を乱流源とす
る乱流である可能性が低い。この矛盾に関する考察は、第 4.1節にて与える。本節の内容
は、[79]にて論文化された。

表 3.1 各実験条件における inner 及び outer へ入射した ECH パワー (それぞれ、
Pinner 及び Pouter)。

condition

index
Pinner [MW] Pouter [MW]

cond. 1 2.508 —

cond. 2 1.522 —

cond. 3 1.522 0.986

cond. 4 0.799 0.723

cond. 5 0.799 1.709

cond. 6 — 2.508

表 3.2 GKVコードによる線形計算の条件。

Ti 1.0 keV

ne, ni 2.0 1019 m−3

Te/Ti 1.0, 2.0, 2.5

Rax/LTe 10, 15

Rax/LTi
6

Rax/Lne
, Rax/Lni

-2

β 0.05 %

Rax 3.6 m

Bax 2.75 T

γ 1.254

Bq 100 %

reff/a99 0.5
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3.2 電子温度/イオン温度比依存性 (Te/Ti 依存性)

3.2.1 実験手法
Te/Ti をスキャンするためには Ti を一定に Te を変化させる必要があることから、図

3.7に示すように電子を選択的に加熱する ECH パワースキャンを行った。この実験にお
いてエネルギー閉じ込め時間 τE は、dWp/dt ≈ 0となる平衡状態において、式 3.2を用
いて計算すると τE ≈ 60msであった。

τE =
Wp

Pheating − dWp/dt
(3.2)

ここで、Pheating は加熱パワーを指す。一方で、電子・イオン間の温度緩和時間は、
reff/a99 ≈ 0 で ∼ 500ms、reff/a99 ≈ 0.9 で ∼ 50ms であり、電子温度がイオン温度と
熱平衡に至る前に電子の熱エネルギーが輸送される。したがって、ECHパワーのスキャ
ンによって、イオン温度が一定に維持されたうえで電子温度をスキャンし、Te/Ti がス
キャンできると考えた。また、イオン温度分布及び E× Bフロー速度分布の測定のため
に NBI を用いた。Wp が一定になるように NBI加熱パワーと入射タイミングを制御して
いる。電子密度を一定に維持するため、LHDの縦断面において FIR 干渉計によって測定
されている線平均密度が一定になるように軽水素ガスパフ流量の PID制御を行った。周
辺部を観測しているため、局所磁気島ダイバータコイル [80] によって誤差磁場をキャン
セルする運転を行うことで、周辺部の磁気島を抑制してその影響を無視した。

3.2.2 実験結果
結果として得られた電子温度分布、電子密度分布及びイオン温度分布の変化を図 3.8に

示す。電子温度が時間と共に大きく増加する一方で、電子密度及びイオン温度はほとんど
一定に維持された。図 3.7 (c) に示すように、乱流の観測位置 reff/a99 ≈ 0.9において、イ
オン温度、電子密度が一定の下で、電子温度のスキャンが得られた。このとき、観測位置
における勾配の変化を図 3.9 に示す。規格化された逆スケール長で表した勾配 Rax/LTe

はこのスキャンの間一定である。また、Rax/Lne
及び Rax/LTi

も誤差の範囲で一定であ
る。結果として図 3.10に示すように、加熱パワーを増加させていくことで 1.5 - 2.5の範
囲での Te/Ti のスキャンに成功した。
この実験において、観測波数 k⊥ρth,i ≈ 3 (k⊥ρth,e ∼ 0.13)の電子スケール乱流の観測

に成功した。イオン温度が一定に保たれているため ρth,i で規格化された波数も時間一定
である。得られた電子スケール乱流強度及び位相速度の Te/Ti 依存性を図 3.11 に示す。
乱流強度は、カットオフ周波数を fc = 200 kHz として高周波数成分の積分値で求めら
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れた。ドップラーシフトは二重ガウス (式 2.12)によって求められた。この結果、電子ス
ケール乱流強度は Te/Ti が増加するのに伴って増加することが分かった。電子スケール
乱流の位相速度にも変化があり、Te/Ti ⪅ 2においては 0に近く、位相速度は検出されな
かったが、Te/Ti ⪆ 2においては ∼ 1 km/s で電子反磁性方向であった。

3.2.3 考察
前述の結果観測された電子スケール乱流の物理機構を調べるため、GKVコードを用い
た線形計算を行った。線形計算の条件を表 3.3に示す。
結果として得られた電子スケールの線形成長率及び位相速度の Te/Ti 依存性を図 3.11

に示す。比較のため、実験で測定された電子スケール乱流強度及び位相速度に重ねてプ
ロットした。実験で測定された電子スケール乱流強度の Te/Ti 依存性と反して、線形計算
で得られた電子スケールの成長率は Te/Ti の増加に伴って減少することがわかった。位
相速度は、実験及び線形計算の結果共に電子反磁性方向である。この結果から、線形計算
で得られた不安定性の特性は、ETG 不安定性の特性に一致する。一方で、線形計算の結
果と実験結果が定性的に異なるため、実際の乱流には強い非線形性が存在する可能性があ
る。本研究ではこのような乱流の非線形性の調査のためにイオンスケール乱流信号との同
時測定を行った。第 3.4節にてその結果を示し、本節において残された疑問についても考
察を加える。

表 3.3 GKVコードによる線形計算の条件。

Ti 0.45 keV

ne, ni 1.1× 1019 m−3

Te/Ti 1.0, 1.5, 2.0, 2.5, 3.0

Rax/LTe
31

Rax/LTi
27

Rax/Lne , Rax/Lni 14

β 0.013 %

Rax 3.6 m

Bax 2.75 T

γ 1.254

Bq 100 %

reff/a99 0.9
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3.3 電子・イオン間の衝突周波数依存性 (ν∗ei 依存性)

3.3.1 実験手法
第 3.2節で説明したような Te スキャンによる Te/Ti スキャンにおいては、式 3.3で表
される電子・イオン間の衝突周波数 νei [81]も変化を受ける。そのため、Te/Ti を一定に
νei をスキャンすることによって、これらの依存性を分離して議論することが求められる。

νei =
8
√
π

3
√
2

niZ
2
i e

4 lnΛei

m
1/2
e T

3/2
e

(3.3)

ここで、lnΛei は電子・イオン間の衝突におけるクーロン対数である。文献 [82] にて
lnΛei の計算手法が説明されているが、その温度依存性は ∝ log10 T、密度依存性は
∝ log10 n

−1/2 程度であり、νei への寄与は十分小さい。そこで、本研究では lnΛei を定
数として扱った。T = 1keV、n = 1 × 1019 m−3 のとき lnΛei = 16.5 であったため、
lnΛei = 20とした。式 3.3から分かる通り準中性条件が成り立つ場合、νei は ne によっ
ても制御できる。そこで、Te を一定に ne をスキャンすることによって Te/Ti を一定に
νei をスキャンする実験を行った。図 3.12 (b)に示すように、電子密度のスキャンはガス
パフの流量を増加させることによって行った。ここで加熱パワーを一定にガスパフを入射
すると、単位時間当たりのプラズマからのエネルギー損失が一定であればプラズマの温度
が低下してしまう。観測位置におけるプラズマの温度を一定に保つために、図 3.12 (a)に
示すように、独立に ECH パワーをスキャンしつつ、図 3.12 (b) に示すように周辺での
ECE信号強度を制御量として、これが一定になるように、ガスパフ流量のフィードバッ
ク制御を行った。このフィードバック制御は、具体的には、40Hzの周波数で 15msのパ
ルス幅の制御信号を与えつつ、制御量である ECE信号強度が目標値を下回った場合にパ
ルスを OFF、上回った場合にパルスを ONにするという制御である。

3.3.2 結果
図 3.12 (b)に示すように n̄e を増加させつつ ECE強度を周辺部 (reff/a99 ≈ 0.7)で一
定にする制御に成功した。結果として得られた分布の変化を図 3.13に示す。周辺部での
電子温度及びイオン温度が一定に保たれつつ、電子密度の増加が得られた。図 3.12 (c)は
電子スケール乱流の観測位置 reff/a99 ≈ 0.95における電子温度、イオン温度及び電子密
度の時間変化を示しており、電子温度及びイオン温度が一定の下で電子密度のスキャンに
成功していることが分かる。観測位置が周辺部であることから局所的なイオン温度が低い
ため、図 3.14 (c) に示した Rax/LTi

のばらつきが大きい。しかしながら、乱流強度との
相関係数では −0.02± 0.11と、これは乱流の変化とは無関係なばらつきである。一方で、
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図 3.14 (b) に示すように観測位置において、1.5 × 1019 - 2.7 × 1019 m−3 の範囲で ne の
スキャンに成功した。これは、電子のバウンス周波数 ωb,e で規格化された電子・イオン
間の実効衝突周波数 ν∗ei で 0.16 - 0.38 に相当する。ここで、ν∗ei は次の式 3.4 によって求
めた。実効衝突周波数 νeff は粒子がバナナ運動の条件から外れるようなピッチ角変化が起
こる時間の逆数に相当し、粒子の向きを 1 rad 変える時間の逆数に相当する νei からはア
スペクト比 ϵt による修正を受ける [83]。この実効衝突周波数の、バナナ運動のバウンス
周波数に対する比である ν∗ei は、バナナ運動による歳差ドリフトがどの程度維持されるか
に関係するため、これを電子・イオン間の衝突性の指標として用いた。

ν∗ei = νeff/ωb,e = νei/ϵt/ωb,e (3.4)

また、電子密度分布に大きな変化があるものの規格化スケール長 Rax/Lne
はほとんど一

定値を取った。局所的な β 値は 0.05%であり、電磁的な乱流は無視した議論が可能なプ
ラズマである。
結果として得られた乱流強度の ν∗ei 依存性を図 3.15 (a)に、位相速度の ν∗ei 依存性を図

3.15 (b)に示す。図 3.15 (a)の左側の縦軸は、観測された乱流信号に |f | > fc = 500 [kHz]

のハイパスフィルタをかけた信号の包絡線を電子密度で割った、電子密度で規格化された
乱流強度である。乱流の周波数パワースペクトル密度のドップラーシフトは、単項のガウ
ス関数 (式 2.11) によって求めた。その結果、乱流強度は、ν∗ei の増加に伴い減少するこ
とが分かった。一方で、位相速度は ν∗ei が変化しても誤差の範囲でほとんど一定であり、
3± 3 [km/s] で電子反磁性方向を向くことが分かった。

3.3.3 考察
GKVコードによる線形計算の結果と実験結果との比較を行った。線形計算の条件を表

3.4に示す。図 3.15に、実験で得られた乱流強度及び位相速度の ν∗ei 依存性に対して、線
形計算で得られた成長率及び位相速度の ν∗ei 依存性を重ねて示した。線形計算で得られた
成長率は ν∗ei の増加に伴って減少する傾向が得られ、実験で得られた乱流強度の ν∗ei 依存
性と整合的であった。線形計算で得られた位相速度は vphase ≈ 0.3 km/s で電子反磁性方
向を向いており、実験結果とは誤差の範囲で一致している。以上より、線形不安定性が準
線形的に飽和した乱流が実験的にも支配的であったと考えられる。
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表 3.4 GKVコードによる線形計算の条件。

Ti 0.28 keV

ne, ni 1.0, 1.5, 2.0, 2.5, 3.0 1019 1/m3

Te/Ti 1.6

Rax/LTe 44

Rax/LTi
43

Rax/Lne
, Rax/Lni

24

β 0.015 %

Rax 3.6 m

Bax 2.75 T

γ 1.254

Bq 100 %

reff/a99 0.95
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3.4 電子・イオンスケール乱流間相互作用
3.4.1 実験手法
電子スケール乱流とイオンスケール乱流との間の相互作用を調べるために、電子スケー

ル乱流信号及びイオンスケール乱流信号を同時に測定する実験を行った。本実験では、電
子スケール乱流とイオンスケール乱流の Te/Ti への依存性の違いを応用するため、Te/Ti

スキャンを行った。この放電は第 3.2節で説明した放電と同一の放電である。図 3.7にす
でに示したように、プラズマ蓄積エネルギーWp の変動を抑えるためにパワーを調整した
NBI加熱を与えてイオン温度をほぼ一定に保ちつつ、ECHパワーをスキャンすることで
電子温度を変化させて Te/Ti をスキャンした。ドップラー反射計で観測されたイオンス
ケール乱流については、|f | > 500 kHz がノイズフロアであることから 100 < |f | < 500

kHz の帯域でバンドパスフィルタをかけた。イオンスケール乱流のドップラーシフトは
二重ガウス関数 (式 2.12)を用いて求めた。また、密度が時間一定に維持されるようにガ
スパフ流量のフィードバック制御を行った。イオンスケール乱流の観測位置は図 3.16で
示すように電子スケール乱流の観測位置と同一の reff/a99 ≈ 0.9であり、分布の変化及び
パラメータの変化は図 3.8及び図 3.9と同一である。

3.4.2 実験結果
観測された電子・イオンスケール乱流強度の時間変化を図 3.17に示す。電子スケール

乱流の観測波数は k⊥ρth,i ≈ 3 である一方、イオンスケールの観測波数は k⊥ρth,i ≈ 0.2

であった。ECH パワーを変化させた直後、プラズマ蓄積エネルギー Wp は ∼ 70ms で
飽和し、ほぼ一定に保たれる。それと共に特に電子スケール乱流強度が大きく変化し、プ
ラズマ蓄積エネルギーの飽和に伴って電子スケール乱流強度もほとんど一定に保たれる。
イオンスケール乱流強度は 5.0 s の ECHパワーの増加直後にのみ急激な変化を伴い、同
様にプラズマ蓄積エネルギーの飽和に伴って一定に保たれる。これらの強度の急激な変化
が起こる時間 (∼ 70ms)は、ECHで高速化された高速電子 (∼ 100 keV)の、バルク電子
もしくはバルクイオンとの衝突による緩和時間と同程度である。したがって、この ECH

パワー増加直後の乱流強度の変化は、ECHで高速化された電子による速度分布関数の歪
みに由来する可能性 [84, 85]や非局所的な乱流伝搬の影響が予想される [86]。しかしなが
ら、本研究では乱流の飽和レベルの変化に着目するため、図 3.17 (b) に紫の領域で示し
た、dWp/dt ≈ 0の時間に着目する。ECHの 1段目から 2段目の間でイオンスケール乱
流強度が増加する一方、電子スケール乱流強度は細かい変動はあるものの、平均的なレベ
ルはほとんど変化しない傾向が得られた。一方で、ECH の 2 段目から 3 段目の間では、
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イオンスケール乱流強度は変化しない一方、電子スケール乱流強度は大きく増加する。こ
れらの結果をまとめて散布図に示したものが図 3.18である。電子スケール乱流強度とイ
オンスケール乱流強度は線形的に同様の傾向で変化せず、異なる傾向で変化することが分
かった。
電子スケール乱流とイオンスケール乱流の強度及び位相速度の Te/Ti 依存性を図 3.19

に示す。電子スケール乱流強度は Te/Ti の増加に伴って増加する傾向が見られる。一方
で、イオンスケール乱流強度は Te/Ti の増加後に飽和して一定になる。このとき、イオン
スケール乱流の位相速度は、Te/Ti ⪅ 2においてイオン反磁性方向を向き、Te/Ti ⪆ 2で
は電子反磁性方向へと変化する。電子スケール乱流の位相速度は、Te/Ti ⪅ 2においては
ほとんど 0に近く、方向性が分からない一方で、Te/Ti ⪆ 2においては、電子反磁性方向
であることが分かった。位相速度の向きが変化していることから見て、Te/Ti ≈ 2に何ら
かの閾値があり、乱流状態が変化することが推察される。電子スケール乱流強度の増加
は、この乱流状態の変化に伴って起こっていることが分かった。

3.4.3 考察
これらの乱流の成長・飽和機構を考察するため、GKV コードによる線形計算を行い、
実験結果と比較した。図 3.19に線形計算の結果を重ねて示す。第 3.2節で説明したよう
に、実験で得られた電子スケール乱流強度の Te/Ti 依存性と線形計算で得られた電子ス
ケールの成長率の Te/Ti 依存性は定性的に逆になることが分かった。一方でイオンスケー
ル乱流については、Te/Ti ≈ 2を超えた際に実験で測定された位相速度及び線形計算で得
られた位相速度はどちらもイオン反磁性方向から電子反磁性方向へと変化する傾向が見ら
れた。位相速度の変化傾向が一致する一方、実験で得られたイオンスケール乱流強度は一
定となり飽和した一方で、線形計算で得られたイオンスケールの成長率は増加する。イ
オンスケールにおいても、実験と線形計算の結果が定性的に異なることが分かった。こ
こで、再度図 3.17に示した電子スケール乱流強度及びイオンスケール乱流強度の時間変
化を考察する。1 段目及び 2 段目の ECH パワー増加直後には電子スケール乱流強度は
大きく変化するが、イオンスケール乱流強度はほとんど応答せず緩やかな変動が主成分
である。一方で、3段目の ECHパワー増加直後には電子スケール乱流強度及びイオンス
ケール乱流強度のどちらにも応答がある。2段目から 3段目の ECHパワー変化に伴って
Te/Ti ≈ 2を超えた際に乱流状態が変化することがこのことからも示唆される。閾値前後
での電子スケール乱流強度とイオンスケール乱流強度との間の相互相関関数を計算した結
果を図 3.20 に示す。ノイズレベルは ±2/

√
Nsample で与えている。3 段目の ECH 入射

直後の 5.0 - 5.1 s の時間において、相互相関係数が ≈ 0.6 とノイズレベルを超える有意な
相関が得られた。このとき、13± 9ms イオンスケール乱流強度の変化が先行することが
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分かった。一方、Te/Ti が閾値を下回る 5.0 s以前では、比較的その相関は弱くなることが
分かった。
以上のことから、次のような物理機構の存在が考えられる。Te/Ti が増加するのに伴い

イオンスケール乱流が強まるも、閾値となっている Te/Ti ≈ 2を超えるのに伴い、非線形
的な飽和によりこのイオンスケール乱流強度はそれ以上増加しなくなる。このとき、イオ
ンスケールの不安定性を駆動したエネルギーが、何らかの機構でより高い波数領域である
電子スケールの領域へと転移し、これによって電子スケール乱流強度が遅れて増加する。
これらの結果として、線形計算で得られた成長率の変化傾向から予想される強度変化の傾
向と異なり、測定された乱流強度の飽和レベルはイオンスケールで一定な一方、電子ス
ケールで増加することとなったのではないかと考察する。すなわち、いわゆるエネルギー
カスケードが発生した可能性である。イオンスケールの線形成長率と、その自発的なデコ
リレーションによる減衰率とが釣り合うことで線形計算の結果に反して測定した乱流は飽
和し、それによって高波数の電子スケール乱流が強まったという解釈である。ただしこの
モデルは、飽和レベルの変化のみを解釈する上では矛盾しないが、過渡応答の遅れ時間が
∼ 10msと見積もられており、測定しているイオンスケール乱流の自己相関時間 ∼ 10 µs

に比べて極めて長いため、カスケードによる解釈では不十分である。すなわち、イオンス
ケールから電子スケールへの何らかのエネルギーの流れがあるものの、カスケードではな
い別の機構が同時に存在する可能性があり、この機構の詳細な解明はっ今後の課題として
残されていると考えている。
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図 3.16 電子・イオンスケール乱流間相互作用の実験におけるミリ波後方散乱計で受
信する散乱波 (水色実線)及びドップラー反射計で受信する散乱波 (ピンク実線)の光線
追跡によって計算された軌道。ミリ波後方散乱計のプローブビームの軌道は水色破線
で描かれており、水色破線と水色実線の交点がミリ波後方散乱計の観測位置の中心を表
す。また、ピンク丸点はドップラー反射計で受信する散乱波の軌道上で屈折率が最小に
なる点で、ドップラー反射計の観測位置の中心を表す。
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図 3.17 (a) NBI 加熱パワー (グレー) 及び ECH パワー (黄)、プラズマ蓄積エネル
ギー Wp (黒) の時間変化及び (b) イオンスケール乱流強度 (ピンク) 及び電子スケー
ル乱流強度 (水色)の時間変化。グレーで塗りつぶされた時間は ECH パワー変化から
70ms の時間でWp が変化する時間に相当し、それ以外がWp が時間一定になる、解
析対象とした時間である。
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図 3.19 (a) 及び (c) はそれぞれ電子スケールに関して、 (a) 実験で得られた乱流
強度 (水色丸) 及び線形計算で得られた成長率 (黒破線は kyρth,i = 3、グレー実線は
kyρth,i = 2.5, 3.5) の Te/Ti との関係、 (c) 実験で得られた位相速度 (水色丸) 及び線
形計算で得られた位相速度 (黒実線は kyρth,i = 3であるが、kyρth,i = 2.5, 3.5の結果
も一致する)の Te/Ti との関係を示す。(b)及び (d)はそれぞれイオンスケールに関し
て、(b)実験で得られた乱流強度 (ピンク丸)及び線形計算で得られた成長率 (黒破線は
kyρth,i = 0.2、グレー実線は kyρth,i = 0.15, 0.25) の Te/Ti との関係、 (d) 実験で得
られた位相速度 (ピンク丸)及び線形計算で得られた位相速度 (黒実線は kyρth,i = 0.2

であるが、kyρth,i = 0.15, 0.25の結果も一致する)の Te/Ti との関係を示す。
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図 3.20 4.5 - 4.6 s 及び 5.0 - 5.1 s における、電子スケール乱流強度とイオンスケール
乱流強度との間の相互相関関数の変化。遅れ時間が正 (τlag > 0) のときイオンスケー
ル乱流強度の変化が先行し、遅れ時間が負 (τlag < 0) のとき電子スケール乱流強度の
変化が先行する。グレーで示された領域がノイズレベルを表す。
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考察

本節では、第 3 章で得られた結果と考察を踏まえて、本研究全体をまとめる考察を行
う。第 4.1節ではまず、第 3.1節で保留していた、低 Rax/LTe

領域における電子スケール
乱流の存在について、考えうる理由の一つを可能性として示す。次に第 4.2節で、Te/Ti

と ν∗ei で構成されるパラメータ空間における乱流状態の相変化の形で本研究の結果を整理
する。

4.1 低 Rax/LTe
領域における電子スケール乱流源の考察

第 3.1節の Rax/LTe
依存性実験において、Rax/LTe

⪅ 8 の低 Rax/LTe
領域で存在す

る電子スケール乱流の乱流源についての考察が残された。第 3.4 節において、イオンス
ケール乱流のエネルギーがカスケードをはじめとした何らかの機構によって電子スケール
乱流に転移する可能性が示唆されたため、本節ではその可能性について、Rax/LTe 依存性
実験の結果においても検討する。Rax/LTe 依存性実験結果の考察のために行われた線形
計算と同じ条件を用いて、イオンスケール (0.07 < k⊥ρth,i < 0.77)においても Rax/LTe

を変化させて線形計算した結果を図 4.1 に示す。Rax/LTe
が減少するとイオンスケール

の成長率は減少する傾向があるが、Rax/LTe
= 0 においても kyρth,i ≈ 0.4 で成長率は

正の値を取る。このとき、位相速度はイオン反磁性方向を向く。Rax/LTe 実験において
はイオン温度勾配 Rax/LTi

が有限であることから、この実験条件においてイオンスケー
ルでは ITG不安定性が存在すると考えられる。このように、Rax/LTe

の減少と共にイオ
ンスケールの成長率が減少する傾向及び Rax/LTe

= 0 でも不安定性が存在する特性は、
低 Rax/LTe 領域 (Rax/LTe ⪅ 8) において測定された電子スケール乱流強度が Rax/LTe

の減少に伴って減少する傾向及び Rax/LTe ≈ 0でも乱流が存在する特性と一致する。し
たがって低 Rax/LTe

領域において、イオンスケールの ITG 乱流のエネルギーが電子ス
ケールに転移することで、Rax/LTe

∼ 0 においても電子スケールに乱流が存在し、それ
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が Rax/LTe
の増加と共に緩やかに増加していく傾向として現れた、ということが可能性

の一つとして考えられる。一方で、電子スケール乱流の非局所的な伝搬の影響なども考え
うるため、低 Rax/LTe 領域において電子スケール乱流が存在する機構の解明は今後の課
題である。

4.2 Te/Ti 及び ν∗ei に対する乱流状態の変化の考察
以上に示された依存性実験で得られた乱流の成長及び飽和の機構を、Te/Ti 及び ν∗ei に
対して整理し、本論文をまとめたい。図 4.2 に、本論文で示した各依存性実験における
Te/Ti と ν∗ei の領域を示す。ν∗ei 依存性実験では、Te/Ti ≈ 1.6 で一定に保たれた。Te/Ti

依存性実験では、ν∗ei もそれと共に 0.04 - 0.13 の範囲で変化するが、ν∗ei 依存性実験におけ
るスキャン領域 0.18 - 0.35 と比較して小さい。第 4.1 節にて、イオンスケール乱流から
のエネルギーの転移による電子スケール乱流の存在が示唆された Rax/LTe

依存性実験に
おける Te/Ti 及び ν∗ei のパラメータ領域は、図 4.2の右下、すなわち Te/Ti が高く ν∗ei が
低い領域にある。これは、同様にイオンスケール乱流からのエネルギー転移による電子ス
ケール乱流の存在が示唆された Te/Ti スキャン実験における Te/Ti ⪆ 2 の領域と一致す
る。これらの実験結果及び線形計算結果は次の通りである。

1. Rax/LTe
依存性実験においては、Rax/LTe

の減少に伴って電子スケール乱流強度
が減少するが、Rax/LTe

∼ 0 においても乱流が存在することが実験的に観測され
た。低 Rax/LTe 領域においては線形計算では安定であり、イオンスケールで不安
定化された乱流からエネルギーが転移することによって電子スケール乱流が存在す
る可能性が考察された。

2. Te/Ti 依存性実験においては、Te/Ti の増加に伴って電子・イオンスケール乱流と
もに強まる傾向が実験的に観測された。電子スケール乱流は線形計算によって得ら
れた成長率とは定性的に逆の傾向が得られ、イオンスケール乱流は、実験的には
飽和して強度が一定になるが、線形計算ではさらに成長率が増加する傾向が得ら
れた。

3. ν∗ei 依存性実験においては、ν∗ei の増大に伴って電子スケール乱流強度が減少する傾
向が実験的に観測され、線形計算でも同様の傾向が得られた。

これらの実験及び線形計算の結果及び考察から、背景として予想される乱流状態の Te/Ti

及び ν∗ei に対する依存性を概略的に示したものが図 4.3である。ETG乱流は Te/Ti が低
いほど、ν∗ei が低いほど不安定化しやすい傾向にあり、一方で、ITG/TEM乱流は Te/Ti

が高いほど、ν∗ei が低いほど不安定化しやすい傾向にあることを示した図である。図 4.2

の実験で得られた Te/Ti 及び ν∗ei のスキャン範囲において、このような関係性と実験結果、
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線形計算結果が対応して説明される。すなわち、非線形飽和して実験で観測された電子ス
ケール乱流は低 Te/Ti では ETG 乱流が支配的である可能性が高い一方で、高 Te/Ti で
は ITG/TEM乱流が支配的になった影響により、イオンスケール乱流からのエネルギー
の転移による成分が、電子スケールでは支配的になっていると考えられる。これらのこと
から、Te/Ti が増大するとイオンスケール乱流が支配的になり、減少すると電子スケール
乱流が支配的になることが示唆される。しかしながらこれは、高 Te/Ti においてイオンス
ケールのみを考えればよいことを示すわけではなく、単純に支配的なスケールの測定だけ
で輸送レベルを評価することが困難であることを同時に示唆する。本研究の成果は、電
子スケールにおいて ETG乱流が支配的であり、ETG乱流が支配的でない条件において
乱流輸送にはイオンスケールの ITG/TEM乱流が支配的であるという従来の予測を拡張
した。すなわち、電子スケールにおいて ETG乱流が支配的でない状態においても、大き
いスケールからのエネルギーの転移によって波数スペクトルが広がることで乱流輸送に
電子スケール乱流が寄与するマルチスケール性が存在する可能性があることが本研究の
成果によって初めて示された。ITER や将来の原型炉プラズマにおいては ν∗ei ∼ 0.02 で
あり [87]、本研究のスキャン領域においても低衝突周波数領域に相当することから、将
来の核燃焼プラズマに対する電子スケール乱流の影響が強まることが予想される。付け
加えて、当然 Te/Ti 及び ν∗ei のみに電子スケール乱流が依存するわけではなく、例えば
Rax/LTe

依存性実験で得られたように Te/Ti ≈ 2と高い値でも、Rax/LTe
が増加すると

ETG 乱流が不安定化する。Te/Ti 及び ν∗ei 以外のパラメータに着目して電子スケール乱
流を整理することも将来的に重要である。
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図 4.1 Rax/LTe 依存性実験におけるイオンスケールの線形計算で得られた (a)成長率
及び (b)実周波数の波数スペクトル。水色線がRax/LTe = 0、ピンクがRax/LTe = 10

での計算結果。
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図 4.2 第 3.1 節 Rax/LTe 依存性、第 3.2 節 Te/Ti 依存性及び第 3.3 節 ν∗
ei 依存性で

示した各実験における Te/Ti 及び ν∗
ei の変化の範囲。水色矢印が実験で得られた電子ス

ケール乱流強度 Iturb,high-k が増加する向き、それに沿った黒矢印が線形計算で得られ
た電子スケールの成長率 γhigh-k が増加する向きを表す。また、ピンク矢印が実験で得
られたイオンスケール乱流強度 Iturb,low-k が増加する向き、それに沿った黒矢印が線形
計算で得られたイオンスケールの成長率 γlow-k が増加する向きを表す。ピンク破線は
イオンスケールの乱流強度が飽和して一定になったことを示している。

図 4.3 本研究における実験観測及び線形計算の結果から考察される ETG、ITG/TEM

乱流の ν∗
ei 及び Te/Ti に対する強度分布。
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本論文では、計測システム開発と物理研究の二つの側面から、磁場閉じ込め高温プラズ
マにおける電子スケール乱流の特性及びマルチスケール乱流間相互作用の物理機構の解明
を目的に、以下のような課題に取り組んだ。計測システム開発においては、ミリ波後方散
乱計の背景ノイズ推定手法の開発、電子スケール乱流の非等方性検証を目的としたミリ波
後方散乱計の開発及び空間多点同時測定のためのドップラー反射計の多チャンネル化に向
けた開発という 3つの課題があった。
ミリ波後方散乱計は、電子スケール乱流強度とその揺動の実験室系における伝搬速度を

測定することができる。一方で、プローブビームに使用している周波数が電子サイクロト
ロン放射 (ECE) の周波数と近く、無視できない背景ノイズが測定する信号に含まれる。
この背景ノイズはこれまで、プローブビームを止めた際の受信信号の強度を間欠的に測定
して評価されてきたが、プローブビームが入射されている時間の背景ノイズを推定する手
法は確立されていなかった。このため、背景ノイズを含まない純粋な電子スケール乱流強
度の測定及びそのパラメータ依存性の測定は限定的にしか行われなかった。特に電子温度
が変化するようなケースでの正確な電子スケール乱流強度の推定は行われてこなかった。
そこで本研究では、ミリ波後方散乱計で用いられている周波数に近い周波数の ECE ラジ
オメータの信号を用いて、プローブビームを止めた時間のミリ波後方散乱計の信号強度と
ECE ラジオメータの信号強度との間の線形回帰によって、プローブビームを入射してい
る時間の背景ノイズを推定する手法を開発した。実際の LHD 実験で得られたミリ波後方
散乱計の信号に対してこの手法を適用したところ、間欠的に測定された背景ノイズと推定
された背景ノイズとが、相関係数 0.99 と非常によく一致した。この開発によって、ミリ
波後方散乱計による正確な電子スケール乱流強度の評価が可能となった。
電子スケール乱流とイオンスケール乱流の相互作用においては、イオンスケール乱流や

その中間スケールの乱流渦によって電子スケール乱流渦がせん断されて抑制される効果が
理論及びシミュレーション研究から予想されている。したがって、電子スケール乱流の非
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等方性はこのようなマルチスケール乱流間相互作用を研究する上で重要な知見を提供する
が、磁場閉じ込め高温プラズマにおいて実装されてこなかった。LHDにおいてはこれま
で、横長断面上を赤道面に沿って入射しているプローブビームに対して 160 度方向の後
方散乱波を受信していたが、ポロイダル方向の波数を多く含む向きの揺動を径方向成分を
多く含む向きの揺動と同じ位置で観測する設備が整っていなかった。そこで、90度方向
の後方散乱波を受信する新たな視線を追加することで、非等方性の観測を可能にした。90

度方向の散乱波を受信するための導波管には電子密度分布測定用マイクロ波反射計 [68]

に過去に用いていた導波管を利用したが、そのままでは観測位置が適当でなく、空間分解
能が低いことが課題であった。そこで、任意の集光位置に集光するための放物面ミラーを
設計・製作し、導入した。集光面積で最大 50%まで空間分解能を向上させることに成功
し、観測位置で reff/a99 ∼ 0.5を指向する集光ミラーの開発に成功した。LHD 実験での
検証により、この 2つの観測視線で測定した乱流強度が異なる傾向で変化することが確か
められ、電子スケール乱流の非等方性の観測に成功したことが確かめられた。本システム
は、引き続いて行われた文献 [69]の研究において、イオンスケール乱流の抑制時に電子ス
ケール乱流の非等方性が弱まり、イオンスケール乱流による電子スケール乱流のせん断効
果が確かめられたことにも用いられ、マルチスケール乱流間相互作用の研究を推進させる
ことに貢献している。
ドップラー反射計は、イオンスケール乱流強度とその揺動の実験室系における伝搬速度
の測定が同時に行えることから、イオンスケール乱流とゾーナル流・GAMとの間の相互
作用の観測を可能にするとして近年磁場閉じ込め高温プラズマにおいて重要視されてき
た。複数の周波数を含むプローブビームを同時に入射して多チャンネルで乱流信号を測定
する周波数コムドップラー反射計は、E× Bフロー速度や乱流信号の径方向相関の評価を
可能にする機能から複数の磁場閉じ込め装置において採用されており、LHDにおいても
導入されている。一方で、各チャンネルに対して受信回路を導入する必要があることか
ら、測定できるチャンネル数が制限されることが周波数コムドップラー反射計の課題で
あった。MMICを用いた受信回路を導入することで省スペース化を試みたが、従来用い
ていた信号処理回路に比べて受信信号の S/N比が悪くなることが課題であった。そこで、
MMICに可変ゲインアンプを導入し、オフセット及び位相歪みの補正手法の開発、アンプ
交換及びケーブルの置き換えによる反射計回路の調整を行ったところ、S/N比が改善し、
ドップラー反射計として実用可能なクオリティを達成した。ドップラー反射計の多チャン
ネル化に向けてMMICを用いた受信回路を用いる手法が有用であることを示した。
本研究における計測システム開発によって、ミリ波後方散乱計による電子スケール乱流
強度の正確な推定手法を確立し、ミリ波後方散乱計による電子スケール乱流の異方性計測
を確立、ドップラー反射計の多チャンネル化に向けたMMICを使用した信号処理の有用
性を示した。これらの計測システム開発は、電子スケール乱流の特性およびマルチスケー
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ル乱流間相互作用の研究に必要かつ応用される重要な成果である。
次に物理研究の側面では、前述のミリ波後方散乱計及びドップラー反射計を用いて、電

子スケール乱流のパラメータ依存性及び電子・イオンスケール乱流間相互作用の実験的検
証を行った。電子スケール乱流のパラメータ依存性については、ミリ波後方散乱計によっ
て電子スケール乱流の強度及び位相速度を測定し、FIR干渉計、トムソン散乱計及び荷電
交換分光計測で測定されたプラズマの熱力学的パラメータに対する局所的な依存性を調べ
た。特に、将来の電子加熱が支配的な環境において重要となる Rax/LTe、Te/Ti 及び ν∗ei

への依存性を調べた。また、GKVコード [64]による線形計算によって線形不安定性の成
長率及び位相速度を計算し、その背景にある物理機構を考察した。電子・イオンスケール
乱流間相互作用の研究においては、ドップラー反射計とミリ波後方散乱計を用いてそれぞ
れのスケールの乱流強度の変化を比較した。また、それらの間の強度相関を求めることに
よってその間の相互作用を検証した。こちらにおいても、GKVコードによる線形計算に
よって線形不安定性の成長率及び位相速度を計算し、実験結果と比較することでその背景
にある物理機構を考察した。
磁場閉じ込め高温プラズマにおいては、第 1章にて述べたようにその乱流輸送の低減が

重要な課題である。しかしながら、近年複数の装置において加熱パワーを増加させてもあ
る閾値を超えたところから電子熱輸送が急激に増加して電子温度分布がそれ以上成長しな
い、電子温度分布の硬直化が報告されている。この原因として電子スケール乱流の寄与が
マルチスケールのシミュレーション研究から予想されているが、実験的に電子スケール乱
流を観測してこれを検証した例はほとんどない。特に、電子温度勾配に対する電子スケー
ル乱流の依存性は、高勾配領域のみで測定された例はあるが、低勾配領域を広く含む領域
で、かつ磁場配位を一定にスキャンされた例は存在せず、電子スケール乱流信号を直接測
定することによる閾値の存在は現在まで確認されていない。そこで LHD において ECH

パワーを reff/a99 ≈ 0.2と reff/a99 ≈ 0.6に分配し、そのパワーバランスを変化させるこ
とで、その中間位置における電子温度勾配のみを大きく変化させ、その位置でミリ波後
方散乱計を用いて電子スケール乱流を観測する実験を行った。この結果、Rax/LTe ≈ 8

を閾値に電子スケール乱流強度が急激に増加し、このとき電子熱流束が急激に増加する
現象が観測され、電子温度分布の硬直化が電子スケール乱流の成長で起こっている可能
性を示唆するような結果が得られた。GKVコードによる線形計算との比較から、この乱
流は ETG 乱流であると考えられる。一方 Rax/LTe ⪅ 8において、Rax/LTe が減少する
と電子スケール乱流強度が減少するが、Rax/LTe

≈ 0 においても電子スケール乱流が背
景ノイズを超える強度で存在することが確認された。GKV コードによる線形計算では
Rax/LTe

⪅ 8 の範囲では安定であり、電子スケールでは線形不安定性が成長しないこと
から、より大きなスケールとの非線形性による影響が考えられる。イオンスケールの線形
計算では、有限のイオン温度勾配により駆動される ITG不安定性が、Rax/LTe

= 0にお
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いて確認され、この成長率が Rax/LTe
の増加と共に増加していくことが確認されたこと

から、ITG 乱流からのエネルギーの転移による乱流が電子スケールに確認されたことが
可能性の一つとして考えられる。
電子加熱が支配的な状況では、Te が Ti に比べて卓越し、Te/Ti が大きくなることが予
想される。このような環境において、電子スケール乱流の影響を調べるために依存性を調
べることが重要であるが、電子スケール乱流の平衡レベルを広い Te/Ti の範囲で、他の
パラメータに対して独立にスキャンした例はない。そこで、密度を一定に維持できるよ
うに FIR干渉計で測定された線平均電子密度をガスパフ流量を操作量として一定に制御
し、 ECH パワーのスキャンによって電子を選択的に加熱して Te/Ti をスキャンする実験
を行った。その結果、1.5 < Te/Ti < 2.5の範囲で Te/Ti のスキャンに成功し、Te/Ti の
増加に伴って電子スケール乱流強度が増加することが分かった。一方で、GKVコードに
よる線形計算で得られた成長率は減少する傾向が得られ、この実験の領域における電子ス
ケール乱流の背景の物理機構は、線形不安定性を乱流源とする ETG 乱流のみでは説明で
きないことが分かった。
Te の変化は、前述の Te/Ti の変化の他に電子・イオン間の衝突周波数 ν∗ei の変化を伴
う。Te の増加は ν∗ei の低下を伴うため、ν∗ei への依存性も独立して調べる必要がある。そ
こで、Te/Ti を一定にして ν∗ei の変化させる実験を行った。制御量を ECE ラジオメータ
の信号強度、操作量をガスパフ流量として、電子温度を一定にしつつ電子密度をスキャン
し、局所的な電子スケール乱流信号の測定を行った。その結果、ν∗ei が増加すると、電子密
度で規格化された電子スケール乱流強度は低下する傾向が得られた。GKVコードによっ
て得られた線形不安定性の成長率はこのとき同時に減少したため、観測された乱流は、線
形不安定性を乱流源とする乱流と考えられる。
Te/Ti の変化に対する電子スケール乱流の変化が線形不安定性を乱流源とする乱流とし
て説明できなかったことから、イオンスケール乱流との相互作用の影響を考えて、電子・
イオンスケール乱流間相互作用の実験的検証を行った。その結果、イオンスケール乱流は
Te/Ti の増加と共に増加するが、電子スケール乱流とは変化の傾向が異なることが分かっ
た。Te/Ti の増加に伴って、先行してイオンスケール乱流強度が増加し、電子スケール乱
流強度は変化しない。電子スケール乱流強度は遅れて増加するが、その時間ではイオンス
ケール乱流は飽和して、強度がほとんど一定であった。電子スケール乱流強度とイオン
スケール乱流強度との間の強度相関を調べた結果、イオンスケール乱流が飽和し電子ス
ケール乱流強度が増加する時間において強い相関があり、イオンスケール乱流の変化が
≈ 10ms先行することが分かった。イオンスケール乱流が飽和する際の Te/Ti の増加時に
も、GKVコードによる線形計算で得られた成長率は増加することから、イオンスケール
の線形不安定性の成長によって発生した揺動のエネルギーが電子スケールに転移し、電子
スケール乱流が強まったと考えられる。
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以上の結果から、電子スケール乱流は将来の核燃焼プラズマにおいて予想される高
Rax/LTe

、高 Te/Ti、低 ν∗ei のどの傾向に対しても増加するため、将来的にその影響が大
きくなり、無視できなくなることが示唆された。一方でその成長機構はそれぞれ異なるこ
とも示された。ν∗ei に対しては、実験結果からも線形計算の結果からも、衝突周波数が増
加すると電子スケール乱流は減少する。Te/Ti が増加すると、実験的には電子スケール乱
流強度は増加するが、線形計算の結果からは電子スケールの ETG 乱流の強度は減少す
る。このときイオンスケールの TEM/ITG乱流が成長するとその揺動のエネルギーが電
子スケールに転移し、電子スケール乱流強度も増加すると考察した。高 Te/Ti においては
イオンスケール乱流が支配的になると言えるが、一方で、カスケードのような小スケール
側へのエネルギーの転移によって波数スペクトルが広がり、電子スケールを含む高波数領
域の寄与が相対的に強まることから、このような状況においても乱流輸送に対する電子ス
ケール乱流の影響は無視できないことが予想される。また、高 Te/Ti の環境においても、
Rax/LTe

が増大すると再度 ETG 乱流が不安定化し、電子スケール乱流の寄与が強くな
ることも本研究で示された。したがって、どのような Te/Ti の領域においても、電子ス
ケール乱流の影響は将来的に無視できないことが示唆された。
本研究では、世界で初めて電子スケール乱流強度を正確に評価し、その飽和レベルの

Te/Ti、Rax/LTe 及び ν∗ei へのそれぞれ独立な依存性を、広い範囲で評価することに成功
した。Te/Ti の増加に伴う電子スケール乱流強度の飽和レベルの増加を見出したこと及び
低 Rax/LTe

において電子スケール乱流の存在を見出したことは世界で初めての発見であ
る。また、電子・イオンスケール乱流を同時に局所的に観測し、その飽和レベルの Te/Ti

依存性を評価したことも初めてであり、その結果としてイオンスケール乱流が飽和した際
も電子スケール乱流へのエネルギーの転移によって乱流輸送が増加する可能性があること
を発見した。また、計測システム開発としてドップラー反射計の多チャンネル化に貢献す
るMMICを用いた信号処理回路の有用性を示し、ミリ波後方散乱計の非等方性計測を開
発した。これらの計測システム開発及び物理研究の成果は、電子スケール乱流及びマルチ
スケール乱流間相互作用が核燃焼プラズマの乱流輸送推定に重要であることを示し、その
研究手法に広がりを持たせることに貢献した。
本研究は、大型ヘリカル装置を用い、主に低プラズマ電流で低密度のプラズマにおける
実験を行ったため、第 1章で言及したように低プラズマ電流・低 β 値のプラズマを対象と
している。核融合プラズマの高 β 化は、核融合発電の経済合理性を高めるために必要であ
る。本研究の範囲では高密度化による衝突周波数の低下は電子スケール乱流の抑制に効い
ていたが、高 β 環境では、本研究で触れなかった運動論的バルーニングモードや交換型不
安定性などの不安定性が引き起こす電磁的乱流が関わるようになるため異なる依存性が現
れると考えられる。MAST、ST-40などの球状トカマクや JT60-SAといった装置はこの
ような高プラズマ電流かつ高 β 環境を達成することができるため、これらの装置において
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も電子スケール乱流の特性を調べ、マルチスケール乱流間相互作用を検証することが将来
的な課題である。
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付録

本研究では、電子スケール乱流及びイオンスケール乱流の直接相互作用の検証のため、
バイコヒーレンス解析などの相関解析を行った。本文に盛り込むことはできなかったが、
次ページ以降に過去の発表資料を添付する形でその記録を残す。付録 Aには、電子スケー
ル乱流とイオンスケール乱流の同時計測を行った別の放電例を、2023 年の 29th IAEA

Fusion Energy Conference で発表した報告書の添付によって示す。付録 Bには、本文と
は異なる、接線方向への NBI を用いた放電におけるバイコヒーレンス計算の例を示すた
めに、日本物理学会 2025 年春季大会の発表資料を添付する。付録 B においては、発表
時、電子スケール乱流とイオンスケール乱流がマッチング条件をみたすような場合に有意
な非線形相関が存在すると考察していたが、その後データを再検討し、サンプル数を無限
大に増やした極限では有意とは限らないという結論になった。

付録 A: 29th IAEA Fusion Energy Conference で発表した pre-print

付録 B: 日本物理学会 2025年春季大会の発表資料
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Abstract 

By measuring high wavenumber turbulence in the Large Helical Device, we found that (i) electron-scale turbulence 

(microscopic turbulence with a scale of about the electron Larmor radius) steeply increases with normalized electron-

temperature gradient Rax/LTe under widely ranging Rax/LTe from -2 to 12 and a constant electron temperature and (ii) the 

turbulence exists even with zero local Rax/LTe. In addition, to investigate the interaction of electron-scale turbulence with ion-

scale turbulence, we enabled measurement of electron-scale and ion-scale turbulences simultaneously at the same position 

and attained a relation between both. (iii) Correlated changes in the electron-scale turbulence intensity and the ion-scale 

turbulence intensity were observed with additional ECH power injection. The result suggests that the ion-scale turbulence is 

dominant and the electron-scale turbulence is influenced by the former. 

1. INTRODUCTION 

It is expected to understand the physical properties of electron-scale turbulence because it is thought to have 

adverse effects in future nuclear burning plasmas where electron heating by alpha particle will dominate. In 

some tokamaks, such as JET, TCV, and AUG, it has been known that electron heat transport deteriorates rapidly 

when the electron temperature gradient exceeds a certain threshold [1]. This is thought to be due to the 

excitation of the electron temperature gradient (ETG) mode [2], but the experimental growth of the ETG mode 

itself has not been confirmed in their experiments. Breaking through the stiffness of this temperature gradient is 

expected to extend the plasma parameters to a higher temperature range [3-5]. It is important to experimentally 

verify whether electron-scale turbulence actually intensifies as the temperature gradient steepens. We have 

developed a turbulence measurement system in this electron-scale regime, applied it to the Large Helical Device 

(LHD), performed experiments with controlled local electron temperature gradients, and observed the response 

of turbulence intensity in detail. 

On the other hand, the magnitude of turbulence with higher wavenumbers may be affected not only by the 

growth of instability in those wavenumbers, but also by turbulence with much lower wavenumbers. In addition, 

recent progress in theoretical simulations using super computers have pointed out the importance of a cross-

scale response [6]. To experimentally investigate how turbulence responds in different wavenumber regimes, 

each turbulence observation system must be installed in the same location. In this study, this was accomplished 

by installing the relevant instruments. 
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In this paper, we show the results of the investigation of electron-scale turbulence properties. These properties 

and the normalized electron temperature gradient dependence are described in Section 2. The cross-scale 

interaction with ion-scale turbulence is described in Section 3 and summarized in Section 4. 

2. INVESTIGATION OF NORMALIZED ELECTRON TEMPERATURE GRADIENT DEPENDENCE 

2.1. Method 

Investigated plasma experiments for clarifying electron-scale turbulence characteristics with varying normalized 

electron temperature gradient Rax/LTe were carried out, where Rax = 3.60 m was the major radius of the magnetic 

axis, LTe = Te / (-Te) was the electron-temperature scale length, -Te = -Te/reff, and reff was the effective 

minor radius. In these experiments, only the electron temperature gradient was tried to vary under the constant 

electron temperature Te to reduce the influence from varying Te/Ti, (here Ti was ion temperature). Several 

combination patterns of Electron Cyclotron Heating (ECH) injection power of on-axis ECH at reff/a99 ~ 0.2 and 

off-axis ECH at reff/a99 ~ 0.6 were scanned, as shown in Table 1. The magnetic field strength was Bt = 2.75 T on 

the magnetic axis. We succeeded in controlling the ECH power within six conditions in four discharges 

(#184508, #184509, #184514, and #184516). Peaked, flattened, or hollowed electron temperature profiles were 

observed at location reff/a99 ~ 0.5, as shown in Fig. 1 (a), where a99 represented the effective minor radius where 

99% of plasma kinetic energy was enclosed. In addition, after sufficient ECH time (400 ~ 600 ms), neutral 

beams were injected perpendicularly for 20 ms to measure ion temperatures and E×B velocities by charge 

exchange spectroscopy. 

As a result, we achieved widely ranging - Te from -2 to 9 keV/m with relatively narrow ranges of Te = 2.3  

0.3 keV, as shown in Fig. 1 (b). Its range corresponded to that of Rax/LTe from -2 to 12. The following other 

parameters were also constant: electron density ne = 1.8  0.2 × 1019 m-3, electron density gradient - ne = -1  1 

× 1019 m-4, Ti = 0.95  0.02 keV, and ion temperature gradient - Ti = 1.3  0.3 keV/m, as shown in Fig. 1 (c) 

and (d). 

TABLE 1. Experimental conditions of on- and off-axis ECH injection power 

 

 On-axis ECH 

power 

Off-axis ECH 

power 

cond. 1 2.508 MW - 

cond. 2 1.522 MW - 

cond. 3 1.522 MW 0.986 MW 

cond. 4 0.799 MW 0.723 MW 

cond. 5 0.799 MW 1.709 MW 

cond. 6 - 2.508 MW 

 

 

FIG. 1. (a) Electron temperature profiles under each different ECH injection power condition shown in Table 1 and 

schematics of on- and off-axis ECH injection positions. Orange hatched area stands for turbulence observation position. (b) 

Observed electron temperature gradient as function of each electron temperature, (c) electron density gradient as function 

of each electron density, and (d) ion temperature gradient as function of each ion temperature at turbulence observation 

position. 

(a)

(b) (c) (d)
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2.2. Result 

We obtained dependence of electron-scale turbulence intensity and gyro-Bohm normalized electron-heat flux 

qe
GB = qe / (neTecsρs

2/Rax
2) on Rax/LTe, where qe is the electron heat flux, cs = √𝑇e/𝑚i, ρs = mics/eBt, and e is the 

electron charge. Figure 2 (a) shows electron-scale turbulence intensity dependence on Rax/LTe. The red flat line 

means the background levels of the signals. Here the electron-scale turbulence intensity is measured by the 

millimetre-wave backscattering (BS) system [5]. 90 GHz millimetre waves are injected from the horizontally 

outboard port to the torus centre and the corresponding electron scattering wave is received. The observed 

wavenumber is k⊥ ~ 34 cm-1 (k⊥ρe ~ 0.14, where ρe is electron thermal gyro radius). The perturbation amplitude 

of the frequency spectrum of the BS scattered signal integrated over 150 - 490 kHz is used as an indicator of the 

electron-scale turbulence intensity. Figure 2 (b) also shows qe
GB dependence on Rax/LTe. It is found that the 

electron-scale turbulence intensity increases steeply with increasing Rax/LTe. qe
GB also increases steeply with 

increasing Rax/LTe. These steep increases from the range of Rax/LTe > 7 seem to match the ETG turbulence 

threshold physics phenomenon. In addition, since a finite turbulence intensity is observed even when electron-

temperature gradient is zero, it indicates that electron-scale turbulence significantly exists even in a zero local 

electron temperature gradient. 

We investigated the linear instability growth-rate by linear gyrokinetic simulation using GKV code in these 

experimental conditions [10]. Experimental observations of ne = 2 × 1019 m-3, Ti = 1 keV, Rax/Lne = -2, and 

Rax/LTi = 6 and vacuum magnetic field configurations were used as the input parameters in the GKV code 

calculation. The parameters of Te/Ti and Rax/LTe were scanned to investigate the characteristics of the instabilities 

and determined to be unstable with a positive growth-rate and stable with a negative growth-rate at the observed 

wavenumber k⊥ρe = 0.14  0.05. Figure 3 shows the estimated stable and unstable conditions, by green solid 

circles and purple solid squares, respectively, and representative measured conditions, by red open circles. The 

smaller Te/Ti, the smaller the Rax/LTe threshold for instability becomes, and vice versa. These threshold properties 

indicate that this instability is the ETG instability. The experimental observed point encircled by the pink circle 

is within the unstable region. Therefore, the experimental results are consistent with the ETG instability 

properties predicted in the high Rax/LTe region. On the other hand, electron-scale turbulence in the low Rax/LTe 

region exists, shown in Fig. 2 (a) and it seems not to be ETG turbulence because the point encircled by the light 

blue circle is within the stable region in Fig. 3. Therefore, further analysis is needed to determine the origin of 

the turbulence in this low Rax/LTe region. 

 

FIG. 2. Dependences of (a) electron-scale turbulence intensity and (b) gyro-Bohm normalized electron heat flux on 

normalized electron temperature gradient Rax/LTe, where red open circles, red bars, and green open triangles stand for 

turbulence intensity, background signal intensity, and electron heat flux, respectively. Data surrounded by light blue or pink 

circles corresponds to that surrounded by same color circles in Fig. 3. 

- Background level

(a)

(b)
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FIG. 3. Unstable and stable region estimated by results of linear gyrokinetic simulation with representative measured 

conditions of Te/Ti and Rax/LTe, where green solid circles, purple solid squares, and red hollow circles stand for stable 

conditions, unstable conditions, and representative measured conditions, respectively. Whether stable or unstable, 

determined by whether linear growth-rate positive or negative at observed wavenumber k⊥ρe = 0.14  0.05. Data 

surrounded by light blue or pink circles corresponds to that surrounded by same color circles in Fig. 2 (a). 
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3. CROSS-SCALE INTERACTION WITH ION-SCALE TURBULENCE 

3.3. Method 

In order to study the cross-scale interaction between electron-scale and ion-scale turbulences, newly enabled 

measuring electron-scale and ion-scale turbulences were used simultaneously at the same point, by the 

combined operation of a BS and Doppler backscattering (DBS) system [6,7]. Since the receiving antenna of the 

BS is steerable to control observed positions radially, while the DBS takes a multi-frequency channel system to 

observe multiple positions radially, we steered the receiving BS antenna shot by shot and then attained a 

simultaneous measurement at the same position. Experiments were conducted in the magnetic axis Rax=3.60 m 

and the magnetic field strength Bt = 2.75 T. As shown in Fig. 4, to exploit the difference in the Te/Ti dependence 

of electron-scale and ion-scale turbulence and to investigate the interaction between them, on-axis ECH was 

controlled to increase only core Te significantly, while keeping ne, Ti, Rax/LTe, Rax/Lne, and Rax/LTi constant. 

Simultaneous observations of the electron-scale and ion-scale turbulence intensities at the same location reff/a99 

~ 0.9 allowed us to observe spontaneous changes after additional ECH injections. The observed wave numbers 

were k⊥ρi ~ 5 and k⊥ρi ~ 0.5 for the electron-scale and ion-scale turbulence, respectively, where ρi was the ion 

thermal gyro radius. Here the ion-scale turbulence intensity was estimated by the perturbation amplitudes of the 

frequency spectrum in the DBS signal integrated over 30 - 150 kHz. Note that the integrated frequency range 

had little effect on the following results. 

 

FIG. 4. Temporal behaviours of (a) NBI (grey) and ECH (yellow) input power, (b) ion-scale (pink) and electron-scale (light 

blue) turbulence intensities, (c) electron temperature (lines), ion temperature (open circles) and electron density (x symbols), 

(d) normalized electron temperature gradient, (e)normalized electron density gradient, and (f) normalized ion temperature 

gradient. Electron-scale and ion-scale turbulence measured at reff/a99 = 0.9. Red lines or makers in (c) ~ (f) mean measured 

at reff/a99 = 0.9 while green lines or makers mean at reff/a99 = 0.6 for reference.  

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(f)
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3.4. Result 

The intensities of the two turbulences were observed to begin changing in synchrony just after additional ECH 

power injection. The relationship between the two turbulences is plotted in Fig. 5 (a). Initially, the electron-scale 

turbulence intensity increased with the ion-scale turbulence intensity (4.30 - 4.32 s). Then, it increased while the 

ion-scale turbulence intensity decreased (4.32 – 4.46 s) and decreased while the ion-scale turbulence intensity 

increased (4.46 – 4.70 s). The correlation coefficients between electron-scale turbulence intensity and ion-scale 

turbulence intensity are 0.74 in 4.30 – 4.32 s, -0.60 in 4.32 – 4.46 s, and -0.57 in 4.46 – 4.70 s, respectively. The 

relationship clearly changes from a positive correlation to a negative one at 4.32 s. The responses as a function 

of Te/Ti, as shown in Fig. 5 (b) and (c), are that the electron-scale turbulence intensity increases monotonically, 

while the ion-scale turbulence intensity increases and then decreases. We also carried out linear gyrokinetic 

simulation also in this experiment. As a result, the linear growth-rate  decreases with increasing Te/Ti under the 

constant Rax/LTe in the electron-scale whereas there is no significant change in the ion-scale growth-rate, as 

shown in Fig. 5 (b) and (c). Contradictory Te/Ti dependence between the growth-rate and the observed 

turbulence intensity will be examined by further numerical analyses. 

Next, we explored the origin of this phenomenon. Figure 6 shows zoomed temporal behaviours of electron-scale 

turbulence intensity and ion-scale turbulence intensity from 4.3 s to 4.5 s. The electron-scale turbulence and the 

ion-scale turbulence show a relation which the ion-scale turbulence intensity changes first, followed by the 

electron-scale turbulence intensity. Near 4.32 s, the ion-scale turbulence intensity first starts decreasing. Just 

after that, the electron scale turbulence intensity increases after a moment of stagnation. This increase occurs 8 

ms after the ion-scale turbulence intensity starts decreasing. Near 4.46 s, the ion-scale turbulence intensity first 

starts increasing too. Then, the electron-scale turbulence intensity starts decreasing with a delay of 16 ms. 

Therefore, in this condition, the ion-scale turbulence is dominant, and the electron-scale turbulence is thought to 

have been affected by it. In addition, the time delay when the electron-scale turbulence intensity increases is 

smaller than the time delay when the electron-scale turbulence intensity decreases. 

 

FIG. 5. (a) Relationship of electron-scale turbulence intensity to ion-scale turbulence intensity, (b) relationship of electron-

scale turbulence intensity (left axis) and electron-scale linear growth-rate estimated by linear gyrokinetic simulation (black 

diamond, right axis) to electron to ion temperature ratio Te/Ti, and (c) relationship of ion-scale turbulence intensity (left 

axis) and ion-scale linear growth-rate estimated by linear gyrokinetic simulation (black diamonds, right axis) to Te/Ti. Blue, 

green, and red points represent ones measured from 4.30 s to 4.32 s, 4.32 s to 4.46 s, and 4.46 to 4.70 s, respectively. 

(a)

(b) (c)
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FIG. 6. Zoomed temporal behaviours of ion-scale (pink) and electron-scale (light blue) turbulence intensities. Orange and 

green curves moving averaged curves of electron-scale and ion-scale turbulence intensities, respectively.  

4. CONCLUSION 

Since understanding of electron-scale turbulence characteristics whose adverse influence is worried about for 

future nuclear burning plasmas, in which electron heating by α-particles will be the dominant process, we 

investigated electron-scale turbulence characteristics at the LHD. To investigate the electron-scale turbulence 

behaviour with changing Rax/LTe, widely ranging Rax/LTe from -2 to 12 under constant Te, ne, Ti, Rax/Lne, and 

Rax/LTi were attained by controlling on-axis and off-axis ECH power injection. As a result, electron-scale 

turbulence intensity steeply increased with increasing Rax/LTe together with the gyro-Bohm normalized electron 

heat flux. These turbulence characteristics in the high Rax/LTe region are consistent with the nature of the ETG 

mode. Moreover, it was found that even at Rax/LTe = 0, electron-scale turbulence (not ETG turbulence) 

significantly existed but further analysis is needed to determine the origin of the turbulence in this low Rax/LTe 

region. To investigate the influence of cross-scale interaction with ion-scale turbulence, the simultaneous 

observations of electron-scale and ion-scale turbulence intensity at the same location were carried out. After the 

additional ECH injection, both electron-scale and ion-scale turbulence intensities showed positive and negative 

correlations. From the time response, it is suggested that the ion-scale turbulence is dominant and electron-scale 

turbulence is influenced by the ion-scale turbulence in this plasma condition. Because the importance of multi-

scale interaction between electron-scale and ion-scale turbulences has been pointed out by recent progress in 

theoretical simulations using super computers, this research promises further progress on micro-scale turbulence 

study. 

This research suggests that at least two perspectives are needed to characterize and understand electron-scale 

turbulence: 1) the effects of ETG instability due to the growth of electron-scale turbulence and 2) the possibility 

that cross-scale interactions due to ion-scale turbulence can affect the suppression and the excitation of electron-

scale turbulence. 
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電子・イオンスケール乱流間相作用は実験的に未解明である

2025/4/17 日本物理学会 2025年春季大会 2025年3月18日（火）～21日（金）（オンライン） 2

◼ ITERや原型炉等の核燃焼プラズマでは、α粒子
による電子加熱が支配的となり、電子温度勾配
の駆動する電子スケール乱流による影響が無
視できなくなる可能性がある。

◼ 電子・イオンスケール乱流間相互作用によって、
イオンスケール乱流輸送が従来のモデルによる
予想と異なる可能性がある。

◼ 電子・イオンスケール乱流間相互作用の存在は、
近年のシミュレーション研究によって明らかに
なってきたが、実験的検証はほとんどない。

➢ 電子・イオンスケール乱流間相互作用を実験的
に検証し、その存在やプラズマに及ぼす効果を
確かめる。

S. Maeyama 

et al. PRL

114, 255002 

(2015)
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電子・イオンスケールの同時計測は、ミリ波後方散乱計とドップ
ラー反射計の組み合わせによって行った

2025/4/17 日本物理学会 2025年春季大会 2025年3月18日（火）～21日（金）（オンライン） 3

◼ ミリ波後方散乱計(BS)の受信アンテナの角度調整と、ドップラー
反射計(DBS)の径方向多点計測を組合せた計測を行った。
✓ ρ ~ 1 での同時計測に達成
✓ 波数 k⊥ρi = E-scale: 7 – 9, I-scale: ~ 1,

DBS

BS

Transparent 

view of LHD

A.J. Creely et 

al, RSI 88

073509 (2017)

多チャンネル

90GHzki

k⊥ ks

𝜃s

角度可変
アンテナ

実験条件
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◼ 電子・イオンスケール乱流を強く励起す
ることを目的として、高加熱パワーでの
実験を行った。

◼ 実験条件
⚫ Bax = 2.75 T

⚫ Rax = 3.6 m

⚫ 水素プラズマ

◼ 垂直NB: 4 MW, 

ECH: 3.6 MW 

をベースに、5.2 s から
接線NB: 10 MW

を入射した
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◼ 5.2 – 5.31 s : 線形局所的な性質と矛盾しない
◼ イオンスケール乱流強度の変化

⚫ ne の増大による散乱波強度の増大
⚫ Te/Ti の減少による乱流強度の低下

➢ イオンスケールの線形不安定性の特性
に矛盾しない

◼ 電子スケール乱流強度
⚫ ηe = Lne / LTe の増大及び Te/Ti の減少時の
乱流強度の増大 

➢ ETG不安定性の特性に矛盾しない

◼ 5.31 – 5.34 s : 

➢ 電子スケール乱流強度の低下が
線形局所的に説明できない

電子スケール乱流強度の低下が
線形局所的には説明できない

2025/4/17 日本物理学会 2025年春季大会 2025年3月18日（火）～21日（金）（オンライン） 5

M. Nunami, M. Nakata, J. 

Plasma Fusion Res. Vol.99, 

No.6 (2023) 291-295

◼ 5.2 – 5.31 s : 線形局所的な性質と矛盾しない
◼ イオンスケール乱流強度の変化

⚫ ne の増大による散乱波強度の増大
⚫ Te/Ti の減少による乱流強度の低下

➢ イオンスケールの線形不安定性の特性
に矛盾しない

◼ 電子スケール乱流強度
⚫ ηe = Lne / LTe の増大及び Te/Ti の減少時の
乱流強度の増大 

➢ ETG不安定性の特性に矛盾しない

◼ 5.31 – 5.34 s : 

➢ 電子スケール乱流強度の低下が
線形局所的に説明できない

電子スケール乱流強度の低下が
線形局所的には説明できない
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M. Nunami, M. Nakata, J. 

Plasma Fusion Res. Vol.99, 

No.6 (2023) 291-295

J. Q. Dong et al, Phys. 

Plasmas 9, 4699-4708 (2002)
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fy

fx

非線形相関を調べるため、バイコヒーレンス解析を行った (1/2)
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fz = fx + fy
=  const.

fy = 

const.

fx = 

const.

fz

有意

有意
でない

➢ 電子スケール乱流強度低下の原因を探るため、非線
形相互作用による影響の可能性を考え、バイコヒーレ
ンスによる解析を行った

◼ X(fx), Y(fy), Z( fz = fx + fy ) の3つの周波数スペクトル

から、バイコヒーレンス෠𝑏2(𝑓𝑥, 𝑓𝑦)を計算した

① Average of Bicoherence  Exp[Bicoherence2]: 

それぞれの周波数成分方向にバイコヒーレンスを平
均して有意性を検証した
⚫ それぞれの信号の、どの周波数
成分で相関が強くなるかを調べる

Exp[Bicoherence2]

Statistical

Noise level

= 1/Nsample

NL

NL

1

𝑁 𝑓𝑥
෍

𝑖=1

𝑁 𝑓𝑥

෠𝑏2(𝑓𝑥, 𝑓𝑦𝑖)

1

𝑁(𝑓𝑦)
෍

𝑖=1

𝑁(𝑓𝑦)

෠𝑏2(𝑓𝑥𝑖 , 𝑓𝑦)

1

𝑁(𝑓𝑧)
෍

𝑖=1

𝑁(𝑓𝑧)

෠𝑏2(𝑓𝑥𝑖 , 𝑓𝑧 − 𝑓𝑥𝑖)

fy

෠𝑏2 𝑓𝑥, 𝑓𝑦 =
෠𝐵 𝑓𝑥, 𝑓𝑦

2

𝑋 𝑓𝑥 𝑌 𝑓𝑦
2

𝑍 𝑓𝑥 + 𝑓𝑦
2

෠𝐵 𝑓𝑥, 𝑓𝑦 = 𝑋 𝑓𝑥 𝑌 𝑓𝑦 𝑍∗ 𝑓𝑥 + 𝑓𝑦

fx

非線形相関を調べるため、バイコヒーレンス解析を行った (2/2)
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① Double Summed Bicoherence ΣΣ(Bicoherence)2: 

特定の周波数範囲のバイコヒーレンスの総和を取った値
⚫ 各信号の低高周波成分を避けて非線形相関の有無を調べる目的
⚫ Nsampleをスキャンして有意性を検証する

෍

𝑓𝑦

෍

𝑓𝑥

෠𝑏2(𝑓𝑥, 𝑓𝑦)

𝑓𝑥,min < 𝑓𝑥 < 𝑓𝑥,max

𝑓𝑦,min < 𝑓𝑦 < 𝑓𝑦,max

𝑓𝑧,min < 𝑓𝑥 + 𝑓𝑦 < 𝑓𝑧,max

有意

有意でない

1 / Nsample

Σ
Σ

(B
ic

o
h

e
re

n
c
e
)2

NL = M / Nsample

fx

fy fx,min fx,max-fx,min
-fx,max

fy,min

fy,max

-fy,min

-fy,max

fz,min

fz,max

-fz,min-fz,max

M: 総和の要素数
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電子スケール乱流強度が低下する時間に、
電子・イオンスケール乱流間の有意な相関を発見

2025/4/17 日本物理学会 2025年春季大会 2025年3月18日（火）～21日（金）（オンライン） 9

◼ X, Y, Z を E, E, I の組み合わせで計算（理由は後述）
✓ 90 kHz のコヒーレントな揺動が電子スケール乱流との相関を持つ

✓ 高調波成分 (180, - 260, - 420 kHz) でも相関が有意
✓ 電子スケール乱流の |f| > 400 kHz・イオンスケール乱流の 200 kHz < |f| < 400 kHz で相関が有意
➢ 90 kHz の揺動及びその高調波成分を回避するため、

DBSの周波数範囲を 200 – 250 kHz に絞って ΣΣ(Bicoherence)2を計算した
✓ 電子・イオンスケール乱流間に非線形の相関が存在する

90-85

180-420, -260

この非線形相関は、電子・電子・イオンスケールの組み合わせ
で存在する

2025/4/17 日本物理学会 2025年春季大会 2025年3月18日（火）～21日（金）（オンライン） 10

kE – kE ~ kI

◼ 波数のマッチング条件を満たす E・E・I-scale の組み合わせと、マッチング条件を満たさない 

I・I・E-scaleの組み合わせで二重和バイコヒーレンスを比較する。
✓ E・E・I ではバイコヒーレンスが有意であり、I・I・E の場合は有意でない。

kI + kI ≠ kE

波数 k⊥ρi = E-scale: 7 – 9, I-scale: ~ 1

マッチング条件を満たす マッチング条件を満たさない
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まとめ

2025/4/17 日本物理学会 2025年春季大会 2025年3月18日（火）～21日（金）（オンライン） 11

✓ ECH, NBIを組み合わせた高い加熱パワーの放電において、k⊥ρi = 7 – 9 の電子スケール乱流と、
k⊥ρi ~ 1 のイオンスケール乱流との同時計測に、 ρ ~ 1 で成功した

✓ 5.20 – 5.31 s までの乱流強度の変化は、線形局所的な性質と矛盾しない
⚫ ηeの増大が、電子スケール乱流強度の増大に寄与し、 

Te/Ti の減少が、電子スケール乱流強度の増大、イオンスケール乱流強度の減少に寄与する。
➢ 一方で、5.31 – 5.34 s の電子スケール乱流強度の低下が局所パラメータによって説明できない。

✓ 電子スケール乱流強度低下の時間、電子スケール乱流とイオンスケール乱流との間に
非線形相関が存在する
✓ 波数のマッチング条件を満たす電子・電子・イオンスケールの組み合わせに相関が存在する

90 kHz の
コヒーレントな揺動

電子スケール
乱流

k⊥ρi = 7 – 9

イオンスケール
乱流

k⊥ρi ~ 1
?

k⊥ρi

今後の展開
✓ 90 kHz のコヒーレントな揺動と電子スケール乱流との
間にも有意な相関が存在する
➢ 90 kHz のコヒーレントな揺動のモード同定
➢ 90 kHz のコヒーレントな揺動及び、
電子・イオンスケール乱流の関係について整理
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